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第 1 章 序論 

1.1 研究の背景と目的 

 

我が国の国土面積は，世界の面積の 1%にも満たない小国である 1)．しかしな

がら，世界中で発生する地震のほぼ 1/10 が日本列島周辺で発生しており 2)，人々

の暮らしを考える上で，地震の影響を無視することはできない．我々にとって

非常に大きな脅威とも言える地震に対処すべく古くからさまざまな検討が行わ

れている．しかしながら，近年においても規模の大きな地震が発生すると，そ

の度に大なり小なり物的被害，人的被害が発生している．そしてこの被害経験

を教訓として，各種施設の耐震設計法が見直されることで，今日に至っている． 

 

土木構造物の耐震設計法の変遷を辿る中で，1995 年の兵庫県南部地震の影響

は計り知れないほど大きい．兵庫県南部地震は，1995 年 1 月 17 日 5 時 46 分に

淡路島北部の深さ約 16km の位置を震源とする気象庁マグニチュード 7.2 の地震

であり，死者・行方不明者が 6,400 名を上回るという甚大な被害を受けた 3)．ま

たこの地震では，最大加速度約 800 ガル，最大速度約 100 カインという非常に

強い地震動が観測されている 4)．この兵庫県南部地震を契機として，大規模地震

が発生した場合に土木構造物はどうあるべきか，といった議論が活発に行われ，

耐震設計体系が大幅に見直されることとなった．土木学会からは，土木構造物

の耐震基準等に関する提言が複数回に渡って行われ，レベル 1 地震動とレベル 2

地震動の 2 段階の地震作用を考える設計体系が示された 5),6),7)．これを受け，鉄

道構造物 8)や道路構造物 9)の耐震設計指針にもこの考え方が採用されている． 

 

その後，積極的な耐震診断，耐震補強が推進され，地震に対する安全性，信

頼性は飛躍的に向上したと考えられていた．しかしながら，2011 年に発生した

東北地方太平洋沖地震では，我々に新たな教訓を突き付ける結果となった．こ

の地震は，2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に牡鹿半島の東南東約 130km 付近の太

平洋の海底深さ約 24km を震源として発生したモーメントマグニチュード 9.0 と

いう日本観測史上最大の地震である 10)．この地震では 10m を超えるような非常

に大きな津波により，広範囲に渡り甚大な被害が発生し死者・行方不明者が

18,000 名を上回るという状況に陥った 3)．政府の事前評価によると，この地域に

おいてこのような規模の地震が発生することは想定されておらず，構造物の耐

震設計，被害想定を行う際に前提条件となる対象地震の想定という視点からも

東北地方太平洋沖地震は我々に大きな問題を投げかけている．さらに，このよ
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うな事前の想定を上回る地震が発生する可能性を否定することができなくなっ

た状況下で，このような大規模災害に対して我々がどう向き合っていくべきな

のか，といった議論や提言が今日でも積極的に行われている 11)~15)．また，この

地震を受けて土木構造物の耐震設計基準における設計地震動の考え方も見直し

が行われている 16),17)． 

 

一方，近年の土木構造物の耐震設計を考える上で，このような大規模地震の

発生だけでなく，性能照査型設計の流れも無視することは出来ない 18)~21)．一般

に性能照査型設計は，図 1.1-1 のような階層化された体系で示すことができる
22)．ここで，性能照査型の設計体系における最上階層に位置する「目的」では，

構造物の社会的目的が示される．次に，「機能的要求」では目的を実現するため

に構造物が保有しなければならない要求項目が示され，「要求水準」では，機能

的要求を実現するための水準が示される．さらに，要求水準を検証する具体的

な方法としての「検証方法」や，検証を満足する実務的な解としての「適合み

なし仕様」が示される． 

 

 

図 1.1-1 性能照査型設計の階層化モデル 

 

要求される水準を満足することを限界状態設計法によって確認する場合には，

まず「地震作用（設計地震動）」を設定し，続いて設計地震動に対する土木構造

物の「応答値」を算定する．最後にこの応答値が別途設定した「限界値」以内

に収まっていることを確認することで，性能を照査する．そのため，設計地震

動の設定，応答値の評価，限界値の評価，という三要素は，それぞれが適切に

バランスを保っている必要がある． 

 

この時の，構造物の要求性能としては，使用性や耐久性，遮蔽性，修復性，

美観，など多くの性能が考えられる．このうち上述したような大規模地震に焦

目的

機能的要求

性能表現による
要求水準

検証方法
適合みなし

仕様
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点をあてた場合，構造物に要求される基本的な性能として安全性が挙げられる．

この安全性は，例えば国際規格において「許容できない危害が発生するリスク

がないこと」と定義されている 23)．さらに土木構造物においては，この許容で

きない危害を「人命に重大な影響を与えないこと」と考える場合が多い例えば 24)．

つまり，構造全体系の崩壊は防ぐものの，構造物もしくは構造部材には大きな

損傷が発生することを許容しており，構造物の非線形挙動まで立ち入った設計

体系となっている例えば 16)17)．そのため，「応答値」，「限界値」を算定する際に必

要となる近年のコンクリート，鋼構造分野の検討では，構造部材，構造全体の

崩壊までの非線形特性を高精度に推定するための検討が数多く見られる例えば

25)26)．これに対応する形で，「設計地震動」においても構造物の非線形挙動を念

頭においた地震作用となっている必要があるものの，現時点では地震動を評価

する際に構造物の非線形応答への配慮を行っている事例はほぼ皆無である． 

 

さらに，土木構造物に要求される地震時性能としては，安全性だけでなく，

使用性や復旧性も存在する．これはレベル 1 地震動に対して無被害を要求する

ものであり，土木学会第三次提言において「現時点での技術的及び社会経済的

条件を前提としたシビルミニマム的要求である」と解釈している 7)．この設計法

を適用した場合には，レベル 1 地震動として 50 年期待値に対応する地震を用い

たとすると，50 年間に弾性限界を超えない確率が約 63%（ポアソン過程）にな

るように構造物を設計したことになるが，この確率が 63%でなければならない

根拠は明らかでない．このような問題点を踏まえ，近年では，損傷レベルのよ

うな工学的指標でなく，経済性を照査指標とした設計法の導入も試みられてい

る 27)．これはレベル 1 設計で要求される復旧性を，経済性の照査を行うことで

満足させるというものであり，構造物の耐用期間内に発生する地震を全て考慮

した上で，構造物の初期建設コストと地震被災コストの合計であるトータルコ

ストが最小となるような構造物を設計する．この時，構造物の地震リスクを評

価する必要があるが，当然ながらここで考慮する地震作用としても構造物の非

線形挙動を念頭におく必要がある． 

 

以上の背景を踏まえて，本論文では土木構造物の非線形応答特性を考慮した

性能設計のための地震動評価に関する研究を行う．具体的には以下に示す観点

から検討を進める． 

 

(1) 土木構造物への地震作用を考える場合，工学的基盤よりも浅い地盤の影響だ

けでなく，深部地盤の影響も大きい．大規模地震時の構造物の地震時挙動を

高精度に評価するためには，両者の影響を適切に考慮する必要がある．そこ
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でまずは，地点の深部地下構造の変化に伴う地震動特性（特に，応答スペク

トル，最大加速度，最大速度）の変化について検討する．続いて，表層地盤

の構造評価を行う際に，地盤の伝達関数を用いる場合がある．この際の条件

として，地盤は水平成層，地震動は鉛直下方入射を仮定している場合がほと

んどであるが，この仮定が崩れることによる地盤構造の推定結果に及ぼす影

響を整理する． 

 

(2) 地震時に土木構造物に要求される性能として，複数の性能が考えられるが，

ここでは安全性と復旧性に着目し，各性能を照査する際の地震動評価法の開

発を行う．まず，安全性を照査するための地震動としては，従来から実施さ

れている強震動予測手法にモデル化した位相特性の評価手法を導入すること

で，土木構造物の非線形挙動を評価する際にも適用可能な地震動評価手法の

提案を行う．続いて，断層破壊等の地震動評価時に想定される多数の不確定

性を考慮することで得られる多数の地震動群（これを参照地震動群 21),28)と呼

ぶ）から，土木構造物の耐震設計に用いるべき設計地震動を合成する方法に

ついて検討する． 

 

(3) 土木構造物の復旧性を照査するためには，構造物の供用期間中に想定される

地震リスクを適切に評価する必要がある．そこで，確率論的地震危険度解析

の結果を満足する時刻歴波形群（これを本研究では生起確率付地震動群と呼

ぶ）の評価方法の提案を行う．その上で，土木構造物の復旧性を経済性の観

点から照査する実用的な設計手法について検討する． 

 

  



5 
 

1.2 既往の研究 

 

1.2.1 表層地盤の地震時挙動評価及び地盤構造の評価に関する既往

の研究 
 

せん断弾性波速度が 400m/s 程度よりも小さい表層地盤の挙動は地表面位置の

地震動に大きな影響を与える 29)ため，構造物を設計する場合，表層地盤の構造

調査とそれに基づく挙動評価は重要な課題である．そのため工学分野において，

表層地盤の挙動評価に関する検討は古くから数多く実施されている．表層地盤

の挙動評価に関する検討は，主に地盤の非線形挙動が地震動に与える影響と地

盤の不整形性が地震動に与える影響について実施されてきた． 

 

地盤の地震時非線形応答特性については，地震観測に基づく検討 30)，実験的

な検討 31),32)，数値解析に基づく検討 33)~35)等，現在に至るまで活発な検討が実施

されている．その結果，実務的なレベルで 1 次元の地盤応答解析を実施するケ

ースも数多く見られるようになってきた．また，従来から実務設計に多用され

ている R-O モデル 35)や，双曲線モデル 34)はパラメータが少ない代わりに試験結

果を完全に満足できないという問題点があったが，これを改善するモデルも多

数提案されている 36) ~40)． 

 

また，地盤の不整形性に関する検討は，表層地盤を対象としたものよりは地

震基盤までを含んだ深部構造の影響について解析 41)や実測 42)に基づき実施され

ている例が数多く見られる．代表的なものとしては，1995 年の兵庫県南部地震

において大きな被害が発生した「震災の帯」の発生要因の一つとして，深層地

盤の不整形性が影響したことが確認されている 43)44)．また，その他各種解析法

を用いて，不整形地盤において表面波，回折波が生成することが確認されてい

る 41)45)46)．これらの成果を受け，不整形地盤の影響を耐震設計に反映させるため

の検討も実施されている 47)~49)．さらに近年の計算機技術の発展に伴い，実務設

計においても不整形性の影響を直接考慮した，2，3 次元の地盤応答解析等も実

施されるようになってきている．これらの成果により，入力地震動と地盤構造

を詳細に評価した場合には，地表面位置の地震動を数値計算によって高精度に

評価可能となってきている． 

 

この時に必要な地盤の地震時挙動評価を行う際の地盤構造を評価する方法と

しては，工学的にはボーリング調査が用いられる場合がほとんどである．これ
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は，耐震設計で考えている基盤面の定義が Vs=400m/s，N 値 50 程度であり，我

が国の堆積環境においては地下 10～30m 程度で基盤面が出現するため，現実的

な費用の範囲内で直接評価が実施可能であるためと考えられる．一方で地震基

盤と呼ばれるVs=3000m/s程度の地盤や地殻の構造を直接評価することは困難で

あるため，何らかの情報を用いて推定する場合が多い．地盤構造を推定する手

法としては，人工地震探査法 50)，表面波探査法 51)，常時微動探査法 52)，重力探

査法 53)いった物理探査手法や，地表と地中の地震観測記録に基づく伝達関数を

用いる手法 54)など種々の手法が提案され，利用されてきた．近年ではこれらの

手法を表層地盤構造の推定に用いる例も見られる 55),56)．各手法による地盤構造

推定結果とボーリング調査結果，もしくは得られた地盤構造を用いた地震動シ

ミュレーション結果と地震観測記録の比較を実施することで，それぞれの手法

の有効性も確認されている． 

 

ここで，例えば微動アレー観測に基づく位相速度の分散曲線や地震動の地表

／地中観測に基づく伝達関数を使用した地盤構造推定を行う際には，地盤は水

平成層であるとして実施することがほとんどである．また，伝達関数に基づき

評価を行う際の地震動は，鉛直下方入射という仮定に基づき実施する場合が多

い．ここで設定した 2 つの仮定が崩れた場合に推定される地盤構造は，実際の

直下の地盤構造を表現出来てきていない可能性も考えられる．近年では地震波

の斜め入射を考えた地盤構造の評価が行われている例も見られる 57),58),59)が，こ

れらは主に深部地盤を対象とした検討に限られている．地表近くの地層構成は，

深層地盤と比較してより複雑であるため，2 つの仮定が成り立たない場合も多く

存在すると考えられ，浅部地盤を対象とした基盤傾斜，斜め入射の影響を把握

しておくことは工学的に非常に重要である． 

 

 

1.2.2 強震動予測手法に基づく地震動評価に関する既往の研究 

 

強震動予測手法による地震動評価は大別すると確率論的な地震動評価 60),61)と

シナリオに基づく地震動評価 62)に分類される 63)．このうち前者の評価を行う場

合には，地震動強さを距離減衰式によって評価する場合がほとんどである．本

論文では，確率論的な地震動評価とこれに用いられる距離減衰式に関する記載

は次項で行うこととし，ここではシナリオに基づく地震動評価について整理す

る． 
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シナリオに基づく地震動評価法としては，離散化波数積分法 64)，差分法 65)~68)，

有限要素法 69)~71)等に代表される理論的手法，経験的グリーン関数法 72),73)，統計

的グリーン関数法 74)75)といった半経験的手法，距離減衰式を用いた経験的手法
76)，これらを組み合わせたハイブリッド法 77)という様々な手法が提案されてい

る． 

 

また，地震動は，震源特性，伝播経路特性，サイト特性の重ね合わせによっ

て表現される．そのため，シナリオに基づく地震動評価を行う際にも，それぞ

れの特性を適切に評価する必要がある．このうち震源モデルは，有限な断層面

上の時空間的なすべり関数を与えることで，断層面から観測点へのグリーン関

数により畳み込み積分を行うことで，観測点の波動場を求めることが可能であ

る．この時に与える震源スペクトルは，古くからさまざまな形が提案されてい

る例えば 78)が， 2 スペクトルモデル 79),80),81)を用いることで実際の観測記録の高振

動数成分を表現出来ることが知られている．そして何よりも，強震動予測を行

う際の震源特性を評価するためには，過去の大規模地震における不均質な破壊

の状況を把握することが重要であり，古くから数多くの研究成果が存在する
82)~89)．また，これらの震源インバージョン解析の精度に関する検証や，インバ

ージョン解析に必要な地震計の配置についても検討されている 89)．さらに，国

内で発生する地震においても 1995 年の兵庫県南部地震の強震記録を説明する震

源モデルの推定 90)やその後の大規模地震が発生する毎に複数の研究者によって

すべり分布の提案 91)92)93)が行われている．そしてこれらの結果を統合することで，

すべり分布の特性化 94)が実施されている．これは主にカリフォルニアの内陸地

殻内の地震や兵庫県南部地震による結果をもとに構築されたものであるが，そ

の後の大規模地震における震源モデルの結果も踏まえ，強震動予測のための特

性化震源モデルの構築方法が提案されている 95),96),97)．これらの結果を活用する

ことで，強震動予測に必要な震源特性を比較的簡易な手続きで設定することが

可能となっており，設計地震動評価を行う際の基本的な方法として採用されて

いる事例もある 98)． 

 

続いて伝播経路特性は，震源近傍と震源遠方での波形形状の変化を表現する

際に重要な特性であり，これを表現するためには，震源と対象地点の距離とそ

の間に存在する媒質の減衰特性を適切に評価する必要がある．減衰を測定する

方法としては，ボーリングコアから供試体を作製し，これを用いた繰り返し三

軸試験や，現地での検層データを用いる方法，もしくは鉛直アレー観測による

スペクトル比を逆解析する方法がある 99)．ただし深部構造の減衰を評価する際

にボーリング調査を実施することは現実的ではなく，ほとんどの場合が地震観
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測記録等に基づき減衰の提案がされている 100)~104)．また，伝播経路中の波動伝

播を力学的に評価する手法としては，波線理論に基づく検討が実施されている

事例も見られる 105),106)．また，ランダムな不均質媒質をモデル化した解析 107)や

空洞が分布したモデルによる応答評価等から Q 値の解析を実施している例 108)

も見られる． 

 

またサイト特性については，まず水平方向に無限に連続する 1 次元成層地盤

モデルに対して Propagater Matrix により評価する検討 109)に始まり，これに非線

形効果を導入した事例も見られる 110)．しかしながらこのような単純なモデル化

では実際の観測記録において生じる現象を適切に表現できないことが確認され

ている 111)112)．そこで，地盤の多次元的効果を考慮可能な AL 法 113)114)や差分法
114)，有限要素法等 115)の手法を用いることで，表面波の影響等も含んだサイト特

性の評価が行われている事例もある．ただし，地震動評価法としてグリーン関

数法を用いる場合には，このような多次元地盤を考慮したサイト特性が用いら

れることはほとんどなく，従来の 1 次元構造を仮定した評価が採用される場合

が多い．一方で近年では，強震記録に基づいた経験的サイト増幅特性を用いる

ことで，簡易に地盤の 3 次元的な影響を含んだ地震動評価を可能としている事

例も見られる 117)118)． 

 

一方でこういった地震動評価に関する検討は主に観測された記録を満足する

ようなモデルを構築することを目的としており，振幅特性に関する議論が中心

となっている．従来から強震動予測に用いる位相特性として，対象地点におけ

る観測記録が得られていない場合には，適当な位相特性を用いる 119)か，波形の

包絡形状とランダム位相を組み合わせた方法によって評価する場合 74)がほとん

どである．これに対して，位相差分分布や群遅延時間に基づいて地震波の重心

位置や広がりが評価可能であるという性質 120)121)を利用し，位相特性を多数の観

測記録に基づきモデル化し，非定常性を有する地震動波形の検討が行われてい

る例もある 122)~124)．また近年では，グリーン関数法に用いる統計的波形を改良

した方法もいくつか提案されている例えば 125)~127)が，この結果が構造物の非線形挙

動の観点から妥当な結果を与えるかどうかは不明である．また，これらのアプ

ローチはいずれも地震動の震源，伝播経路，サイト特性を全て含んだ形で地震

動波形の包絡形状を評価しているために，このままでは各特性の変化が構造物

の非線形挙動に与える影響把握とその妥当性を確認することは容易ではない． 
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1.2.3 確率論的な地震動評価に関する既往の研究 

 

確率論的な地震動評価は，前項で記載したシナリオに基づく地震動評価と比

較すると，古くからより工学的な分野での検討が実施されている．これは，工

学的問題が常に直面する「不確定性のもとでの意思決定」の命題を克服するこ

とを目的として開発が進められたためである 128)．我が国でも地震ハザードマッ

プに関する研究は古くから行われている例えば 129),130),131)．歴史地震資料を整理する

ことで，日本付近の地震ハザードを最初に作成したのは，河角によるマップで

ある 129)．これは，過去に発生した 300 個以上の大規模地震のリストを作成した

上で，これらを用いた地震危険度解析を実施することで，75 年，100 年，200 年

再現期待値の最大加速度地図を作成している．これは，1950 年の建築基準法に

おける地域係数を決定する際の基礎データとして用いられた 132)．それと同時期

に，米国においてシステム論的な観点からの確率モデルに基づく地震ハザード

評価法 60)が提案され，その後はこの考えに基づく地震ハザード評価が急速に発

展することとなった 133)~135)． 

 

この地震ハザード評価を行う際には，歴史地震資料を収集し対象地域におけ

る地震活動をモデル化する必要がある．過去の地震資料を集約したものとして

は，宇佐美カタログ 136)137)，宇津カタログ 138)~141)，気象庁地震月報などが参考に

なる．しかしながら日本において震源データが得られている期間は 1000 年程度

と，地震発生間隔と比較して十分であるとは言えず，震源データのみで十分な

推定結果を得ることは難しい．よって震源データの不備な点を，地震地帯構造

等によって補う必要がある．この地震地帯構造の分類としては，河角 142)や萩原
143)などによるものがある．これらの成果を統合し，またさらに新たな地質調査

などの結果も踏まえた全国地震活動の結果が，いくつか提案されている例えば 144)． 

 

一方の地震動の大きさを評価する手法としては，限られたパラメータのみか

ら非常に簡易に計算が可能な距離減衰式に基づき実施される場合がほとんどで

ある．この距離減衰式による地震動評価は観測された強震記録の統計解析に基

づくものであり，古くから米国，日本国内において多数の提案がされている例え

ば 145)~152)．これらは基本的には地震の規模と震源距離をパラメータとして，最大

加速度，最大速度，計測震度，応答スペクトル等を簡易に表現可能としている．

そのため扱いが容易であるという利点を有する一方で，詳細な震源特性，サイ

ト特性等を考慮することができなかった．そこでこれを解決するための方法も

いくつか提案されている 153)154)．これらを導入することで，地震の各特性を考慮
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した上での平均的な地震動指標を評価することが可能である． 

 

また，確率論的地震危険度解析による地震動評価は，比較的低確率の事象を

扱う必要があるため，距離減衰式の平均値のみならずバラツキが有する意味が

重要になってくる．このバラツキについての検討はそれほど多くはないが，地

盤の非線形化に伴う振幅依存性 155)156)や M 依存性 157)，サイト依存性 158)159)等の

検討事例がある． 

 

ここで確率論的地震危険度解析によって得られるハザード曲線は，ある再現

期間に対応する地震動強さを表わしたものであり，この結果から構造物の損傷

状態を評価するためには，構造物のフラジリティー曲線が必要になる 160)．これ

によらず動的解析によって構造物の損傷を評価するために，ハザード曲線から

時刻歴波形を作成するという手法も提案されている．例えば地震危険度解析を

1.2.2 節で説明したシナリオに基づく地震動評価と組み合わせる手法も提案され

ている 161)~163)．これは距離減衰式を用いた地震動強さの確率分布の代わりに断

層パラメータの不確実さを考慮した強震動予測によって表現するものである．

この断層パラメータの不確実さとしては，破壊開始点，各セグメントのアスペ

リティ個数，位置，アスペリティの実効応力等が挙げられている．この手法を

用いることで，シナリオ毎の各特性を反映させた地震評価が可能となるという

利点を有している一方で，計算負荷が膨大になるという問題点も含んでいる．

また近年では，多数の観測記録を収集し，それぞれにマグニチュードや震源距

離，地震タイプ，地盤条件といった情報をタグ付けしておき，評価したい地震

動のパラメータに適合する波形を選び出してくるという方法も提案されている
164)． 
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1.3 本論文の構成 

 
1.2 節でまとめたように，地震動の評価に関する研究は古くから多数実施され

ている．しかしながらこれらの評価はあくまでフーリエスペクトルもしくは弾

性応答スペクトルという議論に留まっており，構造物の耐震設計においてもっ

とも重要な意味を持つ，非線形挙動の観点からの地震動評価に関する研究は皆

無である．そこで本研究では，土木構造物の非線形応答特性を考慮した性能設

計のための地震動評価法の高度化を目標とした検討を行う．本論文の構成を図

1.3-1に示す． 

 
第 2 章では，深部地盤構造が地震動特性に与える影響を把握するために，地

震基盤深度の変化に伴う応答スペクトル，PGA, PGV の変化の有無を確認するこ

とを目的とした検討を実施する．さらに，深部地盤の非線形挙動が工学的基盤

位置の地震動に与える影響について解析的な検討を行う． 

 

第 3 章では，地盤構造の傾斜，入射角の変化が地中－地表間の伝達関数に与

える影響について解析的に整理を行う．さらにこれらの影響を無視し，水平成

層，鉛直下方入射を仮定して地盤構造を推定する従来の一般的な構造同定手法

を用いることで，得られる地盤構造にどのような変化が見られるのかについて

も考察を行うとともに，伝達関数から地盤の傾斜角推定の可能性についても言

及する． 

 

第 4 章ではまず，2004 年の新潟県中越地震を対象として，観測記録を満足す

る特性化震源モデルを構築する．そしてこの震源モデルを固定とし，用いる位

相特性を変化させた場合に合成される地震動波形が構造物の非線形挙動に与え

る影響を評価することで，位相特性の重要性を確認する．その上で，地震動位

相の震源特性，伝播経路特性，サイト特性の変化が構造物の非線形挙動に与え

る影響について考察を行うとともに，各特性のモデル化方法について検討を行

う．この結果を踏まえ，強震動予測によって構造物の非線形挙動に配慮した地

震動波形を評価する手法を提案する． 

 

第 5 章では強震動予測による地震動評価結果を設計地震動に換算する方法の

提案を行う．具体的には，第 4 章で提案した強震動予測手法は，構造物の非線

形挙動を念頭においた地震動波形となっているが，例えばある特定の断層を対

象とした地震動評価を行う場合にも，現在の地震学，地震工学の技術において



12 
 

破壊開始点の位置や断層面内のすべり分布を事前に特定することは困難である．

そのため，構造物の安全性照査のための地震動評価を行う場合には，これらの

不確定なパラメータを複数変化させた地震動評価を実施する必要がある．そし

てこの結果得られる多数の地震動波形群の中から適切な地震動を選択すること

になるが，その際の適切な手法はこれまで存在しなかった．そこで，これら地

震動群の中から，構造物の非線形挙動として適切な解を与える地震動波形を合

成する手法の提案を行う．さらに，実際の断層を想定した地震動予測結果に提

案手法を適用することで，手法の妥当性を確認する． 

 

第 6 章では，構造物の地震リスクを動的解析によって評価する際に必要な，

発生確率を有する地震動波形を評価する手法の構築を行う．具体的には，構造

物の地震リスクを詳細に評価する際には当然構造物の非線形挙動まで立ち入っ

た議論が必要であり，従来から用いられているハザード曲線とフラジリティー

曲線による評価ではなく，動的解析によって各構造の振動特性，非線形特性を

考慮した応答評価を行うことが要求される．そこで，第 4 章において実施した

検討も踏まえ，確率論的地震危険度解析の結果に準拠した時刻歴波形の合成手

法の提案を行う． 

 

第 7 章では，地震リスクを考慮した構造物の性能評価法についての検討を実

施する．まず新設構造物を対象として，経済性を照査指標とした土木構造物の

耐震設計法についての検討を行う．具体的には，トータルコストが最小となる

周期，靭性率，降伏震度の組み合わせを予め算定しておき，この結果を必要強

度スペクトルと同様の書式で記述（これを復旧性照査ノモグラムと呼ぶ）する

ことで，従来の耐震設計の流れと同様の手続きで，復旧性の照査を実施可能な

手法を提案する．また，既設線状構造物を対象として，地震リスクの観点から

構造物の耐震対策優先度を設定する方法についても検討を行う． 

 

第 8 章では，本論文により得られた結論ならびに知見をまとめる． 
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図1.3-1 本論文の構成 

  

第1章 序論

第6章 地震危険度解析に基づく

生起確率付地震動波形群の
合成方法

・確率論的地震危険度解析に基づく
時刻歴波形群の評価

第8章 結論

第3章 表層地盤の不整形性と地震動入射
角の影響

・地盤傾斜，入射角の変化が伝達関数評価，
地盤構造評価に与える影響

・伝達関数のバラツキ評価による地盤傾斜角
同定の可能性

第2章 深部地下構造が地震動特性に与え
る影響

・地震基盤深度の変化に伴う地震動特性の変
化

・深部地盤の非線形挙動が工学的基盤位置の
地震動に与える影響

安全性照査のための地震動評価 復旧性照査のための地震動評価

第7章地震リスク評価に基づく構
造物の性能評価法

・経済性照査のための設計地震動の
評価

・経済性評価に基づく構造物群の耐
震対策優先度の設定方法

第4章 構造物の非線形応答特性

を考慮した統計的グリーン
関数法

・震源，伝播経路，サイトの位相特
性をモデル化したグリーン関数法

・構造物の非線形挙動の観点から，
妥当性，取り扱いの検討

第5章 非線形応答スペクトルに
適合した波形の合成方法

・参照地震動群を用いた設計地震動
の合成

・異なる特性を有する構造の非線形
挙動を同時に満足する時刻歴波形
の作成
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第 2 章 深部地下構造が地震動特性に与える影響 

2.1 概説 

 

地震ハザード解析例えば 1),2)や，シナリオを想定した面的震度分布などを推定す

る際，地震動強さ分布を簡便に算定可能な距離減衰式を用いることがある例えば

3),4),5)．この距離減衰式は主に全国の平均的な地震動として扱われており，地域

毎の地震動特性の違い等は考慮されていないのが一般的である．ところが近年

得られた多数の観測記録から，地域ごとに地震動の増幅，減衰特性に差がある

ことが明らかになってきている．こういった成果をもとにして，地域ごとの地

盤特性，減衰特性を反映させた補正係数を求めるといった報告も多数存在する例

えば 6),7),8)． 

 

また，2.2 節に示すように，応答スペクトルの形状と地震基盤深度の間には相

関があり，地震記録を観測地点の地震基盤深度で分類することで周期 0.1 秒～5

秒程度の応答スペクトルの変化が表現できることが確認されている 9)．地震基盤

深度の差により応答スペクトルの特性が変化するということは，最大加速度，

最大速度といった距離減衰式によって推定される地震動最大値にも基盤深度に

応じた変化があるのではないかといった推測も可能である． 

 

このような地震基盤深度の違いによる地震動指標の変化に着目した研究は，

これまで数多く行われている 10)~13)．その結果，地震基盤深度とやや長周期帯域

の地震動レベルの増幅には相関があり，サイトの基盤深度を考慮することで，

地震動の予測精度が向上する結果を得ている．しかしながらこれらの検討は主

に数秒以上の周期帯域を対象として行われているのがほとんどであり，最大加

速度，最大速度と地震基盤深度の間には明瞭な相関が見られないとしている．

ただし，地盤の非線形性の影響を強く受ける加速度や速度といった比較的短周

期側の地震動指標に関しては，表層地盤の条件の違いによって最大値は大きく

変化してしまうために，地盤条件の差による変化の中に基盤深度による変化が

埋もれてしまっている可能性も考えられる． 

 

近年の地震観測網の急激な発展と活発な地震活動の結果，多数の地震観測記

録が蓄積されている．また深層ボーリングや各種物理探査の結果を統合した全

国の深部地下構造もある程度把握されてきており，表層地盤の条件を固定した

場合においても，幅広い地震基盤深度を持った観測地点を多数集めることも可
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能になりつつあると考えられる．そこで 2.3 節以降では，地震基盤深度の違いに

よる最大加速度，最大速度の変化を調べることを目的として，観測記録，数値

解析に基づく検討を行う．なお，対象としている地盤条件は，Vs=400m/s 程度の

工学的基盤面とする． 

 

 

  



27 
 

2.2 深部地下構造の変化に伴う応答スペクトルの変化 

2.2.1 観測記録の収集 

 

ここではまず，地震基盤深度の変化に応じた観測記録の応答スペクトルの変

化の傾向について整理を行う．対象とする地震条件は，内陸活断層による地震

の断層直上位置とし，地盤条件は，工学的基盤（Vs = 400 m/s 程度）位置での応

答スペクトルとする．そこで検討に用いる観測記録もこれらの条件に当てはま

るものである必要がある．具体的には，内陸活断層による， 4.6wM ，震源距

離がある程度近い，地盤条件が良好である（工学的基盤までの深度が 10 m 以内），

大きな加速度が得られている記録を収集した．今回の地震動選定条件に適合し

ているものの，スペクトル形状などから地盤の非線形性の影響等が特に大きい

と考えられる記録に関しては検討対象地震記録から除き，計 152 記録を用いて

検討を行う．最終的に検討に用いる地震，観測記録数を表 2.2-1に示す． 

 

表 2.2-1 本検討で用いた地震の一覧（内陸活断層による地震） 

No. 地震名 発震日 Mj Mw 記録数 

1 兵庫県南部地震 1995. 01. 17 7.3 6.9 10 

2 鳥取県西部地震 2000. 10. 06 7.3 6.8 34 

3 新潟県中越地震 2004. 10. 23 6.8 6.7 22 

4 新潟県中越地震(余震) 2004. 10. 23 6.5 6.4 24 

5 福岡県西方沖地震 2005. 03. 20 7.0 6.7 30 

6 能登半島地震 2007. 03. 25 6.9 6.7 10 

7 新潟県中越沖地震 2007. 07. 16 6.8 6.6 22 

計 152 

 

2.2.2 記録の補正 

 

前節で得られた地震記録はそれぞれ観測地点の地盤条件，地震の規模，震源

距離が異なるため，種々の補正を行い，断層直上位置での工学的基盤における

応答スペクトルを求める． 

 

まず，選定された地震記録は比較的地盤の良好なサイト（工学的基盤までの

深度が 10m 以内）における記録であるが，堆積層上で得られた記録は地盤の非
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線形性の影響を含んでいると考えられる．これらの記録に対して補正を施し，

工学的基盤面相当の地震動を求めることとした．補正には等価線形化法による

一次元の地盤応答解析（FDEL14)）を用いた．なお解析手法，地盤のモデル化の

不確定性などを考慮して，補正を行う記録は工学的基盤までの深度が 5m 以上の

記録とし，工学的基盤深度が 0～5m の記録については，それをそのまま基盤位

置での記録として取り扱った． 

 

さらに，これらの観測記録は，比較的規模の大きな震源近傍の記録であるも

のの，それぞれ地震規模（マグニチュード）および震源距離が異なる．そのた

め，記録の補正を行う．応答スペクトルの補正は，震源深さの影響を考慮した

応答スペクトルの距離減衰式 15)を用いた．断層最短距離を求める際の地震断層

の位置は，過去の震源インバージョンの結果等を参考に決定した 16)~19)．なお，

対象とする地震規模，震源距離としては，Mw=7.0 の地震が断層最短距離 3km

で発生した場合と設定した．これは，鉄道構造物の標準 L2 地震動で想定してい

る地震規模，距離と同一である 20)． 

 

上記手法を用いて，全観測記録の補正を行った．図 2.2-1 に補正後の全観測

記録の応答スペクトルを重ねて描く．これらの記録は，全て同じ地震規模，震

源距離，地盤条件に補正されているものの，大きくばらついている．このバラ

ツキの原因としては，断層最短距離は等しいものの，アスペリティからの距離

が異なっていること，断層の破壊伝播の影響などを無視していること，表層地

盤の非線形性の影響が完全に取り除けていないこと，工学的基盤よりも深部の

地盤構造の影響により地盤増幅特性が異なること，などが考えられる． 

 

さらに図 2.2-1 には平成 11 年版の鉄道構造物の安全性照査に用いる L2 地震

動スペクトル II の弾性加速度応答スペクトル 21)も重ねて示してあるが，周期 0.5

秒以上においては観測記録をほぼ包絡しており，この L2 地震動を用いて設計す

ることの妥当性が確認できる．これとは逆に，周期 0.5 秒よりも短周期側では多

くの観測記録が L2 地震動を上回っている． 
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図 2.2-1 補正した観測記録と鉄道構造物の L2 地震動（H11 年版）21)の比較 

 

こういった現象が起こる原因の一つには，深部地下構造の影響が考えられる．

従来のL2地震動スペクトルⅡは主に兵庫県南部地震の観測記録をもとにして設

定されていたが，この地震の強震域は地震基盤と呼ばれるせん断弾性波速度が

3km/s を超えるような地盤が非常に深いため，地震基盤から耐震設計上の基盤面

へ地震波が到達する際に地盤増幅の影響を強く受けているものと考えられる．

しかしながら，山間部のような地震基盤深度が浅い地域では，同規模地震であ

っても，地盤の増幅特性が異なるために，地表面付近の地震動としては，兵庫

県南部地震のような記録とは大きく異なることが予想される．図 2.2-1 の結果

はこういった深部構造の違いを無視して全結果を重ね描いているために，現在

の L2 地震動とは異なる傾向を示しているのではないかと推察される． 

 

2.2.3 深部地下構造の変化に伴う応答スペクトルの変化 

 

ここでは，観測地点の地震基盤深度毎に記録を分類し，深部構造の変化に伴

うスペクトル特性の違いを考察する．分類は，地震基盤深度が 200～500m 程度

よりも浅い地点での記録と深い地点での記録で行った．ここで深度 200～500m

というある程度幅を持った分類を行ったのは，地震基盤までボーリングを行っ

ている観測点では精度の高い地震基盤深度が評価可能であるのに対し，ボーリ

ングが地震基盤まで実施されていない観測点においては，全国の深部地盤構造
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モデル 22)などを参考にして推定する必要があるため，地震基盤深度の評価にバ

ラツキが生じるためである．このように，大まかに 2 つに分類されたスペクト

ルを図 2.2-2に示す． 

 

 

(a) 基盤深度 200～500m 以浅     (b) 基盤深度 200～500m 以深 

図 2.2-2 地震基盤深度の違いによる応答スペクトル特性の変化 

 

これらの図から，地震基盤深度の大まかな分類によって，応答スペクトルの

特性が変化していることが分かる．地震基盤が浅い地域（図 2.2-2 (a)）におけ

る応答スペクトルは短周期側では大きく，周期が長くなるにつれて応答が急激

に小さくなる．これとは対照的に，地震基盤が深い地域（図 2.2-2 (b)）では，

浅い地域と比較すると，短周期側での応答はそれほど大きくないが，長周期側

において応答が大きくなっている．以上により，地震基盤から耐震設計上の基

盤面までの地盤増幅率の差によってスペクトル形状が大きく変化すること，こ

の増幅率の違いは地震基盤深度によって大まかに評価できることが確認された．

以上の結果を踏まえ，H24 年版の鉄道構造物の標準 L2 地震動では，地点の地震

基盤深度を考慮した応答スペクトルが設定されている 20)． 
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2.3 観測記録に基づく検討 

 

前節の検討から，地震基盤深度の変化によって応答スペクトルの形状が大き

く変化することが確認された．そこで本節では，地震基盤深度の違いによって

最大加速度PGA，最大速度PGVが変化するのか，ということを確認するために，

観測記録に基づいた検討を行う．検討に用いる記録としては，日本周辺で発生

した 1996 年 5 月～2008 年 9 月の地震で得られた記録のうち，以下の条件を満足

する記録を抽出することとした． 

 

・観測された地盤のせん断弾性波速度が 300m/s 以上である 

・震源距離が 300km 以内である 

・司・翠川の距離減衰式 5)によって推定される PGA を 1/1.4 倍（硬質地盤上に補

正）した結果が 10gal 以上である 

・観測点における地震基盤深度が既知である 

 

これらは，地震基盤深度が分かっている地点での工学的基盤面位置における

比較的 SN 比が高いであろう記録を使用することを目的としたものである．その

結果，77 地点における 1000 記録が選定された．なお，観測地点，地震基盤深度

の分布を図 2.3-1 に示すが，基盤深度の差が地域によって偏っていないことを

確認している． 

 
図 2.3-1 検討に用いた観測点の分布と地震基盤深度 
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次に選定された記録を用いて，地震基盤深度と PGA, PGV との関係性につい

て検討を行う．本検討では最終的な目標として地震基盤深度の変化に伴う距離

減衰式の補正係数の提案を目的としている．よって最終的には，距離減衰式に

導入しやすい形で補正係数を提案するのが望ましい．一般的な距離減衰式は以

下のような式でモデル化されることが多い． 

 

  cdXbXaMY  1010 loglog  (2.3-1) 

ここでY ：地震動指標（PGA や PGV），M ：地震規模（モーメントマグニチュ

ードや気象庁マグニチュード）， X ：距離（断層最短距離や等価震源距離），

dcba ,,, ：回帰係数である．そこで，観測記録により得られる最大加速度，最大

速度を obsobs PGVPGA , と距離減衰式により推定される最大加速度，最大速度を

attatt PGVPGA , とした場合の対数の誤差 

)(log)(log

)(log)(log

1010

1010

attobs

attobs

PGVPGV

PGAPGA




 (2.3-2) 

を求め，地震基盤深度に応じてこの誤差をモデル化しておくことにより，通常

の距離減衰式に対して容易に補正係数を導入することが可能である． 

 

観測記録との比較に用いる距離減衰式としては，工学的によく使用されてい

る PGA，PGV の距離減衰式の一つである，司・翠川による距離減衰式とした．

ただし，この距離減衰式において，PGV は硬質地盤上（Vs=600m/s），PGA は地

表面位置の値として推定されるため，それぞれ補正係数（1.3123),24)，1/1.45)）を

乗じて工学的基盤（Vs=400m/s）における記録への補正を行っている．なお，震

源深さが 20km よりも浅いものは地殻内地震，それ以外は全てプレート内地震と

して処理を行っている． 

 

各観測記録と距離減衰式による推定値の誤差を PGA，PGV ごとに様々な指標

との関係でまとめた結果を図 2.3-2，図 2.3-3にそれぞれ示す．図 2.3-2の PGA

に対する検討結果を見ると，まず(a)~(d)の距離減衰式による推定値，震源距離，

地震規模，震源深さと今回算定した誤差の間には，明瞭な相関関係が見られな

い．これは，各指標に対して距離減衰式の回帰係数が導出されていることから

も理解できる．これに対して(e),(f)の地震基盤深度を横軸にとった結果を見ると，

地震基盤深度と距離減衰式からの誤差には，何らかの相関があるように見える．

基盤深度を実数で表した(e)からは，右下がりの傾向が，対数軸で表した(f)の結
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果からは，上に凸の傾向が見られる．これらの図にはそれぞれある一定区間ご

とのデータの平均と標準偏差を実線で示しているが，この結果からもその傾向

が把握できる．具体的には，地震基盤深度が 50~500m 程度の地点において観測

記録の PGA が最も大きくなり，これよりも基盤が浅い場合，深い場合には小さ

くなる傾向を示している． 

 

また図 2.3-3 の PGV に対してまとめた結果を見ると，(a)~(d)の結果は，PGA

の場合と同様に，各指標と誤差算定結果の関係は不明である．ただし，(a)の距

離減衰式による PGV を横軸にとった結果からは，多少右上がりの傾向（速度

1kine 以上では，観測記録と距離減衰式による推定値の誤差の平均はほぼ 0 であ

るが，それ以下の記録では徐々に観測記録が小さくなる）が見られる．この原

因については，後に考察を行うが，距離減衰式の適用範囲の問題があるのでは

ないかと推察される．(e), (f)の地震基盤深度を横軸にとった結果を見ると，PGA

の結果とは異なり，基盤深度と何らかの関係性を見出すことは出来ないが，平

均値分布を見ると，やや右上がりの傾向を示していることが分かる． 

 

ここで，得られた結果と距離減衰式による推定値の関係について考察を行う．

PGA については，全記録の誤差の平均が-0.1 程度と距離減衰式のバラツキの中

に十分納まっていると考えられる．また，図 2.3-2(f)の結果を見ると，基盤深度

100~500m 以外の地点においては，観測記録の PGA が距離減衰式による PGA よ

りも小さな値となっていることが分かるが，こういった基盤深度を持ったサイ

トは今回用いた記録の中では非常に限られており，全体の平均をとると，誤差

はそれほど大きくはなっていない．距離減衰式を作成した際の観測点情報につ

いては不明であるが，今回の観測点の配置が主に基盤深度 100~500m の地点に分

布していることからも，ほぼ同様の観測点配置となっていることが予想される．

このように考えると，基盤深度 100~500m における観測記録は距離減衰式とほぼ

一致しており，今回得られた PGA の結果はある程度妥当な結果であると考えら

れる．これに対して PGV の結果（図 2.3-3）では，全記録の誤差平均は-0.26 と

なっており，距離減衰式推定時の標準偏差と比較しても多少大きくなっている．

この一つの原因としては，用いている記録の PGV が小さいためではないかと推

測される．距離減衰式の回帰係数算定時には，地震動レベルの大きな近距離で

の記録に重みをつけた検討が行われており，比較的大きな地震動に対しての回

帰結果であると考えることが出来る．このことは図 2.3-3(a)からも推測できるが，

PGV のレベルが 1kine よりも小さな地震に対しては，距離減衰式による推定値

よりも観測記録が小さくなっている．これは，今回用いたデータが，距離減衰

式作成時に対象としていない小さな地震記録を多く含むために，PGV の結果が
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距離減衰式と比較して誤差が大きくなってしまったのではないかと予測される．

同様なことは PGA についても当てはまると考えられるが，今回使用した地震記

録はいずれも距離減衰式による推定値が 10gal 以上と比較的大きな加速度を持

った地震記録を対象としているために，PGA による結果は距離減衰式の適用範

囲内に収まっていると解釈することが出来る． 

 

以上をまとめると，まず PGA については地震基盤深度の変化に伴い，距離減

衰式と比較して大小に変化する傾向があることが示唆された．2.2節の検討から，

地震基盤深度が 500m 程度よりも深い地域では，短周期側で応答がそれほど大き

な値を示さないことが分かっている．PGA は地震基盤が 1000m 程度よりも大き

くなると，距離減衰式による平均的な値よりも小さくなる結果となっており，

応答スペクトルに基づく検討結果と整合した傾向を示している．また PGV につ

いては，基盤深度との明瞭な相関は見られなかった．ただし，以上の知見は観

測記録という限られたデータに対する検討結果であり，本結果が一般的なもの

であるかについては疑問が残る．そこで次節では，数値計算に基づいた検討を

行い，結果の妥当性を確認する． 
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(a) 距離減衰式による PGA         (b) 震源距離 

 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 

 

 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 

図 2.3-2 観測記録と距離減衰式による推定値の誤差（最大加速度 PGA ） 
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(a) 距離減衰式による PGV         (b) 震源距離 

 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 

 

 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 

図 2.3-3 観測記録と距離減衰式による推定値の誤差（最大速度 PGV ） 
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2.4 地盤応答解析に基づく検討 

 

ここでは，地震基盤位置において観測された地震記録を用いた地盤応答解析

を実施し，工学的基盤位置での地震動を推定する．この際，地震基盤から工学

的基盤までの堆積層厚さを変化させて解析を行うことで，地震基盤深度の変化

に伴う地盤増幅の変化を確認する． 

 

今回用いる地盤応答解析手法としては，逐次非線形解析とした．一般に工学

的基盤以深の硬質地盤においては，地盤は弾性応答すると考えられており，伝

達関数などを用いて工学的基盤での地震動が推定されることが多い．しかしな

がら後に議論を行うが，非線形解析を実施すると，入力地震動レベルの違いに

よって地盤増幅の程度が異なる結果が得られた．これは地盤が塑性化する影響

であると考えられるため，これらの影響を適切に評価可能な非線形解析を用い

ることとした． 

 

地盤の層構成としては図 2.4-1 に示す 5 ケースを想定した．なお，図 2.4-1

の左端に示した層構成 1 は，微動アレー観測によって推定された小田原市付近

の地盤構造 25)をもとにして設定したものであり，その他の 4ケースの層構成は，

全国の深部地盤モデル 22)を参考に設定した．工学的基盤から地震基盤までの深

度としては各層構成ごとに，5, 10, 50, 100, 500, 1000, 5000, 10000m の 8 パターン

を設定した．なお，地盤の非線形特性は砂質土と粘性土で大きく変化すること

が分かっているため，全層を砂質土とした場合，粘性土とした場合の 2 種類を

想定し，検討を行う．地盤の非線形構成則としては，修正 R-O モデル 26),27)を用

いることとし，動的変形特性は，高拘束圧下における砂岩，泥岩の三軸圧縮繰

り返し試験結果 28)をもとに設定している． 

 

深部地盤における動的解析を実施する場合に，どのような減衰を用いること

が適切であるかは不明な部分が多く残されている．そこで今回は，以下に示す 5

パターンの減衰を設定した地盤応答解析を実施し，この中から適切な設定方法

を選択することとした．具体的には，Case 1,2 として固有値解析の結果得られた

1 次モードにおいて 1%, 3%となるような剛性比例型減衰を，Case 3,4 としては，

1, 2 次モードにおいて 1%, 3%となるようなレーリー減衰を設定した．Case 5 と

しては，地盤のせん断弾性波速度，土質分類をパラメータとして周波数依存性

を考慮した Q 値の提案式 29)に可能な限り一致するようなレーリー減衰を設定し

ている．Case1~4 はこれまで主に表層地盤を対象とした地盤応答解析において一
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般的に使用されている減衰である． 

 

 

図 2.4-1 設定した地盤構造（左から層構成 1～5） 

 

地震基盤位置に入力する地震動としては，観測点の地盤 Vs が 2500m/s 以上の

サイトにおいて観測された 15 記録（30 成分）を選択した． 

 

以上の条件に基づいて地盤応答解析を実施し，工学的基盤位置での地震動を

推定した．地盤応答解析による地震動の PGAcal，PGVcalと，距離減衰式 5)によっ

て推定される PGAatt，PGVattを比較する．全記録の誤差の平均と標準偏差を，設

定した減衰ごとにまとめて図 2.4-2 に示す．この図より，地盤応答解析結果は

距離減衰式と概ね一致していること，PGA は減衰の差による変化が大きいこと，

減衰として Case5 を用いることにより PGA，PGV ともに距離減衰式と最も一致

することが分かる．つまり，深部地盤における地盤応答解析は，Case5 の減衰を

用いることにより，工学的基盤位置での地震動を精度よく推定できると考えら

れる． 

 

この理由としては，以下が考えられる．まず，表層地盤の動的解析を行う際

の減衰は，数値解析の安定を目的としている部分もあり，かつ強震動を対象と

した場合には履歴減衰による効果が大きいため，初期の減衰が解析結果にそれ

ほど大きな影響を与えない．一方で，今回のような深部地盤を対象とした場合

には，初期の減衰が応答に与える影響が相対的に大きくなる．今回設定した

Case5 の減衰 29)は，過去の岩盤も含む地盤の減衰評価結果を簡易にモデル化した

ものであり，実地盤が有する減衰を適切に表現していると考えられる．そのた

め従来の数値計算の安定を目的とした減衰（Case1~Case4）と比較して，平均的

な応答としては，距離減衰式と最も一致度が高くなったと推察される．そこで，
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以降では，地盤のせん断弾性波速度，土質分類をパラメータとして周波数依存

性を考慮した Q 値の提案式 29)に出来る限り一致するようなレーリー減衰を設定

した結果に基づき議論を行う． 

 

 

図 2.4-2 各種減衰を用いた地盤応答解析結果と距離減衰式との比較 

 

まず，得られた calcal PGVPGA , と距離減衰式によって推定される attatt PGVPGA ,

の誤差を 2.3 節と同様の形で整理した．結果を図 2.4-3，図 2.4-4に示す．なお

2.3 節の観測記録における検討時には，距離減衰式によって推定される最大加速

度 attPGA が 10gal 以上の記録を収集しているが，ここではそのような分類を行っ

ていない．そこで図 2.4-3，図 2.4-4には， attPGA が 10gal より大きいか小さい

かによってプロットの色を変化させている． 

 

  

-1

-0.5

0

0.5

1

lo
g

1
0

(P
G

A
,V

o
b

s )-
lo

g
1

0
(P

G
A

,V
a

tt )

 μ
 μ±σ

C
a

se
 1

剛
性

比
例

型
減

衰
（

1次
で

3
%
）

C
a

se
 2

剛
性

比
例

型
減

衰
（

1次
で

1
%
）

C
a

se
 3

   
レ

ー
リ

ー
減

衰
   
（

1
,2
次

で
3

%
）

C
a

se
 4

   
レ

ー
リ

ー
減

衰
   
（

1
,2
次

で
1

%
）

C
a

se
 5

レ
ー

リ
ー

減
衰

（
福

島
・

翠
川

）

：PGA ：PGV



40 
 

 
(a) 距離減衰式による PGA         (b) 震源距離 

 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 

 

 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 

図 2.4-3 地盤応答解析結果と距離減衰式による推定値の誤差（ PGA ） 
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(a) 距離減衰式による PGV         (b) 震源距離 

 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 

 

 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 

図 2.4-4 地盤応答解析結果と距離減衰式による推定値の誤差（ PGV ）
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まず図 2.4-3に示す PGA の結果について考察を行う．(a)から， galPGAatt 10
の記録を用いた解析結果は，加速度が小さいほど距離減衰式よりも大きな加速

度を評価している．この原因として，地盤の塑性化の影響が考えられる．加速

度レベルが小さい場合には，地盤の塑性化の程度が小さいために，工学的基盤

位置における応答倍率が，増大する傾向にある．そのためある程度大きな地震

記録に基づいて作成された距離減衰式を 10gal 以下の地震動の予測に用いると，

地震基盤から工学的基盤までの応答倍率を過小評価してしまうために，解析結

果が距離減衰式よりも大きな結果となっている可能性がある．さらに，地盤の

塑性化の影響は図 2.4-3(f)の結果からも見て取れる．この図において，小さな地

震動までを含んだ全解析結果の平均値（×印）と，10gal 以上の記録のみを用い

た解析結果の平均値（▲印）とを比較すると，地震基盤深度が 100m よりも小さ

い地点において両者はほぼ一致している．ところが基盤深度が大きくなるにつ

れて，10gal 以上の結果の平均値は，全解析結果の平均値よりも誤差が小さくな

っていることが分かる．これは加速度の大きな記録を地震基盤に入力した場合，

層厚が大きくなるに従って地盤塑性化の影響が顕著になり，増幅が抑えられた

ためであると考えられる．以上より，地震基盤から工学的基盤までの比較的硬

質な地盤であっても，塑性化の影響は無視できないと考えられる．このため 2.3

節で実施した観測記録による検討結果と比較するためには，これと同じ条件で

検討が行われている galPGAatt 10 の結果のみ用いて行うのがよいと考えられる． 

 

そこで galPGAatt 10 の結果に注目すると，(a)~(d)において，各指標と特に大

きな関係性が見られない．ただし，今回用いた記録はかなり限られた条件での

結果であるため，地震規模や震源深さのバリエーションが少なくなっている．

ただし図 2.3-3 の観測記録による検討結果からも各指標との相関は見られない

ことからも，この結果は妥当であると考えられる． 

 

図 2.4-3 (f)において，10gal 以上の結果のみを用いた解析結果を見ると，地震

基盤深度の変化に伴って，距離減衰式との誤差が徐々に変化していることが分

かる．この図には観測記録の平均値算定結果も示している（●印の実線）が，

これと解析結果の平均（▲印の実線）はほぼ一致している． 

 

次に図 2.4-4の PGV についてまとめた結果について考察を行う．図 2.4-4 (a)

より地震動レベルの小さい解析結果では，距離減衰式による推定値よりも大き

な結果となっている．これは PGA の場合と同様に，地盤塑性化の影響であるこ

とが予想される．ただし PGV についての地盤塑性化の影響は PGA と比較して

小さいと考えられる例えば 30)ために，入力地震動の大小による誤差の変化は比較的
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小さくなっている．またこれは図 2.4-4 (f)における全解析結果の平均値（×印）

と 10gal 以上の記録を用いた解析結果（▲印）の間にほとんど差がないことから

も確認できる． 

 

図 2.4-4 (f)の地震基盤深度との関係を見ると，基盤深度 500~5000m の地点に

おいて，増幅が見られる．これは観測記録による検討結果（●印の実線）とは

異なる結果となっている．この原因としては 2.3 節で述べた以外に，速度は加速

度と比較して，地盤の 3 次元的な影響を強く受けるためではないか考えること

が出来る．今回の地盤応答解析は 1 次元で行っているが，実観測記録には地盤

の 3 次元的な影響も含まれている．そのため比較的長周期側の地震動を評価す

る場合には，1 次元解析では適用範囲に問題がある可能性も考えられる． 
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2.5 硬質地盤の非線形挙動の影響 

 

続いて，地震基盤に入力される地震動のレベル（PBA とする）が変化した場

合の工学的基盤位置での地震動（PGA）の増幅率（PGA/PBA）の変化を比較す

ることで，地盤の非線形挙動について確認する．本検討で用いた地震基盤位置

における地震動のうち 1 記録を抽出し，最大加速度 PBA を調整した地震動を入

力させた場合の，工学的基盤位置での最大加速度 PGA を地盤応答解析により推

定する．用いる地盤構造，解析手法としては，2.4 節で用いたものと同様とし，

減衰は Case 5 を用いた． 

地盤応答解析により得られた増幅率（PGA/PBA）を地震基盤深度ごとにまと

めた結果を図 2.5-1 に示す．この結果から，地震基盤深度が 50~500m の位置に

おいて増幅率が大きくなっている．また地震動レベルが大きくなるに従って，

増幅率が小さくなっていることが分かる．この傾向は堆積層厚が大きいほど顕

著になっており，地盤が非線形挙動をしたために，増幅率が低減していること

が確認出来る． 

 

硬質地盤の非線形挙動に関して，観測記録に基づく検討はほとんど実施され

ていないが，今後蓄積される強震記録に基づき，深部地盤の非線形挙動を評価

する必要があると言える． 

 

 

図 2.5-1 地震基盤位置に入力する地震動レベルの変化に伴う増幅率の変化 
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2.6 まとめ 

 
工学的基盤における地震ハザードを評価する際には，一般的に距離減衰式が

用いられるが，これに深部地盤構造の情報を付与することにより，地点特性を

考慮した評価が可能となり，地震動の推定精度が向上することが予想される．

そこでまず，地震基盤深度によって応答スペクトルの特性がどのように変化す

るかについて観測記録に基づいた検討を実施した．その結果，地震基盤の浅い

地点においては，周期 0.1～0.3 秒程度の応答が非常に大きくなる一方で，周期 1

秒程度の応答はそれほど大きくならない．これとは対照的に，地震基盤の深い

地点では，短周期成分の応答は小さいものの，周期 1 秒程度で大きな応答を示

すことが明らかになった． 

 

続いて，地震基盤深度の変化に伴う PGA, PGV の変化を確認することを目的

として，観測記録，数値解析に基づく検討を実施した．まず観測記録に基づく

検討では，工学的基盤位置の観測記録の収集を行い，観測点の地震基盤深度ご

とに距離減衰式との比較を行った．その結果，地震基盤深度の変化に応じて PGA

が変化すること，基盤深度 50~500m 程度のサイトで PGA が大きくなることが分

かった．また，PGV と基盤深度の間には明瞭な関係が見られなかった． 

 

観測記録に基づく検討としては，地震基盤位置の観測記録を入力として，各

種層厚（地震基盤深度）を有する地盤に対して応答解析を実施することで，工

学的基盤位置での地震動を推定した．その結果，地震基盤深度によって PGA，

PGV が変化すること，PGA の変化の傾向は，観測記録による検討結果とよく一

致することが分かった． 

 

さらに，地震基盤における地震動が 10gal 程度と比較的小さなレベルから地盤

は非線形挙動を示す可能性があること，逐次非線形解析によって深部地盤の非

線形挙動をある程度適切に把握できることも確認された．地震基盤深度による

地震動特性の変化と硬質地盤の非線形挙動の影響を適切に考慮することで，工

学的基盤位置での地震動を従来よりも高精度に評価可能となることが期待され

る． 
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第 3 章 表層地盤の不整形性と地震動入射角の影響 

3.1 概説 

 
対象地点の地表面地震動を評価する場合には，工学的基盤面よりも浅い地盤

構造（これを表層地盤と呼ぶ）による増幅の影響が非常に大きい．特に大規模

地震による地表面応答を評価する場合，表層地盤の非線形挙動の効果を無視す

ることは出来ない．そのため，土木構造物を設計する際には事前にボーリング

調査によって地点直下の詳細な地盤構造を把握した上で，地震作用の設定，構

造物応答の評価が行われている例えば 1),2)． 

 
表層地盤の非線形挙動の効果を考慮するためには，地盤応答解析を実施する

ことで，地点毎の地盤特性を考慮した地表面地震動を推定可能である．この地

盤応答解析には，大きく分けて時刻歴の逐次非線形解析と周波数領域の等価線

形解析がある．このうち，SHAKE3)に代表される等価線形解析は，その後いく

つかの改良法例えば 4)5)が提案されており，その扱いの容易さから実務においても

数多くの適用例が存在する．一方で，大規模地震による強震動を対象とした場

合には，土のひずみレベルが 10-2 を超える場合もあるため，等価線形化法の適

用範囲外となることもある 6)．このような場合には，時刻歴の逐次非線形解析を

用いることになる．逐次非線形解析を実施する際に重要となる土の応力－ひず

み関係の表現は，古くから多数の提案例えば 7)8)がされ，実観測記録との比較等も

精力的に実施されている．近年ではこれらのモデルを拡張し，幅広いひずみ領

域において室内試験の結果を良好に満足するようなモデル 9)とこのモデルに適

用可能なパラメータの標準値等も提案されており 10)，土木構造物の耐震設計を

行う際の標準的な手法として逐次非線形解析が採用されている例 2)もある．この

ように，精度の高い地盤構造を評価することができれば，ある程度の精度を持

って地表面地震動を推定することは可能であると言える． 

 
この地盤構造を評価する方法としては，上述したボーリング調査に基づく直

接的な評価の他に，各種観測データから推定するという手法も多数存在する例え

ば 11)~13)．これらは主に地震基盤構造等の深部地盤構造を推定する際に用いられ

ることがほとんどであったが，近年では実務設計においても採用されるように

なってきている例えば 14),15)．この中の手法の一つとして，地中位置と地表位置に地

震計を設置し，この 2 点の地震観測記録から地盤の伝達関数を算定し，これに

基づき地盤構造を評価するという方法がある例えば 16),17)．これは，最終的に評価し
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たい地盤増幅を直接計測し，この増幅を満足する地盤構造を推定するという点

で，地震増幅の観点からは非常に精度の高い結果となっていることが期待され

る． 

 
ただし，2 点の伝達関数から地盤構造の推定を行う際，計算を容易にするため

の仮定として，地盤を水平成層，地震動を鉛直下方入射とした 1 次元モデリン

グを実施する場合がほとんどである．しかし実際には地盤構造が複雑に傾斜し

ている場合や地震波が斜めから入射してくる場合もある．特に，工学的に重要

な Vs=400m/s 程度の地盤付近は局所的な変化が存在している可能性が高く，こ

れらの仮定を満足していないケースも多いと考えられる．結果として観測され

る伝達関数とこれに基づく 1 次元の地盤構造は実際のものと異なる傾向を示し

ていることも予想される．ところがこれらの仮定が成立していない影響が地盤

構造の推定結果に与える影響を定量的に評価した事例はほとんど見られない．

そこで本章では，地盤構造の傾斜，入射角の変化が観測される伝達関数，推定

される地盤構造に与える影響について基本的な検討を行う． 
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3.2 基盤傾斜，斜め入射が伝達関数に与える影響 

3.2.1 解析方法 

 

本検討では，基盤傾斜，斜め入射が地盤の伝達関数に与える影響について解

析的な検討を行う．そのため用いる解析手法としても，これらの影響を適切に

表現可能な方法を選択する必要がある．不整形地盤を対象とした地盤応答解析

の手法としては，波線理論例えば 18) ~20)，境界要素法例えば 21),22)，Aki-Larner 法例えば

23)~26)，差分法例えば 27)，有限要素法例えば 28)~31)等が挙げられる．これらの手法は計

算の簡便さ，計算速度，計算精度等にそれぞれ特徴を有している． 

 
本検討では，計算機容量と計算時間を要するものの，境界条件，層構成等を

比較的自由に設定可能でかつ適切な計算条件を設定すれば理想的な解を得るこ

とが可能な有限要素法（FEM）を用いることとした．解析モデルの概要を図

3.2-1に示すが，本検討では地盤を 2 次元でモデル化している．モデル化の領域

は，水平方向 900m×深さ方向 200m の範囲を対象とし，単純な 3 層構造に分割

した．このうち，上部の 2 層（Vs=120m/s，200m/s）を表層地盤，最下層

（Vs=400m/s）を基盤層として扱う．層厚は，地盤の傾斜角θ1=0 度の時に第 1
層が 20m，第 2 層が 30m とし，それ以深を全て基盤層とする．基盤層は下方に

半無限に連続するとし，底面の境界条件を粘性境界（Vs=400m/s，ρ=2.5t/m3

相当）で与える．側方境界は，水平ローラーとした．なお，地盤は全て線形弾

性体として扱う．なお本検討においては 10Hz 程度までの挙動を十分な精度で評

価することを考えているため，要素サイズは 1m 程度を基本としてメッシュ分

割を行った． 

 
解析は時間領域の動的解析とし，入力地震動は図 3.2-2 に示す最大加速度

1000gal のランダム波を 2E 波として入力する．加振方向は図 3.2-1の x 方向の

みとする．積分時間間隔はΔt=0.0025sec とし，計算時間は地表位置において応

答が十分小さくなるまでの時間（基本的には 60sec）とした．減衰は図 3.2-3に

示すように，5Hz で 3%となる剛性比例型減衰を設定した（α=0，β=0.00191）．
また，観測記録は基盤上面（GL-50m，図 3.2-1の観測点 2）と地表面（GL-0m，

同観測点 1）の 2 点で得られているとする． 
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図 3.2-1 解析モデルの概要 

 
図 3.2-2 入力波の時刻歴波形，フーリエ振幅スペクトル（2E 波相当） 

 

 
図 3.2-3 設定した減衰（      KMC  00191.00.0 ） 
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地盤の傾斜は，図 3.2-1 のように基盤層と第 2 層間の傾斜角 1 で定義するこ

ととし，第 1 層と第 2 層間の地盤はこれに比例する形で変化させる．また，地

盤の傾斜はモデル化した領域の中央 300m のみで設定し，それ以外の領域は緩

衝領域として水平成層を設定した． 

 
地震動の入射角は，図 3.2-1 の 2 のように定義することとし，図 3.2-2 の波

形を接点毎に位相差を与えて作用させることで斜め入射を表現する． 

 
検討を行うケースは，傾斜角 1 を 5 パターン（0°（水平成層）, 3°, 5°, 10°, 

15°），入射角 2 を 9 パターン（0°（鉛直下方入射）, ±5°, ±10°, ±15°, 
±20°）変化させた合計 45 ケースを対象とする．ただし，傾斜角 1 =0 度の場

合は入射角の正負を反転させた場合に同一の結果となるため，マイナス方向の

入力は省略している． 
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3.2.2 伝達関数の評価結果 

 

前項に示した条件に従って線形動的解析を実施した．解析の結果得られた時

刻歴波形（図 3.2-4）のうち，観測点 1，2 のフーリエ振幅比を算定し，これが

観測により得られた伝達関数であるとする．各ケースの伝達関数算定結果を図

3.2-5（基盤傾斜角 1 =0°）～図 3.2-9（基盤傾斜角 1 =15°）に示す． 

 
まず，水平成層，鉛直下方入射の場合の結果（ 1 = 2 =0°，図 3.2-5 (a)）と，

同一の 1 次元地盤を仮定した場合の理論伝達関数を比較すると，両者の結果は

完全に一致している．これより解析の妥当性，計算時間が十分であることが確

認できる． 

 
続いて，基盤傾斜角 1 の変化に伴う伝達関数に着目し，地震動が鉛直下方入

射する場合（ 2 =0°，各図(a)）の比較を行う．傾斜角が大きくなるに従い，1Hz，

2Hz 辺りに存在する 1 次，2 次モードの応答倍率最大値が小さくなるとともに，

ピーク振動数が徐々に高振動数側へ移動している．特に 1 =15°のケース（図

3.2-9-1 (a)）では 1 次モードの卓越振動数が大きくずれているとともに，2 次モ

ードのピークが不明確になっている．この結果は，過去の解析的な検討 32)に基

づき，基盤傾斜角が 10°を上回るような地盤においては表面波の影響が大きく

なるため不整形地盤として扱う，という鉄道構造物の耐震設計の考え方 2)を支持

するものである． 

 
一方で 5Hz 以上の高次モードでは基盤傾斜に伴う変化が相対的に小さく，ピ

ーク値，ピーク振動数はほぼ一定である．この原因の一つとして，設定してい

る減衰の影響が考えられる．今回は図 3.2-3 に示すような高振動数側で大きな

減衰を設定しているために，傾斜の影響が小さく見積もられている可能性があ

る．そこで，減衰が変化することによる伝達関数の変化を考察するために， 1
=3°のケースで減衰を 1/30 倍した検討を実施した．得られた結果を図 3.2-10

に示す．減衰を小さくすることで，応答倍率が大きくなっているものの，全体

的な傾向はそれほど変化していない．低振動数側ほど水平成層鉛直下方入射の

理論伝達関数との差が大きく，高振動数成分では傾斜の影響が小さくなってい

る．そのため今回得られた基盤傾斜の影響が高振動数側ほど小さくなった理由

としては，設定した減衰が原因ではないことが分かる． 

 
地震動入射角 2 の変化に伴う伝達関数の変化は，基盤傾斜角 1 のそれと比較
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すると相対的に小さい．ただし， 1 =0°の場合（図 3.2-5）に着目すると，入

射角が大きくなるに従い，1 次モードのピーク振動数が多少低振動数側に移動し

ていることが分かる．さらに各モードのピーク値は複雑に変化している．例え

ば，1 次モードのピーク値は斜め入射に伴い小さくなっているのに対し，2 次モ

ードでは逆に大きくなっている．これは地震動が斜め入射するために，モード

毎の反射係数が変化し，見かけの剛性が変化したためにインピーダンス比が変

化したように見えることが原因であると考えられる． 

 
図 3.2-6 以降の基盤が傾斜している場合では，基盤傾斜の影響と斜め入射の

影響が重なっているために得られる伝達関数は複雑に変化しているが，大まか

な傾向としては，入射角の変化に伴うピーク振動数の変化は見られないものの，

1 次モードのピーク値が不明瞭になるという傾向は全ての結果に共通して見ら

れる． 
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図 3.2-4 各接点での応答波形の例 

（基盤傾斜角 1 =0°，入射角 2 =0°の場合） 
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(a) 地震動入射角 2 =0 度             (b) 地震動入射角 2 =5 度 

 

(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 

 

(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-5 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合） 
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(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 

 

(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 

 

(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-6-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 1 
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(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 

  

(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-6-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 2 
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(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 

 

(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 

 

(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-7-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 1 
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(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 

 

(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-7-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 2 
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(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 

 

(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 

 

(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-8-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 1 
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(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 

 

(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-8-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 2 
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(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 

 

(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 

 

(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-9-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 1 
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(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 

 

(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-9-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 2 
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(a) 図 3.2-3 の減衰を使用した場合（5Hz で h=3%） 

 

(b) 減衰を 1/30 倍した場合（5Hz で h=0.1%） 

図 3.2-10 減衰の変化に伴う伝達関数の変化 

（基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =0 度の場合） 

 
  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.5

1

5
10

50
100

500

応
答

倍
率

Frequency (Hz)

表層/GL-50m  理論値（水平成層）
 解析結果

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1

10

100

1000

10000

応
答

倍
率

Frequency (Hz)

表層/GL-50m  理論値（水平成層）
 解析結果



67 
 

3.3 伝達関数に基づく 1 次元地盤構造の推定 

 

3.3.1 解析手法 

 

本節では，3.2 節において各種条件下で評価された地盤の伝達関数を満足する

地盤構造を推定することで，地盤の傾斜，地震動の斜め入射の影響を無視する

ことによる地盤構造推定結果の変化について考察を行う．地盤構造の推定は以

下の手順に従い実施する．目的関数は以下に示す観測記録の伝達関数（3.2 節の

解析結果）と推定した地盤構造による理論伝達関数の誤差を最小化するように

設定する． 
 

   
min

loglog1

1

2









 



K

i i

i
cal

i

i
obs

f

fA

f

fA

K
  (3.4-1) 

 
ここで，  i

obs fA ：3.2 節において得られた観測点 1 から観測点 2 までの伝達関

数，  i
cal fA ：ある 1 次元地盤構造と鉛直下方入射を仮定した場合の理論伝達

関数， if ： i 番目の振動数，である．最適化を行う周波数帯域は，基盤傾斜の影

響が比較的大きな 0.5～3Hz とする． 
 
地盤は 2 層の表層地盤と半無限に連続する基盤層から構成されるとする．未

知のパラメータは 1,2 層目間の境界深度と地盤全体の減衰とし，各層の密度，

Vs は既知とする．減衰は図 3.2-3で設定したような剛性比例減衰とし，5Hz に

おける減衰定数を未知数とすることで全周波数の減衰を設定する． 
 
最適化の方法は遺伝的アルゴリズム（Genetic Algorithm, GA）33)を用いる 17)．

ただし，適応度の高い解周辺を探索し，より最適な解を求めるために，ルーレ

ット選択規則を用いる．また，局所的な解にとどまることを防ぎ，より広範囲

な解を探索するために，動的突然変異を発生させる．GA の計算条件は，個体数

10，世代数 5000，交差確率 0.7 とする．以上の操作を初期乱数を変化させてそ

れぞれ独立に 10 回繰返し，最終的に得られた 10 個の地盤構造の中から式(3.4-1)
を最も満足する地盤構造を抽出する． 
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3.3.2 地盤構造の推定結果 

 
以上の条件に基づいてそれぞれの伝達関数を最も満足する 1 次元地盤構造を

推定した．最終的に得られた地盤構造とその地盤に鉛直下方入射を仮定した加

振時に評価される理論伝達関数をまとめて図 3.3-1～図 3.3-5に示す．また，各

条件での 1, 2 層目の境界深度，減衰定数の推定結果をまとめて図3.3-6に示す． 

 
まず，図 3.3-1 (a)より，3.2 節の解析で基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2

=0 度とした場合には，直下の地盤構造と完全に一致した地盤を推定出来ている．

これから今回用いた逆解析手法の妥当性が確認できる．また，地盤を水平成層

とし，入射角を変化させた結果（図 3.3-1の(a)~(e)）を見ると，入射角が大き

くなるに従って層境界の深度が徐々に深く推定されている．これは，入射角の

増大に伴い 1 次モード振動数が低振動数側に移動しているためである．一方で

減衰定数は入射角に依存せず，ほぼ正しい値を推定できている． 

 
続いて，鉛直下方入射（ 2 =0）の場合の基盤傾斜に伴う地盤構造の変化（各

図(a)）に注目する．これらの結果より，基盤の傾斜角 1 が大きくなるに従い，

層境界の深度が浅くなることが分かる．これは，前節で考察した通り，基盤傾

斜に伴い 1 次モードのピーク振動数が高振動数側に移動したことに対応する．

また基盤が傾斜すると，伝達関数のピークが不明瞭になっているが，その結果

推定される減衰が徐々に大きくなっている．例えば傾斜角 1 =10°のケースでは

5Hz の減衰 h=20%程度と非常に大きな値となっている．一方で，この地盤構造

を仮定した場合に得られる伝達関数（図 3.3-4 (a)）は，FEM による結果を概ね

良好に再現出来ている．つまり，基盤が傾斜している場合の地盤の見かけの減

衰は，実際に地盤が有しているものよりも数倍程度大きくなる場合があると言

える． 

 
また，基盤が傾斜している場合の地震動の入射角 2 の影響はそれほど大きく

ない．ただし，図 3.3-6より大まかな傾向としては，入射角が大きくなると，

層境界の深度が徐々に深くなる，減衰が多少大きくなるといった様子が見られ

る．まず層境界深度の推定結果は， 1 =0 度の場合にも見られたが，斜め入射に

伴う波の見かけの伝播距離が長くなるために，ピーク振動数が多少低振動数側

に移動したためである．減衰については，傾斜角，入射角が多様に変化するこ

とで，散乱の影響が大きくなり，伝達関数のピーク値が小さくなったためであ

ると考えられる．  
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(1) 基盤傾斜角 1 =0 度の場合 

 
(a) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =0 度 

 

(b) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =5 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =10 度 

図 3.3-1-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合）その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =15 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =20 度 

図 3.3-1-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合）その 2 
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(2) 基盤傾斜角 1 =3 度の場合 

 
(a) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =0 度 

 
(b) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =5 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =10 度 

図 3.3-2-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =15 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =20 度 

 

(f) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-2-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 2 
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(g) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-10 度 

 
(h) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-15 度 

 

(i) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.3-2-3 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 3 
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(3) 基盤傾斜角 1 =5 度の場合 

 
(a) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =0 度 

 
(b) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =5 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =10 度 

図 3.3-3-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =15 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =20 度 

 
(f) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-5 度 

図 3.3-3-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 2 
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(g) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-10 度 

 
(h) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-15 度 

 

(i) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.3-3-3 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 3 
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(4) 基盤傾斜角 1 =10 度の場合 

 
(a) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =0 度 

 
(b) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =5 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =10 度 

図 3.3-4-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =15 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =20 度 

 

(f) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-4-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 2 
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 (g) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-10 度 

 
 (h) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-15 度 

 

(i) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.3-4-3 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 3 

 直下の構造
逆解析結果

 FEM結果
 逆解析結果
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(5) 基盤傾斜角 1 =15 度の場合 

 
(a) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =0 度 

 
(b) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =5 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =10 度 

図 3.3-5-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =15 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =20 度 

 

(f) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-5-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 2 
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(g) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-10 度 

 
(h) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-15 度 

 

(i) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.3-5-3 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 3 
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図 3.3-6 基盤傾斜角，地震動入射角の変化に伴う地盤構造の推定結果総括 

（上段：層境界の深度，下段：減衰（5Hz における値）） 
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3.4 考察 

 

前節の検討結果から，基盤が傾斜していると 2 点で得られた伝達関数による

地盤構造は実際の構造よりも層境界が浅くなること，斜め入射の地震記録を鉛

直下方入射として考えると層境界の深度が逆に深くなること，減衰は両者の影

響ともに実際よりも大きな値として推定してしまうこと等が明らかとなった．

この結果を踏まえ，実際の伝達関数に基づく地盤構造推定において考えられる

問題点，伝達関数を用いた基盤傾斜推定の可能性について整理する． 

 
(1) 1 点のボーリング調査に基づく地盤挙動評価 
上述したように，基盤が傾斜している場合には，1 次元仮定の伝達関数とは異

なる特性を示す．その影響は傾斜角 1 =3°程度から見られる．そのため対象地

点直下の詳細なボーリング調査を行ったとしても，これから得られる伝達関数

は実際のものとは大きく異なる可能性も考えられる． 

 
このうち地盤の減衰については，基盤傾斜，地震動の斜め入射に伴い，実際

の地盤が有する減衰よりも大きな減衰を同定している（図 3.3-6）．そのため一

般的な地盤応答解析に使用している減衰をそのまま用いることで，実務的には

安全側の評価を行うことが可能である． 

 
一方で，地震動の入射角の変化が応答の卓越振動数に与える影響はそれほど

大きくないものの，基盤の傾斜角が変化すると，卓越振動数が大きく変化する． 
そのため，ボーリング調査によって算定された地盤の固有振動数とは異なる振

動数が増幅する可能性も否定できない．これを解決するためには，今回のよう

な 2 点間での地震観測に基づき伝達関数を評価する等，地点の地震増幅のピー

クを直接把握することが重要である． 

 
 
(2) 観測伝達関数を用いた地盤構造の推定 
本検討は全て数値計算に基づき伝達関数の算定とこれを満足する地盤構造の

同定を実施した．実際に地震観測を実施し，得られた記録から伝達関数，地盤

構造を評価する際には，複数の地震記録による伝達関数を平均化し，これを満

足する地盤構造を推定する場合がほとんどであると考えられる例えば 17)．今回の検

討結果から地震動が斜め入射すると，方向の正負にかかわらず，層境界を実際

よりも深く推定する可能性があることが分かっている．そのため，例えば多数
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の観測記録が得られている場合に，それを平均した伝達関数が実際の地盤構造

を表現しているとは限らない． 

 
そこで今回の解析結果に対して，入射角の確率分布を仮定した場合に各条件

で推定される伝達関数とそれに基づいて推定される地盤構造の試算を行う．入

射角 2 は標準偏差 10°の正規分布に従うとし，十分な数の地震動が観測されて

いると仮定する．この時推定される平均的な伝達関数を図 3.4-1 に示す．これ

より，基盤傾斜角 1 が 0°であっても伝達関数の平均値は実際の伝達関数とは異

なっていることが分かる． 

 
続いてこれらの平均伝達関数を満足する地盤構造を推定する．逆解析の手法，

条件は全て 3.3 節と同様とする．得られた結果を図 3.4-2に示すが，基盤傾斜角

1 =0 度の場合でも層境界深度で 1m 程度，減衰 1%程度の誤差が生じており，

その他のケースでは直下の構造との乖離がより大きくなっている．そのため，

たとえ多数の記録が得られている場合にも，平均をとることで適切な解が得ら

れるのではなく，各記録の入射角等の条件を詳細に把握した上で地点の伝達関

数を評価することが重要であると言える． 
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(a) 基盤傾斜角 1 =0 度           (b) 基盤傾斜角 1 =3 度 

 
(c) 基盤傾斜角 1 =5 度           (d) 基盤傾斜角 1 =10 度 

 
(e) 基盤傾斜角 1 =15 度 

図 3.4-1 入射角の確率分布を仮定した場合の平均的な伝達関数（ 2 =10 度） 
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(a) 基盤傾斜角 1 =0 度 

 

(b) 基盤傾斜角 1 =3 度 

 

(c) 基盤傾斜角 1 =5 度 

図 3.4-2-1 地盤構造の推定結果（入射角の確率分布仮定（ 2 =10 度））その 1 
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(d) 基盤傾斜角 1 =10 度 

 

(e) 基盤傾斜角 1 =15 度 

図 3.4-2-2 地盤構造の推定結果（入射角の確率分布仮定（ 2 =10 度））その 2 
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(3) 伝達関数を用いた傾斜角推定の可能性 
上述したように，地盤が傾斜することで，地点において観測される伝達関数

は大きく変化する．これを言い換えると，地点の伝達関数を詳細に分析するこ

とで，地点の地盤傾斜を推定出来る可能性も考えられる． 

 
そこでまず入射角の確率分布を仮定した際の伝達関数のばらつきを評価する．

入射角 2 の分布は上記(2)と同様に標準偏差 10°の正規分布に従うとし，十分な

数の地震動が観測されていると仮定する．この時の基盤傾斜角 1 毎の変動係数

を算定した結果を図 3.4-3 に示す．ここで変動係数は振動数ごとのバラツキが

大きかったため，スペクトルの平滑化を実施している．図 3.4-3 より，基盤傾

斜角 1 が大きくなると変動係数が大きくなる傾向がある．ただし，その変化は

それほど大きくなく，実際の観測記録に適用する場合には記録に含まれるノイ

ズ成分により評価が困難となる可能性が高いと考えられる． 

 

 

図 3.4-3 変動係数の算出結果（ 2 =10 度）平滑化後 

 
また，上記(1)で言及したが，地盤が傾斜しているとその地点の卓越周期が高
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達関数から評価される卓越振動数とは乖離が生じる．このボーリングと実際の

卓越振動数の差分を評価することで，基盤の傾斜角が評価できる可能性も考え

られる．そこで，今回評価を行った各基盤傾斜角 1 の卓越振動数と直下の 1 次

元構造のみから評価される卓越振動数の比較を図 3.4-4 に示す．これより，基
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いることが分かる．今回は 1 ケースのみでの結果であるが，今後，基盤の傾斜

と卓越振動数の変化を定量的に評価することで，対象地点のボーリングと例え

ば常時微動による卓越周期の差分から地盤傾斜の有無，傾斜程度の評価の実現

が期待できる． 

 

 
図 3.4-4 基盤傾斜角 1 の変化に伴う卓越振動数の変化 
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の傾斜角が大きくなるに従い，見かけの減衰と地盤が有する減衰との差分が大

きくなっている．そのため，水平成層と見なせる地点（もしくは推定される減

衰の最も小さな地点）を基準点とし，この地点からの減衰の増分を把握するこ

とで，基盤傾斜の程度を評価可能となることも期待される． 

 

0 5 10 15
0.9

1

1.1

1.2

1.3

基盤傾斜角  θ1

卓
越

振
動

数
 f

(H
z)

直下の構造の水平成層仮定
（ボーリングの卓越振動数）



91 
 

 
図 3.4-5 基盤傾斜角 1 の変化に伴う見かけの減衰の変化 

（地震動入射角 2 =0 度の場合） 
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3.5 まとめ 

 
本章では，表層地盤構造の傾斜，入射角の変化が観測される伝達関数，推定

される地盤構造に与える影響について検討を行った．具体的には，基盤傾斜角，

地震動の入射角を変化させた複数の地盤モデルを用いた FEM 解析を実施する

ことで，地表－地表における地盤応答の変化を評価するとともに，この伝達関

数を用いた 1 次元地盤構造を逆解析によって推定した． 

 
その結果，今回構築した地盤条件においては，基盤傾斜角が変化すると，1 次，

2 次モードの応答倍率最大値が小さくなるとともに，ピーク振動数が徐々に高振

動数側へ移動する．一方で 5Hz 以上の高次モードは基盤傾斜の影響が相対的に

小さいことが明らかになった．また，地震動入射角が伝達関数に与える影響は

基盤傾斜角の影響と比較すると相対的に小さいが，卓越振動数が多少低振動数

側に移動するとともに，ピークの値がモード毎に変化する． 

 
続いて各種条件で整理された伝達関数に基づき，基盤が傾斜していると 2 点

で得られた伝達関数による地盤構造は実際の構造よりも層境界が浅くなること，

斜め入射の地震記録を鉛直下方入射として考えると層境界の深度が逆に深くな

ること，減衰は両者の影響ともに実際よりも大きな値として推定してしまうこ

とが確認された． 

 
これらの結果から，ボーリング調査に基づく伝達関数を用いた場合に実際と

は異なる卓越振動数を評価してしまう可能性があることや，観測された多数の

観測記録の平均伝達関数を用いる際の問題点，観測された伝達関数を用いた基

盤傾斜抽出の可能性についても整理を行った． 
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第 4 章 構造物の非線形応答特性を考慮した統計的グリー

ン関数法 

4.1 概説 

 

断層を特定した地震動の評価手法としては，大きく分けて差分法例えば 1)~4)や有

限要素法 5)~7)，波数積分法 8)に代表される理論的手法，統計的グリーン関数法 9)10)，

経験的グリーン関数法 11)12)に代表される半経験的方法，距離減衰式 13)に代表さ

れる経験的手法，またこれらの手法を組み合わせたハイブリッド合成法 14)があ

る．このうちどの手法を用いて地震動評価を行うかは，利用できるパラメータ

の質と量，設計する構造物の動特性などを勘案しながら適切に選択する必要が

ある． 

 

ここで，正確な地盤構造が把握できており，かつ十分な計算資源を有する場

合は，理論的手法により非常に精度の高い地震動評価が期待される．しかしな

がら，一般的な道路，鉄道の橋梁，高架橋の耐震設計のための地震動評価を考

えた場合，これら構造の固有周期は概ね 0.3~1.0 秒程度であり，現時点での深部

までを含んだ地盤構造の推定精度と，メッシュ分割等に必要な計算機容量を考

えると，理論的手法によってこの周期帯の地震動までを十分な精度で推定する

ことは困難である． 

 

一方，通常の距離減衰式で得られるのは単一の地震動指標もしくは応答スペ

クトル等である 13)．そのため，距離減衰式のみから構造物の非線形挙動までを

考慮した地震動波形を高精度に予測することは現状では難しい． 

 

結果的に，道路構造物，鉄道構造物の耐震設計を目的とした場合に有効な地

震動評価手法としては，従来から用いられているようなスペクトル適合波 15),16)

を用いるか，もしくはグリーン関数法に代表される半経験的手法が選択される

場合が多いと考えられる．この時，線状構造物の地震動評価を考える場合，評

価を行うすべての地点において対象とする震源域からの地震記録が得られてい

るとは考えにくいため，経験的グリーン関数を事前予測の一般的な手法として

適用するのは難しい．そのため，統計的グリーン関数法によって地震動評価を

行うことが，予測精度，実現性の面から適切であると考えられる．そこで本章

では，統計的グリーン関数法を基本として，構造物の非線形挙動を考慮した強

震動予測手法の検討を行う． 
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まず 4.2 節において，震源・伝播経路・サイト特性をモデル化した位相特性と

観測記録に基づく振幅の経験的サイト増幅特性を用いた統計的グリーン関数法

の提案を行う． 

 

4.3 節では，新潟県中越地震を対象として，統計的グリーン関数法を用いた特

性化震源モデルの構築を行う．構築した震源モデルに対して，要素地震として

用いる位相セットを変化させた場合の構造物の非線形挙動の変化について考察

を行うことで，グリーン関数として用いる位相特性の重要性を確認する． 

 

続いて 4.4 節においては，地震動位相の伝播経路特性に着目し，既往の観測記

録に基づいて伝播経路特性のモデル化を行う．そしてモデル化した伝播経路特

性を用いることで，震源からの距離の変化に伴う構造物の非線形挙動の変化を

適切に表現可能となることを示す． 

 

4.5 節においては，地震動位相の震源特性，サイト特性に着目し，各特性の変

化が構造物の非線形挙動に与える影響について整理を行う．この結果を踏まえ，

構造物の設計地震動を評価する場合の各特性の工学的な設定方法について考察

を行うとともに，現状の強震動予測手法の問題点についても整理する． 
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4.2 モデル化した位相特性を用いた統計的グリーン関数法 

 

4.3 節においても検討を行うが，地震動の位相特性が構造物の非線形応答に与

える影響は大きい．そのため構造物の耐震設計に用いる地震動としては，地震

動の位相特性に十分配慮した波形である必要がある．そこで，震源・伝播経路・

サイト特性をそれぞれモデル化した位相特性と観測記録に基づく振幅の経験的

サイト増幅特性を用いた統計的グリーン関数法の提案を行う．本手法の具体的

な計算手順を以下に示す． 

 

(1) 波形の重ね合わせ方法 

 

小地震による地震動（グリーン関数）  tu が評価されている時，このグリーン

関数を設定した断層面に対して次式を用いて重ね合わせる（図 4.2-1）ことによ

り，強震波形を作成することができる．これは通常の経験的グリーン関数法，

統計的グリーン関数法と同様の重ね合わせ方法である 17)． 
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 (4.2-1) 

ここで，  tU ：大地震による地震動，  tu ：小地震による地震動（グリーン関数），

 tf ：大地震と小地震のすべり速度時間関数の違いを補正するための関数，r ：

小地震の震源から対象地点までの距離， ijr ：ij 要素から対象地点までの距離，N：

大地震の断層分割数， ：大地震の立ち上がり時間(ライズタイム)，n：波形の

重ね合わせの際に現れる見かけの周期性を除去するための任意の整数， 0r ：大

地震の破壊開始点から対象地点までの距離， ij ：破壊開始点から ij 要素までの

距離，  ：基盤のせん断弾性波速度， rV ：破壊伝播速度である． 

 

なお以降に記述するように今回提案する地震動評価においては，位相の震源

特性・伝播経路特性を考慮したグリーン関数評の価を行うため，グリーン関数

は小断層毎に個別に計算を実施することになる．そのため，式(4.2-1)における

rrij  となる条件でのみ評価を行っていることになる． 
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図 4.2-1 断層分割のイメージ 

 

(2) 小地震による地震動（グリーン関数）の評価 

 

a) 振幅スペクトルの評価 

 

グリーン関数の振幅スペクトルは，基本的には従来の統計的グリーン関数法

と同様の方法で評価する．具体的にはまず，地震基盤位置におけるグリーン関

数の振幅スペクトル  fAb は次式で表現される． 

     
R

QfR
ffSCMfA s

cb

 /exp
,0


  (4.2-2)

ここで， 0M ：小地震の地震モーメント，  cffS , ：震源スペクトル， R ：小断

層から対象地点までの距離(km)， sQ ：伝播経路における S 波の Q 値，：せん

断弾性波速度である．また定数C は次式で与えられる． 

 

34
 PRTITNFSR

C


  (4.2-3)

R ：ラディエーションパターン係数， FS ：自由表面の影響による増幅（地表

もしくは解放基盤面の場合，2.0）， PRTITN ：2 方向の水平成分のエネルギー

分配を意味する reduction factor，  ：媒質の密度である． R は全方位の平均値

の場合 0.63， PRTITN は一般的には 2/1 =0.707 が用いられることが多い． 

 

式(4.2-2)の震源スペクトル  cffS , は次式で与えられる． 
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cf は小地震のコーナー周波数で Brune の式 18),19)により推定される． 

 

3/1
0

6 )/(109.4 Mfc    (4.2-5)

ここに  ：小地震の応力降下量(bars)，：せん断弾性波速度(km/s)， 0M ：地

震モーメント(dyne-cm)である． 

 

以上の手続きにより，震源特性，伝播経路特性を考慮した地震基盤位置での

グリーン関数のフーリエ振幅が推定される．これに地震基盤から想定地盤面（本

検討では，工学的基盤面）までの経験的サイト増幅特性  fG を掛け合わせるこ

とで，対象地点における対象地盤上でのフーリエ振幅  fA が得られる 20)． 

 

     fAfGfA b  (4.2-6)

 

この経験的サイト増幅特性は，対象地点における地震観測記録を用いたスペ

クトルインバージョン 21)を用いることで評価可能である．しかしながら，設計

地震動を評価する場合に，地点毎にスペクトルインバージョンを個別に適用し，

経験的サイト増幅特性を評価することは現実的ではない．そこで，近年では

K-NET や港湾における地震観測点を対象として地点毎のサイト増幅特性が評価

されている 22)．また，近年の耐震設計においては工学的基盤以浅の影響は地点

毎の地盤構造を詳細に把握した上での非線形地盤応答解析によって評価する場

合が多く例えば 15)，この時の統計的グリーン関数法によって評価する設計地震動は

工学的基盤位置を対象とする必要があるが，これに対応する形で全国の工学的

基盤位置におけるサイト増幅特性への変換も実施されている 23)．さらに，これ

らのサイト増幅特性既知点と地震動評価地点における地震観測，常時微動観測

結果を整理することで，比較的容易に地点のサイト増幅特性を評価することも

可能となっている 24)~26)など，対象地点における経験的サイト増幅特性を比較的

容易に評価することが可能である． 

 

ここで，式(4.2-2)に示すように，統計的グリーン関数法に用いるグリーン関数

の振幅スペクトルは，地震動の遠地項のみを用いて計算される場合が多い．一

方で，土木構造物の設計地震動評価などを考えた場合は，震源近傍の地震動評

価は重要な意味を持つ．この場合は，次式によって振幅スペクトルを補正する

ことで，近地項，中間項の影響も考慮する 27)． 
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さらに，震源の極近傍では地震動の幾何減衰の効果を R/1 で評価している影

響で，地震動が極めて大きくなり（震源距離 0R では   fA ），実情と一致

しないことが指摘されている．そこで，式(4.2-2)を以下のように修正することで，

幾何減衰の補正を行うことも可能である 28)．  

 

     
 cR

QfR
ffSCMfA s

cb 



 /exp

,0  (4.2-8)

 

この補正項 c は，地震動評価結果と距離減衰式の比較をもとに，海溝型地震

では 2.8km，内陸活断層による地震では 8.0km が用いられることがある 28)． 

 

 

b) 位相スペクトルの評価 

 

従来の統計的グリーン関数法における位相特性は，波形の包絡形状とランダ

ム位相を組み合わせた方法 9)によって評価する場合がほとんどである．近年では

この手法を改良した方法もいくつか提案されている例えば 29)~31)が，この結果が構

造物の非線形挙動の観点から妥当な結果を与えるかどうかは不明である．これ

らのアプローチはいずれも地震動の震源，伝播経路，サイト特性をあわせた形

で地震動波形の包絡形状を評価しているために，このままでは各特性の変化が

構造物の非線形挙動に与える影響把握とその妥当性を確認することは困難であ

る． 

 

そこで本研究では，位相の震源，伝播経路，サイト特性をそれぞれ分離して

個別に評価し，これらを合成することでグリーン関数を評価する手法の提案を

行う．まず地震動の時刻歴波形  tO は，震源特性  tS ，伝播経路特性  tP ，サイ
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ト特性  tL の積によって表現することが出来る．この時，そのフーリエ変換は式

(4.2-9)のように表わされる． 

 

                LPSiLPSO  exp  (4.2-9) 

 

ここで，  S ,  P ,  L はそれぞれ震源特性，伝播経路特性，サイト特性のフ

ーリエ振幅，  S ,   P ,  L
は各特性のフーリエ位相である．つまり，地

震動位相  O
は各特性の位相の線形和で表現される．さらに地震動の群遅延時

間  O
grt は位相の微分であるためこの線形関係はそのまま保存され以下のように

表現することが出来る 32)． 

 

        L
gr

P
gr

S
gr

O
gr tttt   (4.2-10)

 

この群遅延時間  O
grt が振動数ごとに正規分布に従うとした時，群遅延時間の

平均値   O
tgr ，標準偏差   O

tgr についても次式のように震源，伝播経路，サイ

トの各特性に分離される． 

 

       
           2222 
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 (4.2-11)

 

このうち震源特性  S
grt については，断層の破壊過程に従ったインパルス列の

重ね合わせ )(tp で表現することができる 33)． 





N

i
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)()(   (4.2-12)

 

ここで ia はインパルス列の強度であり，距離の逆数に比例させることで，幾何

減衰の効果を考慮している．この時，インパルス列の群遅延時間  S
grt は次式で

表現される． 
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伝播経路特性  P
grt は，平均   P

tgr ，標準偏差   P
tgr の正規分布に従うとし，

次式のように震源距離Rに比例する 34)と考え，次式のように表現する． 
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R
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P
tgr

P
tgr








 (4.2-14)

上式における回帰係数  1 ,  2 は，伝播速度の逆数を意味しており，後述す

る 4.4 節においてモデル化する結果（図 4.4-2）35)を用いる． 

 

サイト特性の群遅延時間  L
grt については，これまでに，対象地盤の振幅の伝

達関数によるモデル化 33)，せん断弾性波速度によるモデル化 36)，地震基盤深度

によるモデル化 37)など様々なモデルが提案されているが，いずれの結果にも多

くのバラツキが含まれている．また，後述する 4.5 節の結果から，構造物の非線

形応答の観点からは，たとえ弾性応答が同一の地震波形であっても，サイト特

性  L
grt の平均   L

tgr ，標準偏差   L
tgr が小さいほど，非線形応答が大きくなる

ことが分かっている 38)． 

 

そこで本検討では，   L
tgr ，   L

tgr が比較的小さく評価されると考えられる

手法 33)を用いることとした．具体的には，地震動の伝播を 1 次元方向のみであ

るとし，振幅の増幅特性（伝達関数）の 小位相推移関数で表現できると仮定

してサイト位相を算定する．この場合，伝達関数を  Y とすると，サイト特性

の群遅延時間  L
grt は次式で算定できる． 

 

    
 



 
 dx

x

xY
t L

gr 2

ln1


  (4.2-15)

 

 

c) 小地震による地震動（グリーン関数）の合成 

 

上述した a), b)の手続きにより，工学的基盤面位置の振幅スペクトル，位相ス

ペクトルが評価されるので，これらを用いてフーリエ逆変換することで，グリ

ーン関数の時刻歴波形  tu が算定される． 

     



 


dtiFtu exp

2

1
 (4.2-16)

  



105 
 

4.3 選択する位相特性が構造物の非線形応答に与える影響 

4.3.1 新潟県中越地震の特性化震源モデルの構築 

 

(1) 既往の震源モデルの整理 

 

2004 年 10 月 23 日に新潟県中越地方で Mj=6.8 の地震が発生した．この地震で

は川口町において気象庁公認機器として計測震度計導入後初めて震度 7 を観測

し，我が国としては兵庫県南部地震以来の甚大な被害を受けた例えば 39)．この地震

における震源過程を得るためのインバージョン解析が，複数の研究グループに

よって実施されており，地震学的な見地からの震源特性はある程度明らかにな

っていると考えられる例えば 40)~45)．ところが設計地震動を作成する際などには，

複雑な破壊過程が不明な震源域からの地震動予測を実施する必要があり，ある

程度単純化した断層モデル（特性化震源モデル）に対して強震動予測を実施し

ている現状がある 46)47)48)．そのため工学的には既往の地震に対する特性化震源モ

デルの構築を行い，これらの結果を蓄積しておくことの意義は大きい．新潟県

中越地震における特性化震源モデルの提案は既に行われている 49)ものの，この

結果は preliminary source model という位置づけであり，波形の再現性などにはい

まだ改善の余地が残されているものと考えられる．また，推定された震源モデ

ルが構造物の非線形挙動の観点からどのような位置づけとなっているのかにつ

いて検討されている例はほぼ皆無である． 

 

こういった背景のもとで，本節ではまず新潟県中越地震の特性化震源モデル

について再検討を行う．震源モデルを作成する際の手法としては，対象地点の

サイト増幅・位相特性を用いた統計的グリーン関数法 20)を用いたフォワードモ

デリングを用いる．本手法を用いた強震動の再現解析は，これまでも複数の地

震に対して実施されている例えば 50)~53)．さらに実務への適用もなされており例えば 54)，

現時点では信頼性の高い強震動予測手法の一つであると考えられる．今回はこ

の波形合成手法を適用し，観測記録をよく再現するような複数アスペリティモ

デルを作成し，既往のモデルや波形インバージョン結果との比較，考察を行う． 

１ 

さらに，得られた震源モデルを対象とした場合に，グリーン関数の評価時に

用いるサイト位相特性を変化させることで，構造物の非線形挙動がどのように

変化するのかを考察する．この結果に基づき，構造物の非線形挙動を念頭にお

いた地震動評価では，適切な震源モデル，振幅特性の評価だけでなく，位相特



106 
 

性についても細心の注意を払う必要があることを確認する． 

 

 

(2) 特性化震源モデルの構築方法 

 

a) 対象地点 

 

新潟県中越地震における震源域周辺を概略的に図 4.3-1 に示す．本検討では

過去に実施された経験的グリーン関数法を用いた波形インバージョンの結果 41)

をもとに特性化震源モデルの設定を行う．図 4.3-1 に実線で示された長方形と

破線で示された長方形は，いずれも，波形インバージョン 41)で用いた断層面（長

さ 40km，幅 20km，走向 212°，傾斜角 47°）である．前者は気象庁発表の震

源を含む断層面，後者は，この地震特有の問題である断層面位置の不確実性を

考慮して，前者の断層面を東経にして 0.03°だけ西に移動させたものである．

既往の研究 41)では，これら二通りの断層面を仮定し，すべり量分布に関してほ

ぼ同等の結果を得ている．本検討では，既往の研究で考慮されていなかった震

源近傍の観測点，特に，川口町での波形の再現性を考慮し，上記二つの断層面

のうち後者の断層面を採用し，震源モデルの構築を行った． 

 

本検討では先に述べたように波形合成に経験的サイト増幅特性を用いる．そ

こで既往の研究 22)において経験的サイト増幅特性の評価されている観測点を中

心として対象観測点を選定することとした．さらに震度 7 を観測した川口町役

場においては，サイト増幅特性を別途評価することで，本震記録の再現を試み

ることとした． 終的に図 4.3-1に示す 16 の観測点を検討の対象とした．対象

観測点は震源を取り囲むように分布しており，震源モデルの妥当性を議論する

のに適した観測点配置であると考えられる．これらのうち 11 の観測点は波形イ

ンバージョン 41)にも用いられた観測点であるが，比較的震源に近い NIG019，

NIG022，NIG023，NIGH12，川口町の 5 地点は，余震記録の組み合わせの関係

で，波形インバージョンでは用いられていない観測点である．これらの観測点

をも対象とすることにより，震源モデルの震源近傍への適用性をより詳細に検

討することができると考えられる． 
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図 4.3-1 対象地点の概要 

 

b) 計算方法 

 

地震動を算定する手法としては，4.2 節で示した統計的グリーン関数法を用い

ることとした．ただし，本節における位相特性は，対象地点において経験的に

得られている結果をそのまま用いて波形合成を行うこととした 20)． 

 

ここで，式(4.2-2)における基盤のせん断弾性波速度は 3.5km/s とし， sQ は既

138°00' 138°30' 139°00' 139°30'

37°00'

37°30'

38°00'

0 10 20

TCGH08

TCGH07

NIGH15

NIGH13

NIGH18

FKS026

FKS028

NIGH01

NIGH09 NIGH10

FKSH21

NIGH12*

NIG019*

NIG022*NIG023*

:K-NET

:KiK-net

：余震 1の位相を用いたサイト
：余震 2の位相を用いたサイト
：余震 3の位相を用いたサイト
：余震 4の位相を用いたサイト
：余震 5の位相を用いたサイト
：余震 6の位相を用いたサイト
：既往の波形インバージョンに使用していないサイト

：本震の破壊開始点
：余震 1の震央
：余震 2の震央
：余震 3の震央
：余震 4の震央
：余震 5の震央
：余震 6の震央 *

川口町*

km



108 
 

往の研究 55)において東日本の内陸部に対して推定されている 76.0166 fQs  を

用いた．式(4.2-3)の R は全方位の平均値である 0.63， は 2.7t/m3，PRTITN は

観測記録の水平 2成分の振幅比をベクトル和が 1.0となるように調整した値をそ

れぞれ用いた．サイト増幅特性  fG は国の主要観測点においてスペクトルイン

バージョンを用いて推定されているサイト増幅 22)を用いる．グリーン関数のフ

ーリエ位相としては，前節で示したモデル化した位相を用いるのではなく，対

象地点において観測されている中小地震の位相をそのまま用いる．以上の条件

から，対象地点におけるサイト増幅特性，位相特性を反映させたグリーン関数

の時刻歴波形  tu が作成される．このグリーン関数を設定した断層面に対して式

(4.2-1)を用いて重ね合わせることにより，強震波形を作成する 17)． 

 

震源特性の設定方法としては，既往の波形インバージョン結果 41)を参考にし

た複数アスペリティモデルを設定し，上記手法に基づき地震動を計算する．ア

スペリティ位置や地震モーメントを試行錯誤的に変化させることで，観測波形

を出来る限り満足するような震源モデルの設定をめざす． 

 

 

c) サイト増幅特性 

 

本検討において用いたサイト増幅特性 22)をまとめて図 4.3-2 に示す（川口町

を除く）．これは既往の地震観測記録に対してスペクトルインバージョン 21)を

適用して得られたもので，地震基盤面から地表面までの増幅特性を表している．

ただし，今回対象とした 16 地点のうち，川口町においてはサイト増幅特性が得

られていないため，次のような手順で経験的サイト増幅特性を評価した．まず，

2007年7月16日に発生した新潟県中越沖地震（M6.8）における，川口町とNIGH12

の観測記録をフーリエ変換する．両地点は比較的近くに位置しているため，伝

播経路特性はほぼ等しいと想定される．そのため両者のフーリエ振幅比をその

ままサイト増幅特性の比と考え，NIGH12 のサイト増幅特性に乗じることで，川

口町のサイト増幅特性とした．川口町において設定したサイト増幅特性を図

4.3-3に示す． 
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図 4.3-2-1 使用したサイト増幅特性（その 1） 
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図 4.3-2-2 使用したサイト増幅特性（その 2） 
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図 4.3-2-3 使用したサイト増幅特性（その 3） 

 

図 4.3-3 川口町におけるサイト増幅特性の評価結果 
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対象地域におけるサイト増幅特性の全体的な傾向としては，震源の南東側で

は増幅が小さく，西に進むに従い増幅が大きくなる傾向がある．この境界は山

間部から平野部に差し掛かる部分に対応しており，深部構造が大きく変化して

いることが考えられ，この影響によりサイト特性が地点ごとに大きく変化して

いるものと思われる．地点毎のサイト増幅特性の差異が本震記録に与えた影響

について推察される事項を以下に示す． 

 

まず震源近傍の観測点についてであるが，震源の西側に位置する NIG019

（K-NET 小千谷），NIGH01（KiK-net 長岡），川口町の増幅特性は，NIGH09

（KiK-net 下田）や NIGH12（KiK-net 湯之谷）と比較して相対的に大きくなって

いる．特に NIG019 や川口町においては，広い周波数帯域において増幅が 10 倍

程度と非常に大きな値を示していることが分かる．本震時に NIGH01 では 50kine

程度，NIG019，川口町では 100kine 以上の記録が観測されており，他の観測点

と比較して大きな地震動となっている．震源近傍においては，断層の破壊伝播

の効果やアスペリティとの相対的な位置関係によって地震動が局所的に大きく

なることが想定されるが，今回の地震においては，これらの効果に加えてサイ

ト増幅特性による地震動増幅の影響によって，局所的に大きな速度が観測され

たものと考えられる． 

 

次に比較的震源から遠方の NIGH13，NIGH18 と TCGH07，TCGH08 のサイト

増幅特性についてであるが，相対的に前者の増幅が大きくなっている．これら

の観測点は震源からの距離がほぼ同等であるにもかかわらず，観測された地震

動レベルは大きく異なっている（NIGH13，NIGH18 で 7~10kine 程度，TCGH07，

TCGH08 で 1~2kine 程度）．震源から遠ざかるにつれ破壊伝播効果等の震源特性

の影響は小さくなると考えられ，震源距離にそれほど差がないため伝播経路特

性もほぼ同等であると考えられる．よって両者の地震動に大きな差が現れた主

な要因として，サイト特性が影響しているのではないかと推察される． 

 

 

d) 位相特性 

 

統計的グリーン関数を算定する際に用いる位相特性としては，前述したよう

に対象地点で得られた余震記録の位相をそのまま用いることとした．対象地点

の位相を用いることにより，対象地点と対象地震の間の伝播経路特性，サイト

特性を合成結果に反映させることが可能になると考えられる．新潟県中越地震

においては，多数の余震記録が観測されているが，この多数の余震から 適な
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記録を抽出するには以下の手法が提案されている．つまり，フーリエ振幅とし

て本震のものを，フーリエ位相として余震のものを用いた波形を合成し，それ

を本震の時刻歴波形と比較して一致度の高い余震記録を選定するというもので

ある 41)．本検討においても同様の手続きで余震記録の選定を行った．なお，既

往の波形インバージョン解析に用いられている観測点のうち NIGH01 を除く 10

観測点においては，波形インバージョンと同様の二つの余震記録（表 4.3-1 中

の余震 1，余震 2）を用いることとした．NIGH01 については余震記録の再検討

を行った結果，より良好に本震記録を再現可能な余震が確認されたため，波形

インバージョンとは異なる位相を用いることとした．この NIGH01 を含めた，6

観測点においては，新たに位相特性として用いる余震記録の選定を行った． 

 

探索の条件としては，震源のメカニズムが本震と類似していること，ノイズ

の影響を防ぐために地震規模として比較的大きなもの（Mj=4.0~5.0 程度），かつ

余震記録の位相と本震の振幅を用いることで本震記録を良好に再現できること，

である．その結果，新たに 4 つの余震の選択を行った（図 4.3-1，表 4.3-1）．

選択されたそれぞれの余震記録の位相を用いた波形の再現結果を図 4.3-4 に示

す．各地点ともに比較的良好に本震記録を再現出来ていることが分かる．ただ

し NIG019 においては EW 成分で 19 秒付近のパルスを過大評価しており，それ

以降の波形の再現性も低い．この原因としては，本震時の地盤の非線形挙動の

影響が考えられる．既往の検討によると，NIG019 において大速度が観測された

要因の一つとして，表層約 3m の有機質土の非線形挙動の影響が挙げられている
56)．そのため本震の位相特性も地盤の非線形挙動の影響を受けたものとなってい

ると考えられる．これについては，後に実施するフォワードモデリングにおい

て，地盤の非線形挙動の影響を考慮することで，結果が改善することが期待さ

れる． 

 

図 4.3-1 における今回選択された余震の震央と観測点の位置関係を見ると，

それぞれの余震は震源断層の中で観測点に比較的近い地点で発生していること

が分かる（ただし余震記録が 2 つしか公開されておらず選択の幅が小さい川口

町を除く）．このような選定結果となった理由としては，各々の観測点におけ

る本震の地震動に対して，断層面の中で比較的観測点に近い部分が大きく寄与

しており，その付近で発生した余震を採用することにより，本震と余震との間

で伝播経路特性・サイト特性が共有されやすいことが挙げられる． 
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表 4.3-1 本検討で用いた本震，余震の震源パラメータ 

Time* Latitude* Longitude*
Depth*

(km) 
Mj*

Strike**

(deg) 

Dip** 

(deg) 

Rake** 

(deg) 

M0** 

(N-m) 

本震 

余震 1 

余震 2 

余震 3 

余震 4 

余震 5 

余震 6 

2004/10/23 17:56:00 

2004/10/24 09:28:04 

2004/10/23 23:54:07 

2004/10/23 21:44:28 

2004/10/24 16:04:38 

2004/10/27 15:23:22 

2004/10/23 18:57:26 

37°17.3′

37°12.9′

37°21.6′

37°16.3′

37°17.7′

37°23.9′

37°12.3′

138°52.2′

138°53.5′

138°59.9′

138°56.5′

138°53.4′

138°53.6′

138°51.8′

13

12

11

15

12

2

8

6.8

4.8

4.0

5.0

4.2

4.0

5.3

212

210

237

230

192

209

222

47 

53 

33 

55 

31 

49 

55 

93 

95 

150 

94 

92 

71 

98 

7.53E+18

9.85E+15

1.65E+15

2.31E+16

5.55E+14

4.59E+14

4.86E+16

*：気象庁より，**：F-netより 

 

 

図 4.3-4 位相特性の選定（今回新たに検討を行った 6観測点） 

（表示周波数 0.2-2.0Hz） 
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(3) 特性化震源モデルの構築結果 

 

選定された経験的サイト増幅特性，位相特性を用いた統計的グリーン関数法

によって，観測記録が再現されるように特性化震源モデルを設定した．その際，

土木構造物の地震応答計算を行う上で特に重要となることが多い 0.2-2Hz の帯

域の波形の再現性を も重視し，次いで，広帯域（0.2-10Hz）におけるフーリエ

スペクトルの再現性を考慮した．得られた結果 57)を以下に示す．アスペリティ

の位置としては，波形インバージョン結果 41)を参考に図 4.3-5 に示す 4 箇所に

設定した．破壊開始点付近にサイズの異なる 2 つのアスペリティ（アスペリテ

ィ 1-1，アスペリティ 1-2 と呼ぶ），南東方向に大きなアスペリティ（アスペリ

ティ 2），北東方向にも同程度のアスペリティ（アスペリティ 3）を配置した．

後述するが，アスペリティ 1-1，1-2 は震源西側の大速度を再現するために重要

な役割を持っている．各アスペリティに付与するパラメータとしては，表 4.3-2

を設定した．先述の通り，これらのアスペリティは，図 4.3-1 の破線の断層面

上に設定されている．なお，破壊は震源（アスペリティ 1-1 の破壊開始点）から

同心円状に広がると仮定し，各アスペリティの破壊は図 4.3-5 の各アスペリテ

ィの破壊開始点から同心円状に進行するものとした．今回設定した震源モデル

の短周期レベルは 1.94E+19Nm/s2 である． 

 

図 4.3-5 波形インバージョンで求めたすべり量のコンターと本検討によって

設定した特性化震源モデル（★（黄色）が全体の破壊開始点，☆（白抜き）が

各アスペリティの破壊開始点） 
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表 4.3-2 特性化震源モデルのパラメータ 

 asperity1-1 asperity1-2 asperity2 asperity3 

破壊開始点 

緯度，経度 

138.840 138.841 138.859 138.913 

37.288 37.277 37.225 37.289 

破壊開始点 

深さ(km) 
13.0 12.3 7.5 7.1 

サイズ(km) 2.0×1.0 6.5×3.0 4.0×3.0 3.5×3.5 

0M (N-m) 1.5E+17 7.2E+17 4.0E+17 2.4E+17 

rV (km/s) 2.8 2.8 2.8 2.8 

 (sec) 0.09 0.27 0.27 0.31 

分割数 N  3×3×3 5×5×5 5×5×5 3×3×3 

 

また，地盤の非線形挙動の影響が大きいとされている NIG019 においては，線

形時の伝達関数で工学的基盤まで一旦引き戻し，等価線形解析 58)によって地表

面の応答を推定している．引き戻しを行う際の地盤条件は既往の研究 59)に従っ

て表 4.3-3 の通り設定した．また，地表面応答を推定する際の非線形特性とし

ては，既往の研究で本震時に生じた非線形挙動の程度が示されていることから，

本検討ではこれに従い，G/G0 は線形時と本震時の卓越周期の比 60)から 0.13 に固

定，減衰定数は，既往の検討 60)において 0.06-0.15 とされていることから，ここ

では 0.10 に固定した．なお，ここで言う工学的基盤とは，表 4.3-3 の地盤にお

ける S 波速度 360m/s の地層のことである． 

 

表4.3-3 NIG019における表層地盤モデル59) 

層厚 

(m) 

密度 

(t/m3) 

S波速度 

(m/s) 

1.65 1.65 70 

1.45 1.20 50 

1.10 2.00 210 

- 2.00 360 

 

設定した震源モデルを用いて得られる結果を図 4.3-6（時刻歴速度波形），図

4.3-7（フーリエ振幅）に示す．これらの結果より，全体的な傾向としての時刻

歴波形の再現性は良好である．川口町や NIG023 などで見られる特徴的なパルス

の振幅，周期を正しく再現出来ている．また S 波初動部だけでなく，後続位相

についても観測記録との一致が見られる．これはグリーン関数の位相特性とし

てサイトの観測記録を用いているために，地点周辺の地下構造の影響を適切に
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考慮できているためと考えられる． 

 

フーリエ振幅についても記録との一致度は高い．図 4.3-2 のサイト増幅特性

において考察した NIGH13，NIGH18 と TCGH07，TCGH08 の振幅特性の大小も

非常によく再現できている．さらに TCGH07，TGCH08 において 2Hz 付近より

も高周波数側で振幅が大きくなっている傾向も，経験的サイト増幅特性を用い

ることで再現できている． 

 

また，NIG019 においては，1.5-4Hz 程度の周波数帯域で振幅を過小評価して

いるものの速度波形のパルス，フーリエ振幅ともに観測記録を概ね良好に再現

できている．図 4.3-8 には，地盤の非線形挙動を考慮しない場合の結果を示し

ているが，地盤を線形として計算すると，卓越周期が 5Hz 周辺に存在しており，

観測記録と異なっている．さらに，速度波形も過小評価している．一方で，地

盤の塑性化を考慮することにより，卓越周期やパルスの振幅など，観測記録と

の相違が解消されていることが分かる．18 秒付近の 1 つ目のパルスと 19 秒付近

の 2 つ目のパルスの振幅と周期がともに適切に再現されており，それ以降の波

形の形状も，再現性は比較的良好である．よって，NIG019 における波形の再現

性に対しては，地盤の非線形の影響が大きいことが分かる．なお，18 秒付近と

19 秒付近の 2 つのパルスは，それぞれ，アスペリティ 1-1，アスペリティ 1-2 に

よってもたらされたものであると考えられる． 

 

 

図 4.3-6-1 観測記録との比較 

（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 1） 
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図 4.3-6-2 観測記録との比較 

（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 2） 
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図 4.3-6-3 観測記録との比較 

（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 3） 
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図 4.3-7-1 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 1） 
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図 4.3-7-2 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 2） 
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図 4.3-7-3 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 3） 

 
     (a) 速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz）      (b) フーリエ振幅 

図 4.3-8 地盤の非線形挙動を無視した場合の観測記録との比較（NIG019） 
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4.3.2 位相特性の変化が構造物の非線形応答に与える影響 

 

本節では，地震動を計算する手法として，経験的サイト増幅・位相特性を考

慮した統計的グリーン関数法を使用した．この手法は対象地点において予め地

震観測を実施しておけば，設定した断層パラメータに応じて波形合成が可能と

なるため，比較的容易にかつサイトの情報を出来る限り反映させた地震動が算

定できると考えられる．この時に用いる位相特性は，複数の観測記録の中から

位相特性として用いる余震記録の選択を行っている．特に NIGH01 においては，

波形インバージョン 41)と異なる位相特性を用いているため，今回選択した位相

特性が構造物応答にとって妥当であることを確認しておくことは重要である．

また，今回は本震記録が得られている条件下で，これを可能な限り満足する特

性化震源モデルを構築することが目的の一つであるが，設計地震動の評価等の

事前予測を考えた場合には，このような用いる位相特性の選定をあらかじめ実

施することは出来ない．そこで，用いる位相特性の変化が構造物の非線形挙動

に与える影響についても考察を行う． 

 

検討の方法としてはまず，NIGH01 において 10 月 23 日から 31 日の間に観測

された 85 記録を準備する．この合計 85 個の位相特性を用いて本検討で得られ

た特性化震源モデルを使用した地震動予測を実施する．ここで用いるサイト増

幅特性としては，NIGH01 のサイト特性をそのまま用いる．つまり観測点ごとに，

適切と考えられる位相特性を用いた地震動が 1 波と，適切ではないと考えられ

る位相特性を用いた地震動が 84 波得られることになる．この 85 波と本震の観

測記録に対して構造物の非線形応答解析を実施することにより，用いる位相特

性の違いによる観測記録との構造物応答の差を確認する． 

 

構造物の非線形応答解析の結果の表示方法としては，所要降伏震度スペクト

ルを用いる．これは非線形応答スペクトル 61)の一種であり，構造物の応答塑性

率ごとに固有周期と降伏震度との関係を図化したものである 62)．ある地震動に

対して予め所要降伏震度スペクトルを算定しておけば，構造物の周期（弾性周

期ではなく降伏周期，等価固有周期 eqT ）と降伏震度 hyk が分かれば，この地震

動に対しての構造物の応答塑性率  （= 大応答変位 max /降伏変位 y ）を容易

に算定可能なため，設計の場面等で用いられることが多く，特に鉄道構造物の

耐震設計 15)などでは地震応答値を求める際の基本的な手法の一つに位置づけら

れている．所要降伏震度スペクトルの作成条件は，鉄道構造物の RC 構造物の設

計時に用いているものと同様とした．骨格はバイリニアモデル，履歴はクラフ
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モデル 63)とする．第一勾配に対する第二勾配の比は 0.05，除荷時の剛性低下指

数は 0.2 とし，減衰は構造物の固有周期と連動させて， Th /04.0 （ただし，

20.010.0  h ）で考慮した．スペクトルを算定する応答塑性率  は，1, 2, 4, 8

とした． 

 

所要降伏震度スペクトルの算定結果を図 4.3-13に示す．これより各種位相を

用いた結果は大きくばらつくことが分かる．これはたとえ振幅の震源特性，伝

播経路特性，サイト増幅特性として等しい情報を用いた場合においても，位相

特性が異なると，構造物の非線形応答値に大きな差が現れることを表している．

また，塑性率毎の所要降伏震度の変動係数を算定した結果を図 4.3-14 に示す．

これより，塑性率が大きくなるほど変動係数が大きくなっていることが分かる．

この結果から，構造物の非線形挙動を対象とした場合には，位相特性の選定が

より重要となることが確認できる． 

 

 
図 4.3-13 所要降伏震度スペクトルの算定結果 
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図 4.3-14 所要降伏震度スペクトルの算定結果 

 

続いて観測記録と地震動算定結果との差を定量的に評価するために，次式で

推定誤差を評価した． 

 

       TKhTKhTError obscal
ii ,log,log, 1010    (4.3-1) 

 

ここで，i：用いる余震記録の番号（ 85~1i ），：応答塑性率，T ：周期(sec)，

 TErrori , ：i番目の余震記録の位相特性を用いた場合の波形合成結果と観測記

録の誤差，  TKh , ：対象とする地震記録に対して周期T (sec)の構造物が応答塑

性率  となるために構造物に要求される降伏震度，である． 終的に得られた

結果を図 4.3-15に示す．なお，波形インバージョンでは余震 2 を，本検討では

余震 5 を選択している．この図より，余震 2 を用いた結果は他の余震記録を用

いた結果の概ね中間的な誤差を有しており，余震 5 を用いた結果は誤差が非常

に小さくなっている．つまり，今回再選択した余震記録を用いた地震動予測を

実施することにより，構造物の非線形応答予測精度が向上していることが分か

る． 
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図 4.3-15 位相スペクトル選択の妥当性評価の結果 

（NIGH01 EW 成分） 

 

今回は事前に多数の余震記録が得られているために，特性化震源モデルを構

築する際に適切な位相特性を選定することが可能であった．この結果， 終的

に再現性の高い震源モデル，波形合成結果を得ている．しかしながら設計地震

動を評価する際の波形の事前予測を対象とした場合は，このような作業は実質
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とになる．この時の位相特性は，構造物の非線形挙動の観点にも十分配慮して

おく必要がある．そこで次項以降では，設計地震動を評価するという観点から，

適切な位相特性を設定する方法について検討を行う． 

  

0.1 0.5 1 5
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

E
rr

or

Period [sec]

0.1 0.5 1 5
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

E
rr

or

Period [sec]
0.1 0.5 1 5
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

E
rr

or

Period [sec]

0.1 0.5 1 5
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

Period [sec]

E
rr

or

 応答塑性率μ=2 応答塑性率μ=1

 応答塑性率μ=4  応答塑性率μ=8

 余震5を用いた場合
 余震2を用いた場合
 その他の余震を用いた場合



127 
 

4.4 位相の伝播経路特性の評価 

4.4.1 検討方法 

 

本節では位相の伝播経路特性に着目した検討を行う．経験的グリーン関数法

等によって地震動を評価する場合にも，位相の伝播経路特性については，その

影響が無視されることも多いと考えられる．たとえば地震動を評価したい震源

域が直下に存在する場合にも，このような観測記録が得られていることは稀で

あるため，遠方で観測された地震記録をグリーン関数としてそのまま用いる場

合がある．しかしながらこうすることで，伝播経路特性の影響が実際とは異な

るため，波動伝播に伴う分散の影響を過大に見積もってしまい，結果として構

造物応答が過小評価される可能性がある．本節ではこの影響を定量的に評価す

るとともに，構造物の非線形挙動の観点から適切な位相伝播経路特性の評価方

法を提示する． 

 

検討の手順としては，まず伝播経路特性の群遅延時間をモデル化する．続い

て，モデル化した伝播経路特性を用いた地震動シミュレーションを実施し，得

られた地震動波形群を用いて構造物の非線形応答解析を実施することで，震源

距離の変化に伴う構造物の非線形応答の変化の関係を整理する．一方で，観測

記録の位相特性をそのまま用いた波形に対しても同様の検討を実施する． 後

に両者の結果を比較することで，モデル化した伝播経路特性の妥当性を，構造

物の非線形挙動の観点から検証する． 

 

4.4.2 位相の伝播経路特性のモデル化 

 

次式（式(4.2-14)を再掲）により表現される群遅延時間の伝播経路特性  P
grt の

回帰係数  1 ,  2 を観測記録に基づき評価する． 

 

   
     22

2

2

1

R

R

P
tgr

P
tgr








 (4.2-14)再掲

 

検討に用いる観測記録は，震源特性とサイト特性の影響が出来る限り小さい

ことが望ましい．そこで，以下の全ての条件に適合した計 44 記録を用いること
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とした． 

 

(a) 地震規模 3.5 < Mj < 5.5 

(b) 観測位置の地盤 Vs ≧ 2500m/s 

(c) 震源距離 R ≦ 150km 

(d) 記録の 大加速度 PGA ≧ 1gal 

 

図 4.4-1に選定を行った観測記録の震源距離と地震規模，地点の Vs の関係を示

しているが，比較的良好な地盤において得られた規模の小さな記録を震源近傍

から遠方まで収集できていることが分かる． 

 

 
(a) 震源距離と地震規模の関係    (b) 震源距離と地盤 Vs の関係 

図 4.4-1 使用した観測記録の震源距離と地震規模，観測地点の地盤 Vs の関係 

 

続いて，初動到達の影響を除去するために，各記録の S 波到達時刻を読み取

り，これを時刻 0 秒とするとともに，P 波初動部にテーパ処理を施した．また，

各波形のフーリエ振幅スペクトルから SN 比が確保されている振動数を目視で

読み取り，有効な振動数のみを回帰に用いる対象とした． 

 

以上の条件で各記録の整理を行った後に得られる群遅延時間の平均，標準偏

差から，式(4.2-14)の係数  1 ，  2 を 小二乗法によって評価した． 終的

な回帰係数  1 ，  2 を図 4.4-2に示す．これらの値は既往の検討 32)とも調

和的な値であり，さらに分散性減衰の影響で長周期ほど大きな値となっている

等，過去の知見と矛盾しない結果となっている． 

 

さらに，地域的な伝播経路特性についての検討も行ったが，選定条件に該当
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する記録が少なく，地域による明確な差は不明であった．そこで今回は，図 4.4-2

の回帰係数を全国の平均的な値として用いることとする． 

 

 
図 4.4-2 評価された回帰係数  1 ，  2  

 

4.4.3 モデル化した伝播経路特性による構造物の非線形応答の評価 

 

(1) 地震動波形の計算手順 

 

式(4.2-14)，図 4.4-2によりモデル化した  P
grt を用いて，統計的グリーン関数

法による地震動シミュレーションを実施する．対象とする地震規模は Mw7.0 と

し，巨視的，微視的震源パラメータは既往の成果 48)に基づき設定した．観測点

は断層を取り囲むように断層 短距離 120km までの範囲で多数配置した（図

4.4-3）．アスペリティ位置，破壊開始点位置等の断層の破壊過程を 10 ケース設

定するとともに，それぞれの条件毎に位相の伝播経路特性を評価する際の初期

乱数を 10 パターン考慮した． 

 

得られた波形の例を図 4.4-4 に示すが，震源から離れるにしたがって，地震

動の継続時間が長くなっていることが分かる．これは位相の伝播経路特性を考

慮しているためである．また， 終的に得られた地震動波形が距離減衰式 64)と

調和的な傾向となっていることも確認済である（図 4.4-5）． 
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図 4.4-3 設定した震源断層と地震動評価地点の位置関係 

 

図 4.4-4 計算された地震動記録の例 
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(a) 最大加速度 PGA         (b) 最大速度 PGV 

図 4.4-5 評価された地震動最大値と距離減衰式の比較 

 

ただし，本検討は式(4.2-14)，図 4.4-2 で表現した位相伝播経路特性のモデル

化結果が構造物の非線形応答に与える影響を評価することが目的であるため，

振幅については共通した値を用いることとする．具体的には，得られた全波形

をフーリエ変換し，振幅スペクトルを図 4.4-6 と入れ替えた後にフーリエ逆変

換することで，振幅スペクトルが同一で，位相スペクトルのみ異なる波形群を

評価した．以降では，この波形群を用いて検討を実施する． 

 

 

図 4.4-6 各波形に共通に設定した振幅スペクトル 
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(2) 構造物の非線形応答の評価 

上記(1)で得られた同一の振幅を有する地震動波形群を用いて，震源距離の変

化に伴う構造物の非線形応答量の変化を評価する．非線形応答は，所要降伏震

度スペクトルで表現することとした．スペクトルの計算条件は，4.3.2 項におけ

る条件と同一である．また，各記録に対して所要降伏震度スペクトルを計算し

た周期 Teq（0.05~5 秒）を対数軸で 4 分割し，各区分の平均震度を震源距離に対

してそれぞれ表示する．得られた結果を図 4.4-7（応答塑性率 1 ，弾性応答

時），図 4.4-8（ 4 ，非線形応答時）に示す． 

 

これらの結果より，振幅スペクトルが等しいにもかかわらず，震源距離が大

きくなるにしたがって，所要降伏震度が小さくなっていることが分かる．これ

は伝播距離が大きくなることによるエネルギーの分散の影響である．ただし，

応答塑性率の変化による勾配の変化についてはこの結果のみからは不明である．

そこで，応答スペクトルの距離減衰式を次式のように定義 65)し，塑性率毎に距

離係数  Tb を評価した． 

 

       TcRTbMTaTR jwA  1010 loglog  (4.4-1) 

 

ここで，  TRA ：周期T 秒の構造物の応答加速度（= 降伏震度×980）， wM ：モ

ーメントマグニチュード， R ：震源距離， cba ,, ：回帰係数である 

 

距離係数  Tb の評価結果を図 4.4-9 に示す．これらの結果から，評価を行っ

た全塑性率，全周期において距離係数  Tb はマイナスの値を示しており，震源

からの距離が大きくなると，位相伝播経路特性の影響で，構造物の非線形応答

量が小さくなることが分かる．これは，経験的グリーン関数法などを実施する

際に，評価対象とする震源域よりも遠方で発生した地震の記録を用いた場合に

は，構造物の非線形応答にとって影響の小さな波形となる可能性を示している．

また，距離係数  Tb を塑性率毎，周期毎に比較すると，構造物の応答塑性率が

大きいほど，周期が長いほど，震源距離の変化に伴う構造物の非線形応答量の

変化が大きいことが分かる．このような構造物を対象とした地震動評価を実施

する場合には，位相の伝播経路特性の取り扱いに細心の注意を払う必要がある

と言える． 
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(a) Teq=0.05～0.158 秒      (b) Teq=0.158～0.5 秒 

 
(c) Teq=0.5～1.58 秒         (d) Teq=1.58～5.0 秒 

図 4.4-7 構造物応答の距離減衰特性 

（応答塑性率 μ=1（弾性応答）の場合） 

 
(a) Teq=0.05～0.158 秒      (b) Teq=0.158～0.5 秒 

 
(c) Teq=0.5～1.58 秒         (d) Teq=1.58～5.0 秒 

図 4.4-8 構造物応答の距離減衰特性 

（応答塑性率 μ=4 の場合) 
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図 4.4-9 伝播経路特性の係数  Tb の評価結果 

（モデル化した  P
grt を用いた場合） 

 

4.4.4 構造物の非線形応答の観点からの考察 

続いて，観測記録の位相特性をそのまま用いて構造物応答の距離減衰特性を

評価するとともに，4.4.3 項で得られた地震動評価結果との比較を行うことで，

モデル化した伝播経路特性の検証を行う．検討に用いた観測記録は以下の条件

で収集し， 終的に 17,430 波を抽出した． 

 

・地震規模 Mj≧6.8 の地震（本震）．また，これら地震の直後に発生した，比較

的規模の大きな余震も用いることとし，1 つの本震に対して複数の余震を選択

した． 

・震源距離 R ≦ 300km 

・ 大加速度 PGA ≧ 1gal 

 

検討に用いた観測記録の地震規模と震源距離の関係を図 4.4-10に示す．これ

より，広い地震規模，震源距離にわたる観測記録を収集していることが分かる．

続いて，地震条件の変化に伴う位相特性の変化のみに着目するため，これらの

全観測記録に対して，振幅スペクトルを図 4.4-6 に入れ替えた時刻歴波形を作

成し，所要降伏震度スペクトルを算定した．なお，スペクトル作成の条件等は

全て 4.4.3 項と同様である． 
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図 4.4-10 収集した観測記録の地震規模－震源距離の関係 

 

得られた所要降伏震度スペクトルに対して式 (4.4-1)を用いて回帰係数

     TcTbTa ,, の算定を行った．まず，地震規模に関する回帰係数  Ta の評価結

果を図 4.4-11に示す．これより，  Ta は，ほぼ全周期帯域でマイナスの値をと

っていることが分かる．地震規模が大きくなると，破壊継続時間が大きくなる．

そのため，地震動の継続時間が長くなる．これにより，単位時間当たりのエネ

ルギーが小さくなり，結果として構造物の応答が小さくなったものと考えられ

る． 

 

図 4.4-11 震源特性の回帰係数  Ta の評価結果 

 

続いて，距離係数  Tb の評価結果を図 4.4-12に示す．この図には，図 4.4-2

の  P
grt に基づいて評価された距離係数  Tb も記載している．両者の結果を比較

すると，周期 1 秒よりも短周期では，観測記録から直接評価した  Tb と今回の

結果はほぼ同一の値を示している．一方で，周期 1 秒よりも長い領域では，塑

性率が大きくなるにつれて両者の差が大きくなっている．長周期成分において
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両者の回帰係数  Tb が異なる結果となった原因としては，観測記録から  Tb を

算定する際に，記録ごとの SN 比の確認を行っていないため，長周期側での信頼

性が低くなっていることや，長周期成分においては波動伝播の影響がより複雑

になるため，式(4.2-14)による表現に限界があること，等が考えられる． 

 

また振幅の影響も含んだ応答スペクトルの距離係数  Tb は-3.0～-1.0程度とな

っており 65)，地震動の距離減衰に与える位相の寄与度は 1～2 割程度と無視でき

ない大きさであることも分かる．つまり，位相の伝播経路特性の影響を無視し，

例えば震源遠方で得られた観測記録の位相をそのまま用いて地震動評価などを

行った場合には，震源近傍で  P
grt の効果を過大に考慮してしまい，結果として

構造物の応答を過小評価する可能性があるといえる． 

 

以上の結果から，少なくとも周期 1 秒よりも短い構造物の非線形応答を表現

するために，式(4.2-14)，図 4.4-2の伝播経路特性  P
grt を用いることは適切で

あるといえる．一般的な道路，鉄道高架橋の周期は概ね 1 秒程度よりも短周期

側であるため，このような構造を対象とした場合には，今回のモデルを適用す

ることで，非線形応答評価にも耐えうる設計地震動の評価が可能となる． 

 

図 4.4-12 伝播経路特性の係数  Tb の比較  
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4.5 位相の震源特性，サイト特性の評価 

4.5.1 検討方法 

 

本節では，地震動位相の震源特性，サイト特性に着目し，各特性の変化と構

造物の非線形挙動の変化の関係について整理を行う．この結果を踏まえ，構造

物の設計地震動を評価する場合の各特性の工学的な設定方法について考察を行

うとともに，現状の強震動予測手法の問題点についても整理する． 

 

具体的な検討方法としては，対象とする地震規模，震源距離，地盤条件の中

で起こりうる地震動位相をシミュレートする．この地震動位相を有し，かつ同

一の弾性加速度応答スペクトルを有する時刻歴波形を作成する．得られた時刻

歴波形を用いた構造物の非線形応答解析を実施することで，構造物応答の変化

の議論を行う．このようなスペクトル適合波に基づく構造物の非線形応答の評

価は，過去に実施されている例がある例えば 33)66)．本検討も基本的にはこれらと同

様の方法で評価を行うが，より幅広いパラメータを用いた検討を実施し，各特

性と構造物の非線形応答特性の関係を詳細に考察する．さらにこれらの結果を

踏まえて設計地震動を評価する際の各特性の取り扱い方法についても整理を行

うことを目的としている． 

 

ここで，今回対象とする地震としては，鉄道構造物の標準地震動で想定して

いる地震規模，震源距離の組み合わせ 15)を設定した．具体的には，内陸活断層

の地震として，Mw7.0 の地震が直下で発生する場合の地震動（これを以降ではス

ペクトル II と呼ぶ）と，海溝型の地震として，Mw8.0 の地震が距離 60km の地

点で発生する場合の地震動（同，スペクトル I）の 2 タイプの地震を対象とする．

また対象地盤は，工学的基盤面（耐震設計上の基盤面，Vs=400m/s 程度）とする．

これらの想定地震に対する弾性加速度応答スペクトルとして，図 4.5-1 に示す

スペクトルが提案されている 67)． 
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図 4.5-1 基準として設定した弾性加速度応答スペクトル 67) 

 

4.5.2 時刻歴波形の作成 

 

(1) 震源特性の設定 

 

位相の震源特性は，次式（式(4.2-13)を再掲）のように断層の破壊過程に従っ

たインパルス列の重ね合わせで表現することとしている． 
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  (4.2-13)再掲

つまり，たとえ同一地震規模，同一震源距離の地震を想定した場合においても，

断層の破壊過程と対象地点の位置関係によって位相の震源特性が大きく変化す

ることが想定される．そこで今回は，図 4.5-2（スペクトル II），図 4.5-3（スペ

クトル I）に示すように，複数の断層の破壊過程と観測点を設定した． 

 

スペクトル II では観測点を断層の周りに 8 地点配置（Site A~H）し，6 パター

ンのアスペリティ，破壊開始点の位置（Case 1~6）を設定し，計 8×6=48 パター

ンについて震源特性の評価を行った．断層は傾斜角 90 度とし，断層上面を地表
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面から深さ 3km の位置に設定した．その他巨視的震源特性および微視的震源特

性については，過去の内陸活断層による地震をもとに提案されている手法 48)に

基づき設定している．アスペリティは 2 つ設定し，破壊開始点付近に大きなア

スペリティ 1 と，それより上部にサイズの小さなアスペリティ 2 を配置した．

破壊は破壊開始点より同心円状に 2.8km/s で広がり，アスペリティ内の破壊は全

体の破壊開始点に も近いコーナーから同心円状に進行するものとした．また

今回の位相モデル化は，断層タイプ，震源からの放射特性等は無視しているた

め，断層設定の際にこれらの条件は考慮していない． 

 

スペクトル I では図4.5-3のように 90km×100km の震源域が傾斜角 18°で陸

地に向かって沈み込むような状況を想定し，アスペリティのサイズ，配置とし

て 2 ケースを設定した．これは過去に発生した M8 級の地震である 2003 年十勝

沖地震における特性化震源モデル 68)を基本として設定したものである．観測点

は陸地側に 21 地点（Site A~U）配置し，計 2×21=42 パターンの震源特性を評価

した．断層の破壊伝播等については，スペクトル II の場合と同様の条件で設定

している． 

 

 

図 4.5-2 観測点，断層の破壊開始点，アスペリティ位置の配置 

（スペクトル II） 
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図 4.5-3.1 観測点，断層の破壊開始点，アスペリティ位置の配置 

（スペクトル I）（ケース 1） 

 

図 4.5-3.2 観測点，断層の破壊開始点，アスペリティ位置の配置 

（スペクトル I）（ケース 2） 
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以上の条件設定により得られる震源特性は，想定される地震の全条件を網羅

しているものではないが，震源域の設定に対してある程度広がりを持った観測

点の設定をしていることから，断層傾斜と観測点の位置関係や断層の破壊伝播

効果をある程度の範囲で検討したものと考えている． 

 

震源特性の評価例として，スペクトル II における Case4, Case5 において算定

されたインパルス列の算定結果をまとめて図 4.5-4 に示す．この結果から，本

手法によって破壊の指向性を適切に表現できていることが分かる．例えば Site C

では Case4 のアスペリティ 1 は破壊が向かってくる方向，Case 5 では破壊が遠ざ

かる方向に位置している．その影響を受けて，Case 4 では継続時間が短く，Case 

5 では継続時間が長くなっている．また，Case 5 の Site A や Site D はアスペリテ

ィ 1, 2 ともに破壊が向かってくる方向に位置しているため，インパルス列とし

ても一つにまとまった形状をしていることが分かる．こういった影響を受けて，

終的に得られる時刻歴波形の継続時間や波形の形状等が変化することが期待

される． 

 

 
図 4.5-4 位相の震源特性の評価例（スペクトル II） 

 

さらにスペクトル I におけるインパルス列の評価例を図 4.5-5に示すが，断層

サイズの違いによって，スペクトル II における結果と比較してインパルス継続

時間が長くなっていることが分かる．これより，地震規模が大きくなることに

よる地震動継続時間の増大を適切に表現出来ていることが期待される． 

0

10

A
m

p. Site A

0

10

A
m

p. Site B  Case 4
 Case 5

0

10

A
m

p. Site C

0

10

A
m

p. Site D

0

10

A
m

p. Site E

0 10 20 30 40 50 60
0

10

A
m

p.

Time(sec)

Site H

0

10

A
m

p. Site F

0 10 20 30 40 50 60
0

10

A
m

p. Site G

Time(sec)



142 
 

 
図 4.5-5 位相の震源特性の評価例（スペクトル I） 

 

(2) サイト特性の設定と地震動合成の条件 

 

サイト特性については，以下のように設定した．既往の検討において，サイ

ト特性の群遅延時間は，対象地盤のせん断弾性波速度と関連付けてモデル化さ

れている 36)．しかしながら，この結果は大きなバラツキを持っていることが分

かっている．そのため観測記録に基づき評価されたサイト特性の平均的な値を

使用することが，設計地震動評価の観点から必ずしも適切ではない可能性も考

えられる． 

 

そこで今回は，既往の提案式 36)によって評価される   L
tgr と   2L

tgr を基本と

しつつ，両者を同時に一定数倍した 10 パターンに対して地震動評価，構造物応

答評価を実施することで，位相サイト特性の変動が構造物応答に与える影響を

把握することとした．また，設定した   L
tgr と   2L

tgr となる正規分布に従った

群遅延時間を発生させる際には，各条件ごとに 10 通りの初期乱数を設定した． 

 

続いて，伝播経路特性は 3.2 節でモデル化した結果を用いる．具体的には，式

(4.2-14)で表わされるように，平均値   P
tgr ，標準偏差   P

tgr ともに震源距離 R

に比例すると仮定した上で，振動数毎の回帰係数  1 ，  2 を図 4.4-2 で与

えた．この震源距離 R については，図 4.5-1に示す L2 地震動の弾性加速度応答

スペクトル設定時に想定している震源距離（スペクトル II：3km，スペクトル I：
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60km）67)を用いて評価した．ここでスペクトル II は，Mw=7.0 の地震が直下で

発生した場合を想定しているが，今回の計算における震源距離は 3km に設定し

ている．これは地表面数 km には地震を発生させにくい領域があるとされており
例えば 69)，地表に断層面が現れている場合でも，この範囲では応力降下がほとんど

発生していないことが指摘されていることを考慮したものである． 

 

終的に発生させた群遅延時間のセットは，スペクトル II では 4800 セット（震

源特性 6 ケース×観測点 8 ケース×サイト特性の変化 10 ケース×サイト特性の初

期乱数 10 ケース），スペクトル I では 4200 セット（震源特性 2 ケース×観測点

21 ケース×サイト特性の変化 10 ケース×サイト特性の初期乱数 10 ケース）であ

る． 

 

以上の流れに従うことで，各ケースの位相スペクトル  O を設定した．続い

て振幅特性は図 4.5-1 の弾性加速度応答スペクトルにフィッティングさせるこ

とで与える．フィッティングの方法としては，フーリエ振幅スペクトルは非減

衰の速度応答スペクトルと概ね一致するという関係 70)を用いて初期のフーリエ

振幅スペクトル  0A を設定し，繰り返し計算により振幅を調整することで，目

標応答スペクトルに適合させた 71)．得られた時刻歴波形の例を図 4.5-6（震源特

性の影響），図 4.5-7（サイト特性の影響）に示す．これらの結果より，各特性

の影響を受けて波形の 大加速度や継続時間が大きく変化していることが分か

る． 

 

(a)Case4                           (b) Case 5 

図 4.5-6 震源特性の違いによる波形形状の変化の例 

（スペクトル II，サイト特性 0.25 倍） 
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図 4.5-7 サイト特性の違いによる波形形状の変化の例 

（スペクトル II，Case 5, Site A） 

 

4.5.3 構造物の非線形応答の観点からの考察 

 

前節で設定された多数の時刻歴波形は全て同一地震規模，震源距離，地盤条

件を想定した，同一弾性加速度応答スペクトルを有する地震動である．つまり

弾性加速度応答スペクトルを基準として設計地震動を選択した場合には，いず

れの波形も選択される可能性のある地震動であると言える．この各種波形が構

造物の非線形応答にどのような影響を与えるのか考察を行う． 

 

検討を行う手法として，各波形の所要降伏震度スペクトル 62)を算定し，構造

物を所要の性能（応答塑性率）に収める際に要求される降伏震度の違いを評価

することとした．所要降伏震度スペクトル作成条件としては前節までと同様で

ある．計算する応答塑性率  は，1（弾性）, 2, 4, 8 の 4 種類とした． 

 

 

(1) 全ての位相特性の変化を含んだ構造物の非線形応答の変動 

 

全ケースの所要降伏震度スペクトルを算定し，まとめたものを図 4.5-8（スペ

クトル II），図 4.5-9（スペクトル I）に示す．これらの図より以下のことが分か

る． 
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(a) 応答塑性率  =1の場合              (b)  =2の場合 

      

(c)  =4の場合             (d)  =8の場合 

図 4.5-8 所要降伏震度スペクトル算定結果（スペクトル II） 

 

まず各図(a)の 1 の結果であるが，平均値は図 4.5-1 の弾性加速度応答スペ

クトルとほぼ一致するものの，それぞれのスペクトルは多少の差が生じている．

これは弾性加速度応答スペクトルにフィッティングさせる際に，完全には一致

させておらず，目標値との誤差をある程度許容（実際には 5%）しているために

発生したバラツキである．このバラツキは 1 の結果に対しても含まれている

ことに注意が必要である．そのため，位相特性の影響を考察する際には，この

振幅特性のバラツキ（弾性応答時に有するバラツキ）を差し引いて検討を行う． 

各結果
平均値
平均±標準偏差
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(a) 応答塑性率  =1の場合              (b)  =2の場合 

      

(c)  =4の場合             (d)  =8の場合 

図 4.5-9 所要降伏震度スペクトル算定結果（スペクトル I） 

 

各図の(a)~(d)を比較すると，(a)の 1 の結果と比較して，(b)~(d)の 8~2 の

結果は応答の変動が大きくなっている．例えば図 4.5-8 (c)を例に挙げて見ると，

周期 0.5 秒， 4 の構造物を設計する場合に構造物に要求される降伏震度は

0.35~0.70 までの範囲を持っている．これが，たとえ同一地震条件，応答スペク

トルを設定した場合にも，位相の各特性の変化によって構造物の非線形応答に

生じてしまう変動である． 

 

各結果
平均値
平均±標準偏差
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続いて応答塑性率，周期の変化に伴う応答の変動を定量的に表現するために，

各応答塑性率  において周期ごとの変動係数を算定した（図 4.5-10(a), (b)）．こ

の図において，(a)がスペクトル II の結果，(b)がスペクトル I の結果である．前

述したとおり， 1 の変動係数（約 0.05）はスペクトルフィッティング時の誤

差であり，構造物が非線形化することによる変動係数の変化は，これを差し引

いた値で評価する必要がある．図 4.5-10より， 1 とその他の結果で変動係数

に大きな差があるが， 8,4,2 の結果にはそれほど違いは見られない．この結

果は，構造物が非線形応答する場合，その応答量の大小にかかわらず，応答の

変動は一定であることを示唆している． 

 

この変化をもう少し詳細に分析するために，スペクトル IIの全波形に対して，

 を 1.0~2.0 まで 0.1 刻みで変化させて再計算した結果を図 4.5-10 (c)に示す．こ

れより  が 2.0 以下の比較的小さい領域では応答の変動は一定ではなく，応答塑

性率が大きくなるにしたがって徐々に変動係数が大きくなっていることが分か

る．このように，応答塑性率が大きくなることで応答の変動が増大するが，そ

の増大は，ある段階で頭打ちになる，という傾向は大変興味深い結果である．

これは降伏点を少し上回った場合の応答でバラツキが大きくなることを示唆し

ているが，この現象の細かなメカニズムについては今後さらに検討を行う必要

がある．ここで，一般的な鉄道構造物の L2 地震時における応答塑性率は概ね

4.0~6.0 程度であると考えられるが，この範囲で想定される応答の変動は一定で

あると考えても問題ない．さらに図 4.5-10より，構造物の周期が長くなるほど

位相の変化に伴う応答の変動が大きくなる可能性があることも分かる． 

 

     

(a) スペクトル II                     (b) スペクトル I 

図 4.5-10-1 応答塑性率の変化に伴う変動係数の変化（その 1） 
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(c) スペクトル II（  =1.0～2.0 の詳細） 

図 4.5-10-2 応答塑性率の変化に伴う変動係数の変化（その 2） 

 

 

(2) サイトの位相特性の変化が構造物応答に与える影響 

 

本検討においては，位相のサイト特性の変化を群遅延時間の平均   L
tgr と標

準偏差   2L
tgr を基準の値から定数倍することによって表現している．ここでは

このサイト特性の違いが構造物応答にどのような影響を与えるのかについて考

察を行う． 

 

整理の方法としては，まず提案値からの倍率毎に所要降伏震度スペクトルを

区分する（10 分類）．次にスペクトルを計算した周期（0.05~5 秒）を対数軸で 4

分割し，各倍率，各応答塑性率，周期区分ごとに所要降伏震度の平均値を求め

る．得られた平均所要降伏震度を倍率 0.25 の結果でそれぞれ基準化し，サイト

特性の変化に伴う所要降伏震度の変化を求める．得られた結果のうち，スペク

トル II によるものを図 4.5-11に示す．スペクトル I における結果は，これと同

様の傾向を示しているため省略する．図 4.5-11の縦軸は，所要降伏震度比の値

が大きいほど降伏震度の大きな構造物が要求されるとともに，同一条件の構造

物においては応答が大きくなることを意味する． 
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図 4.5-11 位相のサイト特性のバラツキが構造物の所要降伏震度に与える影響 

（スペクトル II） 

 
 

図 4.5-11 より，応答塑性率 1 （弾性）の場合，周期，倍率によらず概ね

1.0 となっていることが分かる．これは全条件において弾性加速度応答スペクト

ルにフィッティングさせているため当然の結果である．またこの結果より，フ

ィッティング時の降伏震度の誤差平均値として， 大 0.02 程度が存在している

ことも分かる． 

 

続いて応答塑性率 8,4,2 の結果を見ると，全体的に群遅延時間の倍率が大

きくなるほど所要降伏震度比が小さくなっていることが分かる．この傾向は構
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造物の周期，応答塑性率  の大小にかかわらず概ね同様である．これは構造物

を非線形の領域まで考慮して設計する際には，今回想定した範囲の位相のサイ

ト特性の変化によって，要求される降伏震度が 5%程度変化することを示唆して

いる．この値は前述した 1 の時の誤差（0.02）と比較して，明らかに大きな

値である．また，周期が長いほど，応答塑性率が大きいほど，位相サイト特性

の変化に伴う所要降伏震度比の変化が大きくなることが分かる．つまり，大き

な非線形挙動に期待するような構造物を設計する場合には，サイト特性の設定

時に十分な配慮を必要とする． 

 

このように，位相のサイト特性として使用する   L
tgr ，   2L

tgr の値が小さい

ほど，構造物の非線形応答の観点からは影響が大きくなる．4.2 節において提案

した地震動評価手法におけるサイト位相特性は，振幅の増幅特性の 小位相推

移関数で表現している（式(4.2-15)）．これは，地震動の伝播を 1 次元方向のみで

あるとしていることに相当しており，対象地点の地盤特性を考慮した上で，群

遅延時間の値が相対的に小さくなるような位相スペクトルを設定している．つ

まり，式(4.2-15)を用いて位相スペクトルの評価を行うことで，構造物の非線形

挙動に影響の大きな地震動波形の算定が可能であり，設計地震動の評価という

観点からは，適切な位相特性となっていると言える． 

 

 

(3) 震源の位相特性の変化が構造物応答に与える影響 

 

続いて位相の震源特性の変化が構造物応答に与える影響について考察を行う．

上記(2)の検討結果から，位相のサイト特性は構造物応答に影響を与えることが

分かっているため，ここではサイト特性を固定（基準値の 0.25 倍）して検討を

行う．断層の破壊ケースとしては，スペクトル II では図 4.5-2 の Case 5，スペ

クトル I では図 4.5-3の Case 2 とした．対象地点は，スペクトル II では全地点，

スペクトル I ではサイト H~N とした．結果の整理方法は上記(2)における図

4.5-11と同様である．ただし，ここでの基準降伏震度（所要降伏震度比 1.0）は，

サイト特性を 0.25 倍とした場合の全地点での所要降伏震度の平均値とした．得

られた結果を図 4.5-12（スペクトル II），図 4.5-13（スペクトル I）に示す． 

 

これらの結果より，地点ごとに所要降伏震度比が大きく変化していることが

分かる．ただし応答塑性率 1 の場合は(a)の構造物周期が短い場合を除いて変

動は小さく， 1 の場合は応答塑性率の大小にかかわらずサイトごとの所要降

伏震度比は概ね一致している． 
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図 4.5-12 位相の震源特性のバラツキが構造物の所要降伏震度に与える影響 

（スペクトル II） 
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図4.5-13 位相の震源特性の変化が構造物の所要降伏震度に与える影響 

（スペクトルI） 

 

また図 4.5-12のスペクトル II では，周期ごとに変動があるものの，相対的に

Site B, D, E, F といった地点では所要降伏震度比が大きく，Site C, G, H では小さ

くなる傾向が見られる．前者は破壊が進行する方向であり，図 4.5-2 の震源特

性を示すインパルス列の継続時間が短い地点，後者は破壊が遠ざかる方向に位

置し，インパルス列の継続時間が長い地点である．また図 4.5-13のスペクトル

I では，大まかな傾向として右下がりの傾向を示している．Site H は破壊が向か

ってくる方向，Site N は破壊が遠ざかる方向である．これらの傾向はサイト位相

特性における検討結果と同様に，波形の継続時間，群遅延時間が短くなるほど

非線形応答量が大きくなる傾向があることを示している．これは今回想定した
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ような耐力劣化を起こさない範囲の構造物応答を考えた時には，累積的な変形

の増大よりもエネルギーの集中した 1 波による応答の影響がより大きいためで

あると考えられる．ただし，スペクトル I の地点毎の変化はスペクトル II と比

較して小さく，断層サイズ，震源距離の違いによって，震源特性の影響度合い

が変化することも確認できる． 

 

この結果は，工学的には震源距離，地盤条件，弾性応答量が等しい場合にも，

断層との位置関係による位相特性の変化によって，構造物に要求される降伏震

度が 1 割程度変化することを示唆している．一般に設計地震動を評価する場合

には，多数想定されるシナリオのうち，構造物に影響の大きなシナリオを設定

し，波形合成を実施する．ここで，振幅特性の観点から構造物の非線形挙動に

影響の大きなシナリオは，対象地点においてディレクティビティの影響が大き

くなるようにアスペリティ，破壊開始点を配置した場合であると考えられる．

今回の結果から，このようなシナリオの場合は位相特性の観点からも構造物の

非線形挙動に影響の大きな地震動となっていることが期待されるため，基本的

には従来と同様の考え方で震源特性と対象地点の関係を設定すれば，振幅，位

相ともに設計地震動として適切な波形となっていると考えられる． 

 

また，近年の大規模地震を対象とした特性化震源モデルの構築結果を概観す

ると，従来提案されていた特性化震源モデルの評価方法と比較して，アスペリ

ティサイズが小さくなる結果が多く見られる．4.3 節において得られた新潟県中

越地震を対象とした特性化震源モデルにおいても，アスペリティサイズは全断

層面積の 12%程度と従来から提案されている 22%48)よりも小さい．アスペリテ

ィサイズが小さくなると，本手法におけるインパルス継続時間が短くなる傾向

がある．上述した考察にあるように，インパルス継続時間が短いほど，構造物

の非線形挙動に与える影響は大きくなる．そのため，大きめのアスペリティを

設定することは，構造物の非線形挙動にとっては適切ではないと言える．今後

は，設計地震動を評価する際の位相スペクトル，震源特性の設定という観点か

ら，アスペリティサイズの見直しを行う必要性も考えられる． 
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4.6 まとめ 

 
本章ではまず，経験的サイト増幅・位相特性を考慮した統計的グリーン関数

法により，2004 年の新潟県中越地震を対象とした特性化震源モデルの構築を行

った．さらに構造物の非線形挙動の観点から，適切な位相スペクトルを設定す

る必要があることを確認した．つまり，構造物の耐震設計を念頭に置いた強震

動予測を行う場合には，適切な位相スペクトルを設定し，構造物の応答が過小

評価となることのないよう注意する必要がある． 
 

そこで，土木構造物の非線形挙動を考慮した強震動予測手法の提案を行った．

基本的な考え方は統計的グリーン関数を採用しているが，グリーン関数に与え

る位相特性としては従来の包絡関数によるものではなく，位相の各特性を理論

的，経験的にモデル化したものを用いる．各特性の評価結果が構造物の非線形

挙動の観点から適切であることを個別に確認するとともに，工学的な取扱いを

整理した． 

 

まず，地震動位相の伝播経路特性に着目し，位相の伝播経路特性のモデル化

を行うとともに，モデル化した位相の伝播経路特性が構造物の非線形応答に与

える影響について評価した．その結果，モデル化した伝播経路特性を用いた地

震動シミュレーションによる構造物の非線形応答は，周期 1 秒よりも短周期側

において過去の観測記録による結果と調和的であった．一般的な道路，鉄道高

架橋を対象とした場合には，今回提案した位相伝播経路特性を使用することで，

非線形応答評価にも耐えうる設計地震動の評価が可能となる． 

 

続いて，地震動位相のサイト特性が構造物応答に与える影響は，使用する

  L
tgr ，   2L

tgr の値が小さいほど，構造物の非線形応答量が大きくなる．提案

した地震動評価手法におけるサイト位相特性は，地震動の伝播を 1 次元方向の

みであるとしていることに相当しており，対象地点の地盤特性を考慮した上で，

  L
tgr ，   2L

tgr が相対的に小さくなるような位相スペクトルを設定している．

つまり，本手法を用いた位相スペクトルの評価を行うことで，構造物の非線形

挙動に影響の大きな地震動波形の算定が可能であり，設計地震動の評価という

観点からは，適切な位相特性となっている． 

 

後に，地震動位相の震源特性が構造物応答に与える影響は，ディレクティ

ビティの影響が大きい地点ほど非線形応答が大きくなる傾向があることを示し
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た．この震源特性の差によって構造物に要求される性能として降伏震度が 1 割

程度変化する可能性があることも明らかにした．設計地震動を評価する際の震

源特性として，破壊伝播効果が大きくなるようにアスペリティ，破壊開始点を

設定することで，振幅特性だけでなく位相特性の観点からも適切な評価がされ

ることを確認した．また，設計地震動評価という観点から，特性化震源モデル

を見直す必要性についても言及した． 

 

以上のように，提案手法を用いることで，構造物の非線形挙動という観点か

らも適切な地震動波形の評価が可能であり，設計地震動を設定する際の地震動

算定手法として本手法の展開が期待される． 
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第 5 章 非線形応答スペクトルに適合した波形の合成方法 

5.1 概説 

 

近年の土木構造物の耐震設計に用いる地震作用として，対象とする震源域を

特定した強震動予測手法により評価する機会が多くなっている例えば 1),2)．しかし

ながらこの強震動予測手法において評価される地震動波形には，破壊開始点，

アスペリティの位置や位相算定時の乱数セットの設定，その他各震源パラメー

タの設定等の多様なバラツキ，不確定性が含まれている例えば 3)4)．そのため，1 回

の計算によって得られる地震動波形は多数想定される母集団のうちの 1 サンプ

ルでしかなく，これをそのまま用いて耐震設計を行う場合には，十分な注意を

要する 5)．具体的には，これらの不確定性を全て考慮した上で，モンテカルロシ

ミュレーション等により想定される多数の地震動群を作成する，という考え方

も一つの手法として取り得る選択肢として考えられる． 

 

一方で，例えば土木構造物の耐震設計においては，設計地震動を工学的基盤

面（Vs=400m/s 程度の硬質地盤）において設定し，それより上層の地盤の影響，

構造物の応答は地点毎の時刻歴動的解析によって評価することを原則とした流

れとなっている場合もある 5)．つまり上述したモンテカルロシミュレーションに

基づいた多数の地震動群が与えられた場合には，設計者は地盤，構造物挙動の

評価として膨大な計算を実施する必要があり，実務的に現状の設計手続きにお

いては到底対応不可能な要求を課することになりかねない． 

 

このような中で，ISO6)においては reference earthquake motion（参照地震動）と

seismic action（地震作用）を明確に分離して定義している．参照地震動は構造物

の耐震性能評価のために規定する地震動であり，地震作用は，参照地震動に基

づいて次の段階で規定することになっている．そのため工学的基盤面位置にお

いて算定された多数の地震動群を参照地震動と定義した場合，この位置で何ら

かの手法を用いて適切な地震作用（設計地震動）を選定することも考えられる．

こうすることで，実務上現実的な作業量で，各種不確定性を考慮した上での断

層を特定した強震動予測手法に基づいた構造物の耐震設計が可能となる． 

 

強震動予測に基づく地震動波形の中からある目的に沿った地震動を抽出する

という検討は，これまでいくつか実施されている例えば 7)～9)．しかしながら強震動

予測に基づく地震動波形の中から 1 波を選択するという手法例えば 7)8)では，目標
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とする規準（例えば参照地震動群の平均値）との乖離が大きくなる場合も存在

する．また，参照地震動群の中から情報量という指標を用いてある規準を満足

する複数波を選択する手法も提案されている 9)が，これはある単一の構造を対象

とした場合にのみ適用可能な方法であり，例えば延長の長い道路，鉄道構造物

などを対象とした場合には，地点毎の構造特性を個別に勘案して，設計地震動

群を選択するという作業が必要となる． 

 

以上を踏まえ本章では，参照地震動群の中から適切な設計地震動 1 波を算定

する手法について検討を行う．またこの時に対象とする構造は，ある単一の構

造のみとするのではなく，振動特性の異なる複数の構造形式，幅広い断面諸元

に対しても適用可能なものとする． 

 

検討の流れとしては，まず 5.2 節において設計地震動として備えているべき項

目について整理を行う．その結果として，複数の振動特性を有する構造物が連

続するような線状構造物等を対象とした場合，参照地震動群の中から 1 波を選

択するという方法は適切ではなく，何らかの手法によって複数波を選択するか，

もしくは設計地震動として有するべき条件を満足した時刻歴波形 1 波を新たに

合成する必要があるということを示す．続いて 5.3 節において設計地震動を合成

する手法について提案を行い，5.4 節において手法の妥当性を確認する． 

 

提案手法の特徴としては，①構造物の設計時に重要な指標である非線形応答

量を目標とした波形合成を行っている．さらに②高架橋，盛土といった振動特

性の異なる複数の構造物を対象とした設計地震動を 1 波抽出することができる．

また，③波形合成を行う際の要素地震としては，参照地震動群のみを用いてい

るため，地震規模等の変化に伴う経時特性，サイト増幅特性などの影響を含ん

だ上で，因果性を満足する地震動波形を評価することができる点にある． 
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5.2 設計地震動として要求される項目 

 

ここではまず設計地震動として要求される項目について整理を行う．なお，

本検討において対象とする構造物は道路，鉄道のような線状土木構造物（主に

橋梁・高架橋，土構造物）とする． 

 

(1) 振動特性の異なる構造物への対応 

 

道路，鉄道構造物には，橋梁・高架橋，盛土・擁壁等の土構造物，開削トン

ネルなど多様な振動特性を有する構造が存在する．このうち，橋梁，高架橋，

開削トンネルの応答値は，地震時の瞬間的な最大応答値，盛土・擁壁等の土構

造物は地震動の継続に伴う累積変形量を用いて主に性能照査が行われている．

例えば鉄道構造物においては，一般的な場合の応答値算定手法として，前者が

非線形応答スペクトル法 10)，後者がニューマーク法 11),12)という取扱いの大きく

異なる方法を用いている．そのため一方の構造物の応答値を算定するために適

切な地震動が，もう一方の構造にとっては適切ではない地震動であることも十

分考えられる．実際，鉄道構造物で用いられている標準地震動 13)は，主に橋梁・

高架橋を対象として設定されており，土構造物の応答値を算定するための地震

動は，これに適切な補正を施したもの 14)が用いられている 5)． 

 

しかしながら同一地点において用いられる設計地震動は，たとえ構造形式が

変化した場合にも同一であることが望ましく，こうすることで設計時の取り扱

いが容易になるという利点もある．そのため，設計地震動が具備する条件とし

ては，これら振動特性，応答値算定手法の大きく異なる異種構造物の応答を考

慮した時刻歴波形となっていることが挙げられる． 

 

 

(2) 幅広い周期帯域，非線形応答量への対応 

 

橋梁・高架橋を例にとった時，トンネルや斜面付近に建設される構造物の高

さは，場合によっては 1~3m 程度と非常に低い構造となることがある．一方で，

長大橋梁，河川橋梁等の特殊な構造を考えると，高さ 20m やそれ以上の構造も

存在する．またこれと同様に，それぞれの構造が有する降伏耐力，変形性能も

バリエーションに富んでおり，たとえ同一構造形式であったとしても，その周

期特性や同一地震が作用した場合の非線形程度はさまざまであると考えられる． 
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当然ではあるが，例えばある一つの指標（例えば，ある構造に対する弾性応

答値など）が同一の波形であっても，これとは異なる周期特性を有する構造に

対する弾性応答値は大きく異なる場合がある．さらに構造物の塑性化までを考

慮するとこの分岐は多種多様にわたる．そのため，最終的に算定される設計地

震動は，これら周期特性，非線形特性の異なる構造に対しても適用可能な時刻

歴波形となっていることが望まれる． 

 

 

(3) 参照地震動群から 1 波を選択することの限界 

 

各種不確定性を考慮した強震動予測を多数回実施することで，複数の地震動

波形群（参照地震動群）が得られる．それぞれの参照地震動は，それぞれある

単独のシナリオを想定した場合に想定される 1 つのサンプル波形となっており，

この中から代表的な 1 波を設計地震動として用いることができれば，その時刻

歴波形が有する背景も明快となる．過去の強震動予測に基づく地震動評価にお

いても，複数シナリオの地震動波形の中から，何らかの指標を用いて地震動波

形 1 波を選択する場合が多いと考えられる例えば 7),8)．そこで，ここでは参照地震

動群の中から適切な 1 波を取り出すことを試みるとともに，この場合の問題点

を確認する． 

 

まず，対象とする参照地震動群は，Mw6.8 の地震が近傍で発生した場合の地

震動評価結果とする 4)．波形合成手法の詳細については省略するが，これは第 4

章に示したように，地震観測記録に基づくサイト増幅特性 15),16)，モデル化され

た位相特性 17),18)を用いた統計的グリーン関数法 19)に基づき波形合成が実施され

たものであり，アスペリティ，破壊開始点位置，断層破壊のゆらぎ等の不確定

性を考慮した 1000 ケースの地震動評価を行っている．得られた地震動波形の例

を図 5.2-1に，全波形の弾性加速度応答スペクトルを重ね描いたものを図 5.2-2

に示す．まず図 5.2-1 の時刻歴波形では，アスペリティの配置によって波形の

包絡形状に多少の変化が見られるものの，最大加速度レベル，継続時間は概ね

同様の傾向を示している．一方で図 5.2-2 の弾性加速度応答スペクトルは，周

期毎に最大と最小の比率は 5 倍程度と大きくばらついており設計地震動として

どの波形を選択するかによって設計される構造断面が大きく異なることが予想

される． 
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図 5.2-1 強震動予測手法によって得られた参照地震動の例 

（時刻歴波形，フーリエ振幅スペクトル） 
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図 5.2-2 参照地震動群の弾性加速度応答スペクトル（h=0.05） 

 

ここで例えば各参照地震動の中から，これらの平均的な応答を示す地震動を

抽出することを試みる．対象とする周期帯域は図 5.2-2に示す 0.1～5.0 秒とし，

周期の分割は対数軸で等間隔となるように調整した．この各周期においてそれ

ぞれの波形の応答スペクトルと平均応答スペクトルとの誤差の 2 乗平均を算定

し，これが最も小さくなる 1 波を抽出した．最終的に抽出された時刻歴波形を

図 5.2-3に，この波形を用いて評価される弾性加速度応答スペクトルも図 5.2-2

に赤線で示している．この結果より，選定された波形は大まかな傾向として応

答スペクトルの平均に近い応答を示しているものの，そのバラツキは周期によ

って大きく，全波形の平均＋標準偏差よりも大きな応答を示す周期帯も存在す

る． 

 
図 5.2-3 弾性加速度応答スペクトル群（図 5.2-2）の 

平均に最も近い地震動波形 
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さらに第 4 章でも示したが，構造物はこのような大規模地震時には非線形挙

動をするため，この時の非線形応答量で議論することの方がより重要である．

また，応答スペクトル（弾性，非線形）は主に橋梁・高架橋のような最大応答

値を照査指標として用いる構造に対して有効であり，盛土等の土構造物のよう

な累積的な変形によって損傷が発生する構造に対しては適用することが出来な

い．そこで，所要降伏震度スペクトル，盛土の変形量の観点から，抽出された

波形の位置づけについても整理を行う． 

 

まず，高架橋の非線形応答値については，所要降伏震度スペクトルで整理す

ることとした．所要降伏震度スペクトルは，鉄道構造物の RC 高架橋をイメージ

した条件 5)で計算を実施する．具体的には，構造物全体系の非線形特性として

Clough モデル 20)（α = 0.10，β = 0.20）を用い，減衰は構造物の周期に依存する

形で設定した（h = 0.04/T (0.10 ≦ h ≦ 0.20)）．対象とする応答塑性率 μ（= δu/δy）

は 1（弾性）, 3, 6, 9 の 4 タイプとした．この条件に基づき得られた結果を図 5.2-4

に示す．続いて盛土の変形量は，既往の検討 21)で定義されている基準化滑動変

形量 δb を，盛土の降伏震度 Kyを変化させた複数ケースに対して算定した．最終

的に得られた δb と Ky の関係を整理したものを図 5.2-5に示す． 

 

 
図 5.2-4 参照地震動群と抽出波形の関係（所要降伏震度スペクトル） 
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図 5.2-5 参照地震動群と抽出波形の関係（土構造物の変形量） 

 

これらの結果より，構造物の非線形程度，応答特性の違いによって，抽出さ

れた波形の位置づけが大きく変化することが分かる．具体的には，例えば周期 2

秒の高架橋を考えた場合，弾性応答時（図 5.2-2）には抽出した波形は参照地震

動群の平均よりも大きな応答となるが，構造物が大きく塑性化（μ=9）した場合，

波形群の平均よりも小さな応答を示している（図 5.2-4）．また，土構造物を考

えた場合，抽出された波形は参照地震動群の平均よりも大幅に小さな応答とな

る（図 5.2-5）．このように，参照地震動群から一つの地震動波形を抽出した場

合，構造諸元や応答特性が変化した場合には，予め想定したようなレベルの地

震動とはなっていない可能性が高いと考えられる． 

 

以上をふまえ，次節では，構造物の諸元（周期，降伏震度），振動特性の異な

る構造形式の応答を考慮した場合にも，適切な応答値を与える時刻歴波形 1 波

を参照地震動群に基づいて合成する手法の提案を行う． 
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5.3 波形合成手法 

 

多数の参照地震動群から，構造物の非線形挙動を考慮した上での設計地震動 1

波を合成する手法の提案を行う．具体的な手順は以下に示すが，各参照地震動

群のウェーブレット係数を加重平均することで，各波形の特性を含んだ上での

時刻歴波形を合成する．合成波形によって算定される構造物の応答値が目標応

答値に最も近くなる各波形の重み係数を評価する． 

 

5.3.1 問題設定 

 

(1) 構造物の応答値   yD の定義 

 

ある地震動 y が作用した場合の構造物の応答値を   yD と定義する．ここでの

構造物の応答値は，高架橋だけに限定したものではなく，任意の構造形式の構

造を含めた応答を意味している．また応答が線形であるか，非線形であるかも

問わない． 

 

例えば高架橋と盛土を対象とした場合の応答値   yD は，以下のようなベクト

ルで表現する． 

 

        
     
     
     yKhyKhyKh

yTKyTKyTK

yTKyTKyTK

yTKyTKyTKyD

j
bbb

klhylhylhy

khyhyhy

khyhyhy

,,,,,

,,,,,,,,,

,,,,,,,,,,

,,,,,,,,,

21

21

22212

12111





















 (5.3-1)

ここで， 

 yTK klhy ,,  ：周期 kT 秒の高架橋に地震動 y を入力した場合に，応答塑性率が

l となるような高架橋の降伏震度 

 yKhk
b ,  ：降伏震度 kKh の盛土に地震動 y を入力した場合の基準化滑動変

形量 (m) 

  ：高架橋応答と盛土応答の評価指標，パラメータ数，重みを補正

するための係数（今回は =1 とする） 

である． 
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(2) ウェーブレット変換 

 

ある時刻歴波形
   tx i

を考える．ここで i は， L 個の時刻歴波形（参照地震動

群）の i 番目の波形であることを意味している（ Li ,,3,2,1  ）．この波形をウェ

ーブレット変換すると次式のように表わせる． 

 

       







M

j

N

k
kjkj

ii tatx
1

1

0
,,   (5.3-2)

   ktt jj
kj  22 2/

,   (5.3-3)

ここで， jN 2 である．  t はアナライジングウェーブレットであり，今回は

周波数領域でコンパクトサポートな直行ウェーブレットである Meyer によるも

の 22)を用いる． 
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(5.3-4)

 

 

(3) 波形合成 

 

L 個の時刻歴波形
   tx i

を用いて，次式により時刻歴波形  ty を合成する． 

   







M

j

N

k
kjkj tty

1

1

0
,,   (5.3-5)

   



L

i

i
kj

i
jkj aW

1
,,   （   0i

jW ） (5.3-6)

ここで，  i
jW ： i 番目の波形の j次における重み係数である． 

 

 

(4) 目的関数の設定 

 

式(5.3-5)で評価される時刻歴波形  ty による応答値   yD が，予め設定した目
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標応答値  ettD arg
に十分近くなるような重み係数  i

jW を算定する．また，重み係

数  i
jW が小さくなるという Tikhonov の正則化法による拘束 23)も与える．具体的

には目的関数を次式で定義する． 

 

目的関数：   min
222arg  WyDD ett   (5.3-7)

 

ここで，最適な正規化パラメータ を算定するためには，GCV24)，L カーブ法 25)

等が用いられるが，今回は簡易的に一律 =0.01 を用いた． 

 

 

5.3.2 最適化の方法 

 

式(5.3-7)の目的関数を最適化する方法としては，ヒューリスティックアルゴ

リズムの一つである遺伝的アルゴリズム（Genetic Algorithm, GA）26)を用いるこ

ととした．GA は初期モデルの制約が少なく，かつロバスト性が高いために，観

測記録等を説明する地盤構造の推定等に数多く適用されている例えば 27)．また第 3

章においても伝達関数を満足する地盤構造評価手法として GA を用いている．

本章における GA の各種計算条件を以下に示す． 

 

まず，適応度の高い解周辺を探索し，より最適な解を求めるために，ルーレ

ット選択規則を用いる．また，局所的な解にとどまることを防ぎ，より広範囲

な解を探索するために，動的突然変異を発生させる．重み係数  i
jW の範囲は，

  10  i
jW とし，これを 8 ビットで離散化する．GA のパラメータとして，個体

数 20，交差確率 70%とする．また，世代数 1000 とする．以上の操作を初期乱数

を変化させてそれぞれ独立に 10 回繰返し，最終的に得られた 10 個の波形の中

から式(5.3-7)の目的関数を最も満足する波形を抽出する． 

 

また参照地震動群が多数存在する場合には，未知数が多くなるため効率的な

収束が期待できない可能性がある．そこで，次節に示す参照地震動群として 1000

波を用いた検討においては，事前に各地震動を用いた応答と目標応答の誤差を

算定し，誤差の小さな 100 波を予め選定している．そしてこの 100 波を選択さ

れた参照地震動群として波形合成を行うこととする． 
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5.4 提案手法の適用性 

 

本節では，提案した波形合成手法を実際の時刻歴波形群に適用することで，

適用性の確認を行う．まず，経時特性，周波数特性の大きく異なる観測記録 2

波に対する高架橋の応答（線形応答，非線形応答）を対象として検討を行う．

続いて，実際の強震動予測によって評価された多数の参照地震動群を用いた検

証を行う．最後に振動特性の大きく異なる盛土の応答も含めた最適化を実施す

ることで，本手法によって得られる地震動波形 1 波が複数の振動特性の異なる

構造を対象とした場合にも適用可能であることを確認する． 

 

5.4.1 特性の異なる 2 波形を参照地震動として用いた場合 

 

まず，特徴の異なる 2 波形（兵庫県南部地震 JMA 神戸，釧路沖地震 JMA 釧

路）（図 5.4-1～図 5.4-3）を参照地震動として設定し，目標としたスペクトル

をターゲットとして提案手法を適用することで，手法の妥当性の確認を行う． 

 

図 5.4-1 参照地震動の時刻歴波形 

（上段：兵庫県南部地震 JMA 神戸，下段：釧路沖地震 JMA 釧路） 
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図 5.4-2 参照地震動の弾性加速度応答スペクトル 

 

図 5.4-3 参照地震動の所要降伏震度スペクトル 
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(1) 構造物の弾性応答のみを代表応答値とした場合 

 

まずは弾性加速度応答スペクトル（h=0.05）のみを目標スペクトルとして設定

した場合の手法の適用性を確認する．式(5.3-1)における代表応答値   yD は，こ

こでは弾性加速度応答スペクトルの形で記述することとし，神戸 JMA の応答ス

ペクトル  tRA1 と釧路 JMA の応答スペクトル  tRA2 から次式により設定した． 

     tRAtRAtRA ett 21arg 4.06.0   (5.4-1)

具体的なスペクトルを図 5.4-4 に示すが，これは神戸 JMA と釧路 JMA の弾性

応答を 6:4 で荷重平均したスペクトルである．周期 0.05 秒から 10 秒までを対数

軸で均等に 200 分割したものを構造物の応答値   yD とする． 

 

 
図 5.4-4 参照地震動の弾性加速度応答スペクトル 

 

最適化を実施する前に最大加速度の出現時刻を両波形で一致させるように，

時間軸を移動させている．また，最適化を行う際にウェーブレット次数 j は 18

次まで考慮することとし，データ数 262144N として元波形には後続の 0 を加

えている．ただし対象とする周期は 0.05～10 秒であるため，この周期帯以外の

成分は，応答にそれほど影響を与えないと考えられる．そこで計算を効率化さ

せることを目的として，サポート周期として対象周期以外となるウェーブレッ

ト次数における最適化は実施しないこととし，これらの次数における重み係数

は 0.5 を固定で与えることとする． 

 

この条件に基づきターゲットの応答スペクトルを満足する波形の探索を行っ
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た．最終的に得られた時刻歴波形を図 5.4-5 に，この時刻歴波形から算定され

る弾性加速度応答スペクトルを図 5.4-6に示す． 

 

 
(a) 加速度波形 

 
(b) 速度波形 

図 5.4-5-1 合成された時刻歴波形（その 1） 
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(c) 変位波形 

図 5.4-5-2 合成された時刻歴波形（その 2） 

 

 
図 5.4-6 合成された時刻歴波形の弾性加速度応答スペクトル（h=0.05） 
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変位波形はその傾向を適切に反映した結果となっている．具体的には，加速度

波形では波形の形状として JMA 釧路の影響を強く受けている．逆に，変位波形

では波形の形状として神戸 JMA に類似した形状を示している．このように，提

案手法を用いて波形合成を行うことで，目標とするスペクトルの周波数ごとに

影響の大きな地震波の特徴を含んだ地震動波形が得られることが分かる． 

 

 

(2) 構造物の非線形応答を代表応答値とした場合 

 

続いて，非線形応答スペクトルを目標値とした場合の波形合成を行う．非線

形応答スペクトルは，5.2 節で示した結果と同様に，鉄道 RC 高架橋を対象とし

て作成する．対象とする周期は，構造物の固有周期が 0.1～5.0 秒とし，その間

を対数軸で均等に 40 分割して与えた．応答塑性率  は，1（弾性時）,3,6,9 の 4

種類のスペクトルを全て用いる（図 5.4-3）．目標スペクトルは上記(1)と同様に，

神戸 JMA を 0.6 倍，釧路 JMA を 0.4 倍したものを足し合わせた所要降伏震度ス

ペクトルとした（図 5.4-7）．その他の計算条件は全て上記(1)と同様である． 

 

図 5.4-7 参照地震動の所要降伏震度スペクトル 

（2波を参照地震動とした場合） 

 

0.1 0.5 1 5
0.01

0.05
0.1

0.5
1

5

所
要

降
伏

震
度

等価固有周期  Teq(sec)

μ=1

 神戸JMA
 釧路JMA
 目標スペクトル

0.1 0.5 1 5
0.01

0.05
0.1

0.5
1

5

所
要

降
伏

震
度

等価固有周期  Teq(sec)

μ=3

0.1 0.5 1 5
0.01

0.05
0.1

0.5
1

5

所
要

降
伏

震
度

等価固有周期  Teq(sec)

μ=6

0.1 0.5 1 5
0.01

0.05
0.1

0.5
1

5

所
要

降
伏

震
度

等価固有周期  Teq(sec)

μ=9



178 
 

ただし，最適化時に対象とする周期帯は，構造物の非線形化に伴う振動周期

の長周期化を考慮する必要がある．具体的には，次式により構造物の非線形応

答時の卓越周期を簡易的に算定し，これをサポートする周期帯域までを対象と

して最適化を実施する． 

 11
'







eqTT  (5.4-2)

ここで， eqT は構造物の固有周期， は応答塑性率， 'T は構造物の振動卓越周期

である．具体的には，対象とする構造物の周期のうち最も短いものが周期 0.1 秒

の構造が弾性応答（ 1 ）した場合（ 1.0'T 秒），最も長いものは周期 5 秒の

構造が応答塑性率 9 となった場合（ 2.11'T 秒）であるため，この範囲（0.1～11.2

秒）をサポートするウェーブレット次数を対象とした最適化を実施する． 

 

上記の条件に基づき波形合成を実施した結果，得られた波形を図 5.4-8，図

5.4-9に示す． 

 

 
(a) 加速度波形 

図 5.4-8-1 合成された時刻歴波形（その 1） 
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(b) 速度波形 

 
(c) 変位波形 

図 5.4-8-2 合成された時刻歴波形（その 2） 
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図 5.4-9 合成された時刻歴波形の所要降伏震度スペクトル 

 

これらの結果より，提案した手法によって得られた時刻歴波形は，ターゲッ

トとするスペクトルを良好に再現していることが分かる（図 5.4-9）．また，時

刻歴波形の特徴としては，弾性スペクトルのみを対象とした場合と同様に，元

の 2 波形の特徴をあわせ持った地震動となっている．つまり，本手法によって

得られる時刻歴波形は，参照地震動の振幅，位相特性の特徴を有しているとと

もに，ターゲットとする非線形スペクトルに良好に一致している． 

 

5.4.2 多数の強震動予測結果を参照地震動として用いた場合 

 

続いて，実際の強震動予測結果から得られる多数の参照地震動群を対象とし

て本手法を適用し，設計地震動の合成を試みる．対象とする参照地震動群は，

5.2 節で検討に用いた合計 1000 ケースの時刻歴波形とした．各波形の弾性加速

度応答スペクトルを図 5.2-2に示しているが，それぞれの波形は大きくばらつ

いている． 
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波形を合成する手法は，上記(2)の 2 波を用いた場合と同様である．ただし，

最適化を実施する際に対象とする波形群としては，1000 波全てを用いるのでは

なく，各波形による応答と目標スペクトルとの差を事前に算定し，この差が小

さな 100 波のみ選択して用いることとした．また，対象とする構造物の応答値

  yD は，参照地震動群の所要降伏震度スペクトル（応答塑性率 9,6,3,1 ）の

平均値とした．各波形の所要降伏震度スペクトル，目標とする所要降伏震度ス

ペクトルをまとめて図 5.4-10に示す． 

 

 

図 5.4-10 参照地震動の所要降伏震度スペクトル 

（多数の強震動予測結果を参照地震動とした場合） 

 

以上の条件に基づき，最適な重み係数を算定した．最終的に得られた時刻歴

波形を図 5.4-11に，この波形の所要降伏震度スペクトルを図 5.4-12に示す．
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おり，対象とする震源域，地点の影響を含んだ地震動波形となっていると言え

る．つまり，本手法によって波形合成を行うことで，地点の地震環境，震源の

破壊過程の不確定性を考慮した上で，構造物の非線形応答量の観点からも適切

な設計地震動の評価が可能となる． 

 

 

図 5.4-11 合成された時刻歴波形 

 

 

図 5.4-12 合成された時刻歴波形の所要降伏震度スペクトル 
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5.4.3 土構造物と高架橋の応答を同時に対象とした場合 

 

上記 5.4.2 項の検討は，構造物の応答値   yD を評価する構造形式として高架

橋のみを対象としていた．一方で，土構造物はこれとは振動特性が異なり，か

つ応答の評価法も大きく異なる．そのため前述したように，高架橋の応答にと

って適切な地震動波形が土構造物の応答にとって適切な波形とはなっていない

ことも十分考えられる．しかしながら例えば両構造が隣接する場合に，各々の

設計地震動が異なるということは好ましい状況ではなく，可能であれば用いる

設計地震動は両者の特性を考慮した上で同一の波形として選定されることが望

ましい．そこで，構造物の応答値   yD に土構造物の変形量も加味した波形合成

を実施することで，複数の振動特性を対象とした場合の提案手法の適用性を確

認する． 

 

目標とする構造物の応答値   yD のうち，高架橋の応答は 5.4.2 項と同様に参

照地震動 1000 波の平均応答値（図 5.4-10）を用いる．土構造物の応答値も，こ

れと同様の参照地震動 1000 波を用いた基準化変形量 21)の平均値を対象とする．

なお，盛土の降伏震度 Ky は 0.2～1.0 までを 0.05 刻みで算定する．実際に与え

た土構造物の目標応答値を図 5.4-13に示す． 

 

 

図 5.4-13 参照地震動の基準化変形量 
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重み係数を算定する手法も基本的には 5.4.2 項と同様とする．ただし，今回用

いた土構造物の変形量評価手法 11)12)では，土構造物の振動特性は考慮していな

い．そのため，最適化を行うウェーブレット係数を構造の周期特性から限定す

るという手法をそのまま用いることは出来ない．一方で，今回の土構造物の変

形量算定法は，地震動の加速度波形をダイレクトに用いるため，波形の短周期

成分の影響が非常に大きくなると考えられる．そこで，土構造物の応答も含ん

で検討を行う際には，高架橋を対象とした場合の対象周期帯よりも短周期側の

ウェーブレット係数も対象として最適化を実施することとする． 

 

以上の条件に基づき，最適な重み係数を算定した．最終的に得られた結果を，

図 5.4-14（時刻歴波形），図 5.4-15（所要降伏震度スペクトル），図 5.4-16（土

構造物の基準化変形量）に示す．まず，図 5.4-15の所要降伏震度スペクトルは，

土構造物の影響を無視した場合（図 5.4-12）と概ね同程度の一致度を示してい

る．また図 5.4-16より，今回得られた時刻歴波形は，土構造物の応答の観点か

らも適切な波形となっていることが分かる． 

 

ここで，土構造物の応答は波形の短周期成分の影響が非常に大きいため，得

られる波形の形状（図 5.4-14）としては，短周期成分が大きく卓越したような

波形となっており，加速度が非常に大きくなっている．そのためこの波形は実

際の地震動波形と多少の乖離があると考えられる．ただし，この時刻歴波形を

用いて構造物の応答値算定，性能照査を行うことで，構造物諸元の変化，構造

形式の違いによらず，1 波の応答解析のみで目標とする性能（ここでは全波形の

平均的な応答に対する性能）を満足する構造を設計可能であるため，設計地震

動として要求される条件を具備していると言える． 

 

 

図 5.4-14 合成後された時刻歴波形 
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図 5.4-15 合成された時刻歴波形の所要降伏震度スペクトル 

 

図 5.4-16 合成された時刻歴波形の基準化変形量 
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5.5 まとめ 

 
第 4 章で提案した地震動評価手法を用いることで，構造物の非線形挙動を考

慮した地震動波形が得られる．しかしながら依然として，断層の破壊過程等の

各種パラメータは多くの不確定性を含んでおり，これらを全て考慮した場合に

は，バラツキの大きな多数の地震動波形が評価される．この地震動波形群の各

波形を参照地震動と考え，これらの各特性を反映した中で，構造物の非線形挙

動の観点から適切な設計地震動を評価する手法を提案した． 

 

具体的には，目標とする非線形応答スペクトル，その他各指標に適合するよ

うな時刻歴波形を各参照地震動群のウェーブレット係数を適切に重ね合わせる

ことで評価する．重ね合わせを行う際の重み係数は，遺伝的アルゴリズムを用

いることで，ロバストかつ現実的な時間で決定することが可能である．提案し

た手法を実際の強震動予測に基づく地震動波形群に適用することで，幅広い指

標（高架橋の固有周期・非線形応答量，土構造物の滑動変形量）を全て考慮し

た上で，適切な時刻歴波形を合成可能であることを確認した．本手法を用いる

ことで，同一地点に存在する土木構造物に対して，同一の設計地震動 1 波によ

る応答値算定，性能照査のみで適切な耐震設計が可能となる． 
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第 6 章 地震危険度解析に基づく生起確率付地震動波形群

の合成方法 

6.1 概説 

 

構造物の地震時性能を表現する指標として，我が国の現在の道路，鉄道構造

物の耐震設計では，ある想定地震動に対して崩壊する，崩壊しないといった考

え方が採用されてきた 1),2)．一方で，構造物の耐用期間内に想定される全ての地

震に対してどの程度破壊する確率を有するのか，という信頼性設計の考え方も

提案されている例えば 3)．信頼性設計を行う際の一つの指標として考えられる地震

による構造物の損傷確率は，一般的には地震危険度解析例えば 4),5)によって得られ

るハザード曲線と構造物のフラジリティー曲線が揃っていれば，両者の結果を

積分することで，比較的容易に評価することができる例えば 6)． 

 

このうち，確率論的な地震動評価は，兵庫県南部地震以降，多数の地震調査

が実施された結果として，活断層の位置や発生間隔等の情報が飛躍的に蓄積，

公開されており，電力などの分野においては，これらの成果が活用されている例

えば 7),8)．さらに米国では，原子力発電所施設の確率論的地震安全性評価（地震 PSA）

や，土木・建築構造物の設計地震動設定に確率論的な概念が積極的に取り入れ

られている例もある 9)． 

 

一方で，構造物のフラジリティー曲線は，既往の地震被害に基づく評価や解

析的な評価に基づいて評価することができる例えば 10)~12)．しかしながら，例えば

延長の長い道路，鉄道路線などの多様な振動特性を有する構造物に対して損傷

確率を評価する場合には，それぞれに対応したフラジリティー曲線を事前に算

定しておく必要がある．また例えば高架橋の上に建設された電柱などのような

付帯構造の損傷確率や土木構造物上を走行する車両の安全性等を評価しようと

した場合には，高架橋の応答も含んだ形でのフラジリティー評価が必要となり，

簡易な形式での表現が困難になると考えられる． 

 

これらの問題を解決するためには，地震作用としてハザード曲線ではなく確

率を有した時刻歴波形を用いた動的解析を直接実施する方法が考えられる．時

刻歴波形を用いることで，あらゆる構造に対して応答値，損傷程度の評価を行

うことが出来るとともに，付帯構造物に対しても高架橋の応答波形をそのまま

入力として扱うことで，容易に損傷評価が可能となる． 
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さらに，例えば同じ最大加速度の地震を想定した場合においても，その地震

を発生させる断層のマグニチュードや震源距離が異なると，地震動の周波数特

性や経時特性は大きく変化することが分かっている．そのため，地震動のピー

ク値で表現するよりも，時刻歴波形を用いた動的解析を実施することで，構造

物の損傷程度はより正確に表現可能となることが期待される．また，時刻歴波

形を工学的基盤位置で規定することで，表層の地盤特性を陽な形で含んだ地震

動評価が可能になるため，同一地点においても地盤条件の違いによる地震リス

クの変化なども明確に表現できると考えられる． 

 

以上をふまえ本章では，地震危険度解析に基づいて，想定した地震動強度を

引き起こす可能性が高い断層とその発生確率を特定し，その想定断層から引き

起こされる地震動群（生起確率付地震動群）をシミュレートする手法について

検討を行う．このような生起確率付地震動群を評価する方法は，過去に提案さ

れている例もある 13)．しかしながらこの手法では，地点毎に詳細な震源モデル

を複数構築した上で，強震動予測による地震動評価を多数回繰返し実施する必

要がある．そのため例えば道路や鉄道といった多数の施設が連続する線状土木

構造物を対象とした場合には，現実的な計算回数とならない可能性が高い．そ

こで本検討では，従来から一般的に用いられている確率論的地震危険度解析の

結果を満足する地震動波形を，振幅の距離減衰式と第 4 章でモデル化した位相

スペクトルから簡易に評価する方法の構築を目指す．これにより，多数の構造

物群を対象とした評価を行う場合にも比較的容易に地震動波形群を算定し，こ

れに基づき個別構造毎の損傷確率を算定することが可能となる． 

 

検討の手順としては，まず 6.2 節において，確率論的地震危険度解析とこれに

適合した地震動波形の作成方法について説明した後，6.3 節で提案手法の適用例

として，サンプル地点におけるハザード曲線，生起確率付地震動群を算定する． 
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6.2 確率を考慮した地震動波形群の作成方法 

6.2.1 確率論的地震危険度解析 

 

ここでは対象地点におけるハザードカーブを評価するための確率論的地震危

険度解析の基本的な流れを整理する．確率論的地震危険度解析では，まず地震

活動のモデル化を行った後，各震源域における地震の発生確率，地震が発生し

た場合の地震動強度の確率分布を算定する．これを全震源域にわたって統合す

ることで，地震動強度とその発生確率を関連付けたハザードカーブが評価され

る． 

 

(1) 地震活動のモデル化 

 

活断層調査結果や，過去の地震観測，解析結果に基づいて，断層位置，地震

活動度のモデル化を行う．地震活動のモデルを作成する際に必要な過去の地震

活動を集約したものは幾つか存在する例えば 14),15)が，本検討では地震調査研究推進

本部による結果 7)をもとに以下の 3 種類の地震活動に対してモデル化を行った． 

 

(a) 活断層による地震（計 346 地震） 

(b) 海溝型地震（計 33 地震） 

(c) 背景領域による地震（計 54 領域） 

 

実際にモデル化した震源域を図 6.2-1 にそれぞれ示す．なお，ここで定義し

た背景領域とは，活断層調査を行っても断層位置を特定することが困難な比較

的小規模（概ね M6.5 以下）の地震のことを指す．この背景領域による地震は，

日本列島をいくつかの地帯構造に区切り，その領域内でランダムに地震が発生

するとしている 16)． 

 

これらの震源域に対してそれぞれ，断層の幅，長さ，走向，傾斜角といった

位置情報や，地震が発生した場合のマグニチュード，地震の発生間隔，過去の

発生履歴，地震発生の確率モデルといった地震の規模，発生に関する情報を設

定し，データベースとして整理した． 
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(a) 活断層による地震                (b) 海溝型地震 

 
(c) 背景領域 

図 6.2-1 地震活動のモデル化 

 

(2) 地震発生確率の算定 

 

上記(1)によって評価された全ての地震発生域を考慮した上で，対象地点にお

いて対象期間（ t 年間）に少なくとも一度は地震動強度Y （最大加速度，最大速

度，etc）が y を上回る確率  tyYP ; は，次式で算出される． 
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;11;  (6.2-1) 

ここで，  tyYPk ; は k 番目の地震発生域において対象期間に少なくとも一度は

地震動強度Y が y を上回る確率であり，以下の式(6.2-2), 式(6.2-3)で表現される． 
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a) 内陸活断層による地震および海溝型地震の場合 

既往の地震調査結果に基づき，過去の地震が発生してからの経過時間を無視

する場合には，地震が定常ポアソン過程に従って発生するとし，過去の発生履

歴を考慮する場合は，非定常な地震発生確率に従って発生するとして設定した． 

 

まず，地震の発生が定常ポアソン過程に従うとした場合に，  tyYPk ; は次

式で表現される． 

 

    

       












 trmPrPmryYPk

tyYtyYP

i j
ijkikji

kk

|,|exp1

exp1;





 (6.2-2) 

ここで，  yYk  は k 番目の地震によって地震動強度Y が y を超える確率，  k
は k番目の地震の年発生確率（1 年あたりの発生回数），  ji mryYP ,| は距離 ir の

位置に存在する地震域において，地震規模 jm の地震が発生した場合に，地震動

強度Y が y を上回る条件付確率である． 

 

次に，地震の発生が非定常であるとした場合には，  tyYPk ; は次式で表現

される． 

 

     
        



i j
ijkikji

k

rmPrPmryYPtkP

kyYPtkPtyYP

|,|;

|;;
 (6.2-3) 

ここで  tkP ; は k 番目の地震が対象期間において発生する確率であり，BPT 分布

（Brownian passage-time distribution）による更新過程で評価される 17),18)．地震の

発生間隔が平均，ばらつきの BPT 分布に従う場合，確率密度関数は次式で

表現できる． 
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  (6.2-4) 

BPT 分布，ポアソン分布の試算例として，平均発生間隔 1000 年の地震を想定

した場合の，現在からの経過時間に伴う地震発生確率の変化を図6.2-2に示す． 
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図 6.2-2 地震発生確率の試算例（ 1000 ， 24.0 ） 

 

b) 背景領域による地震の場合 

背景領域による地震においては，発生位置と地震の規模をそれぞれ独立事象

として扱い，発生時系列は全て定常ポアソン過程として表現する．発生位置は，

背景領域内においてランダムに発生するものとした 16)．また，地震が発生した

場合の規模の確率分布は，領域ごとに設定された最大マグニチュード maxm と最

小マグニチュード minm の間の規模を持つ地震が，次式で表現される

Gutenberg-Richter の関係式 19)に従って発生すると仮定する． 

 

  bmamN 10log  (6.2-5) 

ここで，m は地震規模  maxmin mmm  ， ba, は歴史地震データより推定される

係数である． 

 

以上より，背景領域において地震が発生した場合の位置と規模が設定された

ので，式(6.2-2)を用いて各領域からの  tyYPk ; が算定される． 

 

 

(3) 地震動強度の算定（距離減衰式） 

 

前述した式(6.2-2), 式(6.2-3)における，  ji mryYP ,| を求めるには，地震動の

距離減衰式を用いる．構造物の地震リスクは，対象地点直下の地盤条件の影響

を強く受ける．そのため，確率論的地震危険度解析によって得られる結果も，

対象地点における表層地盤の影響を考慮可能となっていることが望ましい．そ

こで今回はまず Vs=400m/s 程度の工学的基盤面において地震動を評価すること
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とした． 

 

ある地震が発生した場合の地震動の大きさを表現する距離減衰式としては，

最大加速度の距離減衰式 20)に表層地盤の影響 21)と深部地盤の影響 22)を考慮した

ものを用いることとした．これらの距離減衰式を使用することで得られる地震

動の定義位置は，工学的基盤面（Vs=400m/s 程度）となる． 

 

 

6.2.2 生起確率付地震動群の作成方法 

 

(1) 貢献度の算定，地震発生震源域の選択 

 

続いて，地震動波形を作成する際の震源の情報を抽出する．まず，加速度

)(gala の地震における各震源域からの貢献度 23)は，次式で算定する． 

 

 




i
X

X

k taAP

taAP
aXC

i

k

);(

);(
),(  (6.2-6) 

ここで， ),( aXC k は，加速度 )(gala の地震における k 番目の震源域 kX の貢献度，

);( taAP
iX  は対象地点で t年間に震源域 iX から )(gala 以上の地震が発生する確

率である．算定された貢献度に従って，想定した地震動が発生する震源域を特

定する．具体的には，ある加速度レベルの地震動を複数波作成する場合に，貢

献度の割合に従って各震源域からの地震発生数を割り振る． 

 

 

(2) 選択された断層からの地震動作成 

 

震源域の地震規模，震源距離から，振幅特性，位相特性を距離減衰式により

設定することにより，条件を満足する地震動群を作成する． 

 

a) 目標応答スペクトル，初期の振幅スペクトルの設定 

目標とする応答スペクトルは，応答スペクトルの距離減衰式 24)を用いて，選

定した震源域から想定される加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）の形状を設

定する． 
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次に振幅の初期情報を設定する．フーリエ振幅スペクトルは非減衰の速度応

答スペクトルと概ね一致するという関係 25)を用いて，初期のフーリエ振幅スペ

クトル )(0 A を設定する．ここで，非減衰の速度応答スペクトルは，式(6.2-7)に

よって得られる減衰定数 5%の加速度応答スペクトルを補正 26)することにより

推定する． 

 

b) 位相スペクトルの設定 

位相特性としては，第 4 章で提案した震源，伝播経路，サイト特性を考慮し

た位相スペクトルを用いることで，構造物の非線形応答を考慮した適切な値を

設定することが可能である．この時，震源特性については，それぞれの震源域

毎に巨視的，微視的な震源パラメータを設定する必要があるが，これは特性化

震源モデル 27)を用いることで，ある程度自動的に評価することが可能である． 

 

c) 生起確率付地震動群の合成 

上記 a), b)の作業により，目標応答スペクトル，初期振幅スペクトル，位相ス

ペクトルが決定した．そこで，繰り返し計算により振幅を調整することで，目

標応答スペクトルに適合させた．最後に得られた応答スペクトル適合波の最大

加速度を想定地震レベルに調整することで，地震動波形を作成する．さらに，

この地震動波形には，地震危険度解析によって推定した発生確率が付与される． 
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6.3 東京地域における試算 

 

本手法の適用例として，サンプル地点（鉄道総研，北緯 39.7029°，東経

139.4430°）を対象に地震危険度解析，生起確率付地震動群を算定する．検討対

象地点と断層の位置関係を図 6.3-1 に示すが，対象地点は立川断層帯の東側に

位置していることが分かる． 

 

(a) 対象地点の概略 

 

 

(b) 図における矩形表記の説明 

図 6.3-1 対象地点と断層の位置関係概略 
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(1) 確率論的地震危険度解析 

 

対象地点において確率論的地震危険度解析を実施した．なお，構造物の設計

耐用期間は 100 年間であると考え，地震動を評価する期間は 100 年に設定した．

得られたハザードカーブを図 6.3-2 に示す．この結果より，ある加速度を持っ

た地震動の発生する確率が分かる．例えば，今回の地点においては 500gal 以上

の地震が発生する確率は概ね 20%程度となっている．また，この図には，モデ

ル化した 3 種類の地震活動（内陸活断層による地震，海溝型地震，背景領域に

よる地震）のそれぞれの超過確率も同時に示している．この結果を見ることで，

対象地域においてどのような地震活動が大きな影響を及ぼすのか，といった考

察が可能となる． 

 

 

図 6.3-2 ハザードカーブの評価結果 

（東京地点，再現期間 100 年） 

 

図6.3-2の結果は，「t 年間に a (gal)を超える地震が発生する確率（超過確率）」

を示したものある．これより t 年間に 1a (gal)から 2a (gal)の地震が発生する確率（発

生確率） );( 12 taAaP  は次式で得られる． 

 

);();();( 2112 taAPtaAPtaAaP   (6.3-1) 

ここで 1a (gal)から 2a (gal)の地震をある加速度 a (gal)（ 12 aaa  ）の地震で代

表させるとすると，式(6.3-1)による結果は，「ある地点において t 年間に a (gal)

の地震が発生する確率（発生確率）」を意味する．東京地点における発生確率の
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算定結果を図6.3-3に示す．想定地震動レベルが小さい 100galの場合を除いて，

地震動レベルが大きくなるに従い発生確率が小さくなっていることが分かる． 

 

図 6.3-3 発生確率の評価結果 

（東京地点，再現期間 100 年） 

 

続いて，東京地点における貢献度の評価結果を図 6.3-4 に示す．超過確率の

算定時にも述べたが，この地点においては，海溝型地震による貢献度が相対的

に高くなっていることが分かる．また，最大加速度が 700gal よりも小さなレベ

ルでは，南関東で発生する M7 程度の地震の貢献度が最も高くなっているが，そ

れ以上のレベルにおいては，大正型関東地震の貢献度が高くなっている．前者

の地震は再現期間約 25 年，後者は 219.7 年とされている 7)．つまり，全体的な

傾向として，地震動レベルの小さな範囲では高頻度中小規模地震，地震動レベ

ルが大きくなると低頻度巨大地震の貢献度が高くなっていることが分かる． 

 

今回の結果においても言えることだが，内陸活断層の地震は数千～数万年に

一度発生し，海溝型地震は数十～数百年に一度発生するということが過去の活

動履歴より分かっている．一方で内陸活断層からの地震は，海溝型地震と比較

すると距離が近い場合もあるため，一度発生した場合の地震動レベルが非常に

大きくなる可能性が高い．これらの影響を受けて，全体的な傾向としては，高

い確率（小さな加速度レベル）を想定した場合には海溝型地震の貢献度が高く，

低い確率（大きな加速度レベル）を想定した場合には内陸活断層の地震貢献度

が高くなっている． 
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図 6.3-4 貢献度の評価結果（東京地点，再現期間 100 年） 

 

 

(2) 生起確率付地震動群の作成 

 

地震危険度解析，貢献度の算定結果に基づき，生起確率付地震動群を作成す

る．まず図 6.3-4 の貢献度より，各地震動を発生させる震源域を特定する．今

回は加速度として 100～2000gal まで 100gal 刻み，各加速度ごとに 20 波ずつの

合計 400 波を生起確率付地震動群として設定し，前述した手法により各震源域

からの波形合成を行った．この際，貢献度に応じた波形の割り振りは，D'Hondt 

method を用いる 13)．波形の割り当て結果を表 6.3-1に示す． 

 

続いて波形合成を行う際の手法としては，6.2.2 項による手法を用いたが，こ

の時に必要となる震源特性は特性化震源モデル 27)に基づき設定する．さらにサ

イト増幅特性は全国の平均的な値 28)を用いた．最終的に算定された生起確率付

地震動群の例を図 6.3-5 に示す．これより，同一加速度レベルの地震動であっ

ても，想定される震源域の地震規模，対象地点と震源との距離が各地震動ごと

に異なるため，経時特性が異なった結果となっていることが分かる．具体的に

は，地震規模，震源距離が大きくなるほど継続時間が長くなっている．また，

地震動群の応答スペクトルから，地震規模が大きいほど長周期側が卓越する傾

向となっていることが分かる．これらは既往の地震観測記録から得られている

知見と同様の傾向を示している． 
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ここで得られた生起確率付地震動群は，工学的基盤位置での地震動であるた

め，対象地点の地盤情報を用いた地盤応答解析を実施することにより，地表面

位置における生起確率付地震動群として設定することが可能となる． 

 

表 6.3-1 貢献度に基づく波形の割り当て（東京地点，再現期間 100 年） 

 

活断層

立川断
層帯

南関東
で発生
するM7
程度の
地震

大正型
関東
地震

想定東
海地震

陸域

No.9

フィリ
ピン海
No.5

貢献度 0.00 0.29 0.08 0.14 0.13 0.19 1.00
出力数 0 7 2 3 3 5 20
貢献度 0.00 0.49 0.17 0.07 0.12 0.07 1.00
出力数 0 11 4 1 3 1 20
貢献度 0.07 0.52 0.23 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 1 12 5 0 2 0 20
貢献度 0.11 0.48 0.26 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 2 11 5 0 2 0 20
貢献度 0.16 0.44 0.28 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 3 9 6 0 2 0 20
貢献度 0.21 0.39 0.28 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 4 8 6 0 2 0 20
貢献度 0.26 0.34 0.27 0.00 0.13 0.00 1.00
出力数 5 7 6 0 2 0 20
貢献度 0.31 0.30 0.25 0.00 0.14 0.00 1.00
出力数 6 6 5 0 3 0 20
貢献度 0.36 0.26 0.23 0.00 0.15 0.00 1.00
出力数 7 5 5 0 3 0 20
貢献度 0.40 0.23 0.21 0.00 0.16 0.00 1.00
出力数 8 5 4 0 3 0 20
貢献度 0.44 0.20 0.20 0.00 0.16 0.00 1.00
出力数 9 4 4 0 3 0 20
貢献度 0.47 0.18 0.18 0.00 0.18 0.00 1.00
出力数 10 4 3 0 3 0 20
貢献度 0.49 0.16 0.16 0.00 0.20 0.00 1.00
出力数 10 3 3 0 4 0 20
貢献度 0.51 0.14 0.14 0.00 0.21 0.00 1.00
出力数 11 2 3 0 4 0 20
貢献度 0.53 0.12 0.13 0.00 0.22 0.00 1.00
出力数 12 2 2 0 4 0 20
貢献度 0.55 0.11 0.12 0.00 0.23 0.00 1.00
出力数 12 2 2 0 4 0 20
貢献度 0.56 0.10 0.10 0.00 0.24 0.00 1.00
出力数 11 2 2 0 5 0 20
貢献度 0.56 0.09 0.09 0.00 0.26 0.00 1.00
出力数 12 1 2 0 5 0 20
貢献度 0.56 0.08 0.08 0.00 0.28 0.00 1.00
出力数 12 1 1 0 6 0 20
貢献度 0.57 0.07 0.08 0.00 0.28 0.00 1.00
出力数 12 1 1 0 6 0 20

2000 4.98×10-4

1800 8.62×10-4

1900 6.76×10-4

1600 1.48×10-3

1700 1.10×10-3

1400 2.45×10-3

1500 1.74×10-3

1200 4.63×10-3

1300 3.40×10-3

1000 9.34×10-3

1100 6.35×10-3

800 2.09×10-2

900 1.37×10-2

600 5.16×10-2

700 3.20×10-2

400 1.40×10-1

500 8.45×10-2

200 2.95×10-1

300 2.25×10-1

合計

海溝型 背景領域

100 1.02×10-1

PGA
(gal)

100年
発生
確率

波形
出力

断層
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(a) 時刻歴波形 

 

(b) 弾性加速度応答スペクトル 

図 6.3-5 生起確率付地震動群の例（東京地点，再現期間 100 年） 
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6.4 まとめ 

 
本章では地震危険度解析に基づいて，想定した地震動強度を引き起こす可能

性が高い断層とその発生確率を特定し，その想定断層から引き起こされる地震

動群（生起確率付地震動群）をシミュレートする手法の提案を行った．また，

提案手法の適用例として，東京地点において確率論的地震危険度解析，生起確

率付地震動群を作成した． 

 
本手法は，従来の地震危険度解析をベースとしており，これに基づき応答ス

ペクトルの距離減衰式とモデル化した位相スペクトルから比較的簡易に時刻歴

波形を作成することが可能である．これにより，多数の構造物群を対象とした

評価を行う場合にも現実的な計算時間で波形群を算定し，これに基づき個別構

造毎の損傷確率を算定することが可能となる．また，ここで得られる時刻歴波

形は，工学的基盤位置で定義されているため，各地点の地盤条件の違いによる

構造物の損傷程度の違いを陽な形で表現することができる．さらに，構造物天

端における応答波形を保存しておくことで，電柱や車両等の土木構造物上の施

設の地震リスクも容易に評価することが可能となるため，インフラシステム全

体でのリスク評価が実現できる． 
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第 7 章 地震リスク評価に基づく構造物の性能評価法 

7.1 概説 

 

我が国の道路構造物，鉄道構造物に代表される線状土木構造物の耐震設計で

は，構造物の地震リスクを陽な形で算定し，そのリスクに基づいて性能照査を

行うことはこれまで実施していない 1),2)．一方で，例えば鉄道構造物の弾性限を

照査するために用いている L1 地震動の定義は，「設計耐用期間に数回程度発生

する地震動」となっており，地震の発生確率を含んだ表現形式をとっている 2)．

さらに，標準的な L1 地震動に地域別補正係数を考慮することで，地震発生頻度

の地域性に配慮した設計体系を採用しているなど，国内の道路，鉄道構造物の

耐震設計においては，性能をリスクという形で直接的な表現はしていないもの

の，間接的には「リスク」を意識した記載を行っている． 

 

一方で，海外の耐震設計体系に目を向けると，古くから構造物の性能と地震

動の再現期間を対応付ける考え方を採用している例えば 3)4)．また，国際基準にお

いても構造物の損傷確率，破壊確率を直接考慮した設計の考え方がいくつか提

案されている 5),6)． 

 

さらに近年の学会等における議論では，上述した L1 地震動に対する弾性設計

の問題点も指摘されている 7)．L1 地震動として 50 年期待値に対応する地震を用

いたとすると，構造物の弾性限を上回る地震が発生する可能性が 37%となる．

ところがこの 37%の根拠は不明である上に，構造物に被害が出た時にこれがど

の程度の影響を与えるのか，といったことは考慮されていない．このような，

L1 地震動に対する設計をより明確にすることを目的として，構造物の供用中に

作用するすべての地震を考えた上で，トータルのコストが 小となるように構

造物を設計するという考え方も提案されている． 

 

これとは別に，既設構造物の耐震補強を考える場合にも，地震リスクの考え

方は非常に有用である．具体的には，構造物の損傷確率とそれに伴う損失を定

量的に示すことで，地震対策を実施することの投資効果が評価できる 8)．つまり，

耐震設計だけでなく，対策の要否，対策箇所，対策レベルを定量的に判断する

際にも，地震リスクの活用が期待される． 
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以上をふまえ本章では，地震リスクを考慮した構造物の性能評価法について

検討を行う．まず，7.2 節では地震リスクに基づく経済性を耐震性能の評価指標

として用いることの合理性を新設構造物の耐震設計，既設構造物の耐震対策優

先度の観点から整理する．また，本検討における経済性の表現方法も示す． 

 

続いて 7.3 節では新設構造物を対象として，経済性を照査指標とした土木構造

物の耐震設計法についての検討を行う．前述したように，近年では経済性を照

査指標として復旧性を照査する新しい設計法の提案がなされているが，設計実

務上は困難を極める．そこで，トータルコストを照査指標とし，その 小化を

目指すための実務的な設計法を提案する．具体的には，トータルコストが 小

となる周期，靭性率，降伏震度の組み合わせを予め算定しておき，この結果を

必要強度スペクトルと同様の書式で記述（これを復旧性照査ノモグラムと呼ぶ）

することで，従来の耐震設計の流れと同様の手続きで，復旧性の照査が行える

ようにする 9)． 

 

7.4 節では既設線状構造物を対象として，地震リスクの観点から構造物の耐震

対策優先度を設定する方法について検討を行う．従来の地震リスク評価はハザ

ード曲線とフラジリティー曲線を用いて実施する場合がほとんどであるため，

例えば高架橋上に建設された電柱のような付帯設備も含んだ耐震優先度を評価

することは困難であった．そこで，第 6 章において検討した生起確率付地震動

群を利用し，振動特性の異なる複数の構造や付帯構造も含めて共通の指標で対

策効果を表示することで，対策の優先度を簡易に判定できる手法の検討を行う． 
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7.2 経済性を用いた耐震性能の評価方法 

7.2.1 新設構造物の耐震設計における経済性照査 

 

1995 年の兵庫県南部地震以降，土木学会では 3 度にわたり「耐震基準等に関

する提言」を行っている 10),11),12)．この中では二段階設計法が採用されており，

土木構造物の耐震性能照査で考慮する地震動として二段階の地震動を考えるこ

とが示されている．つまり，構造物の供用期間内に 1~2 度発生する確率を有す

る地震動（レベル 1 地震動）と，現在から将来にわたって当該地点で考えられ

る 大級の強さを持つ地震動（レベル 2 地震動）12),13)である． 

 

この 2 つの地震動に対して，構造物にはそれぞれ異なる性能が要求されてい

る．レベル 1 地震動に対しては，すべての構造物に対して損傷を受けないとい

う耐震性能を保有させる．レベル 2 地震動に対しては，ある程度の損傷が発生

し残留変位が生じても，地震後比較的早期に修復可能な耐震性能を保有させる

か， 悪な場合でも，構造物全体系の崩壊が生じないようにするとしている． 

 

この提言を受け，多くの土木構造物の設計基準が改定され，二段階設計法を

採用している例えば 1),2),14)．鉄道構造物 2)においても，基本的にはこれと同様の考

え方を踏襲しており，L1 地震動と L2 地震動の 2 つのレベルの地震動を想定地

震として考え，L1 地震動に対しては弾性限照査（耐震性能 I），L2 地震動に対し

ては重要度に応じて，耐震性能 II（地震後に補修を必要とするが早期に機能が回

復できる），または耐震性能 III（構造物全体系が崩壊しない）を満足するように

規定されている． 

 

このように，中小地震に対しては機能保持，大地震に対しては崩壊防止とい

う二段階設計法が支持されている背景には，L2 地震動に対して，構造物全体系

が崩壊しないように設計されていたとしても，L1 地震動に対する設計で，弾性

限界を規定することにより，中小の地震で被害をコントロールすることが必要

であるという設計哲学がある．しかし，これらの考え方に対して，近年いくつ

かの問題点が指摘されている． 

 

例えば，レベル 2 地震動に対しては以下のような問題が提起されている． 

(1) レベル 2 地震動に対しては，「早期に機能が回復できる」性能とある．これ

は概念的には理解できるが，具体的にはどれくらいの期間を想定するのか明
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確でない． 

 

(2) 「大地震時には橋梁に被害が生じてもやむを得ない」という考え方は，大

地震に対して被害が生じないように建設するための投資は無駄であるという

経済的な制約に起因する．しかし，近年では国民が求める耐震性能と設計体

系との間に乖離があることが指摘されている．例えば既往の検討 15),16)では，

一般市民を対象に，国民が求める橋梁の耐震性はどの程度かについて調査し

た結果，ほとんどの国民が上記のような性能には満足せず，レベル 2 地震に

対しても被害が出ないように橋を建設するべきだと考えていることが明らか

になっている． 

 

(3) この乖離を無くすためには，構造物の被災程度を表わす各種指標から，復

旧期間や復旧費用等，国民から見てわかる指標への変換が必要と思われる． 

 

一方，レベル 1 地震動に対しては以下のような問題が提起されている． 

(1) 土木学会第三次提言では，レベル 1 地震動に対して無被害を要求性能とす

ることは，「現時点での技術的及び社会経済的条件を前提としたシビルミニマ

ム的要求である」と解釈している 12)が，レベル 1 地震動において無被害であ

ることが持つ本質的な意味については不明な部分が多い 7)．例えば，上記の設

計法を適用した場合には，レベル 1 地震動として 50 年期待値に対応する地震

を用いたとすると，50 年間に弾性限界を超えない確率が約 63%（ポアソン過

程）になるように構造物を設計したことになる．ところがこの確率が 63%で

なければならない根拠は明らかでない．また，弾性限界を超えた場合，その

被害がどのようなものとなるかについて一切考慮されていない．実際には，

無被害の確率よりも，被害が出たときにどれぐらいの被害となって，その復

旧にどれぐらいのコストと日数を要するか，ということが重要となる． 

 

(2) また，国土交通省が策定した「土木建築にかかる設計の基本」では，使用

限界（弾性限界），終局限界に加えて，これらの間に新たに修復限界を設け，

これに対する照査を行うことを提案している 17)．この中では，修復性は，「想

定される作用により生じることが予測される損傷に対して，適用可能な技術

でかつ妥当な経費および期間の範囲で修復を行えば，構造物の継続使用を可

能とすることができる限界の状態」と定義されている．このことは，頻繁に

弾性限界を超えることによって，点検・復旧コスト，さらには供用停止に伴

う経済的被害が過大にならないように構造物を設計することを意図しており，

広義の意味では経済性の照査が求められているとも言える． 
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以上の問題点を踏まえ，近年では，損傷レベルのような工学的指標でなく，

経済性を照査指標とした設計法の導入も試みられている．土木学会耐震基準小

委員会では，従来のレベル 1 地震動と弾性設計を組み合わせた設計枠組みに変

わる新たな耐震設計法の提案が行われている 7)．これはレベル 1 設計で要求され

る復旧性を，経済性の照査を行うことで満足させる，というものである．構造

物の耐用期間内に発生する地震を全て考慮した上で，構造物の初期建設コスト

と地震被災コストの合計であるトータルコストが 小となるような構造物を設

計する．これは ISO においても今後発展の可能性がある一つの方向性として位

置づけられている 6)．このトータルコストを考慮した検討も近年ではいくつか実

施されている 18),19),20)．さらに水道施設の耐震設計においても経済性照査を用い

た設計が可能となっている 21)．このような観点から，7.3 節では新設構造物の耐

震性能照査において，経済性の概念を陽な形で取り入れることを考える． 
 

 

7.2.2 既設構造物の耐震対策優先度評価における経済性 

 

道路や鉄道といった線状構造物は，土木施設だけでなく様々な施設・要素が

複雑に組み合わさることで一つのシステムを構成している．例えば鉄道を例に

挙げると，高架橋，橋脚，土構造物等から構成される土木構造物，駅施設等の

建築構造物，軌道，電車線柱（以下，電柱），車両など多様な特性を有する構造

体が存在している．これらの地震対策は，各種施設ごとに独立に実施されてお

り，そのため各々が保有する耐震性能も異なっている．しかし，システム全体

の地震時安全性向上を目標とした場合には，各施設の耐震性能，耐震対策効果

を共通の指標で評価する必要がある．さらに，限られた予算の中で効果的な耐

震補強を実施するには，補強の優先順位や工法の選択について合理的な方針を

設定する必要がある．従来の補強の優先順位決定は過去の地震被害等に基づい

た技術者の経験的な判断による部分が大半を占めていると考えられ，システム

全体を含んだ形での客観的，定量的な判断指標は整備されていない． 

 

一方で，システム全体の地震リスクを評価する際には，これに対応した形で

の地震作用を設定する必要がある．この問題を解決するため，6 章において，確

率論的地震危険度解析に基づいた地震波形（生起確率付地震動群）のシミュレ

ーション手法の提案を行っている 22)．この生起確率付地震動群を用いることで，

動的解析によって各種施設の損傷確率を算定可能であり，さらに動的解析を実
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施することで，鉄道構造物の場合は土木構造物上端の応答波形も得られるため，

その上に建設されている駅建屋，電柱，軌道，車両等の施設の地震リスクを評

価することも可能である．つまりこの生起確率付地震動群を用いることで，複

数の構造からなるシステム全体の地震リスクを共通の指標で評価することは可

能であると考えられる．そこで 7.4 節では，各種鉄道システムの地震リスクを算

定し，ライフサイクルコストという共通の指標に基づいた耐震対策優先度判定

法の検討を行う． 

 

 

7.2.3 経済性の表現方法 

 

本章における構造物の経済性は，初期建設コストと補強に伴うコスト，設計

耐用期間内に想定される地震に対する復旧コスト，これに伴う間接被害の期待

値の和を考慮したトータルコストにより評価する．具体的には，構造物のトー

タルコストTC は次式によって表現する． 

 

  ffRI CPCCTC  (7.2-1) 

 

ここで，CI：初期建設コストであり材料費および施工費を考慮したもの，CR：

補強に伴うコスト，Pf：構造物の損傷確率，Cf：地震による損失コスト（Cf = CRE 

+ CTD），CRE：直接復旧コスト（CRE = b × CRE0），CRE0：直接復旧コストの基準

値であり理想的な条件下での値，b：施工環境を表現するための倍率，CTD：供

用停止に伴う損失コストである． 

 

新設構造物を対象とした場合には補強シナリオを想定しないため，CR = 0 であ

る．また，既設構造物を対象とした場合には，対象構造物が今後必要とするコ

ストのみを評価対象とするため，初期建設コストは考慮せず，CI = 0 となる． 
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7.3 経済性照査のための設計地震動の評価 

7.3.1 トータルコストを用いた復旧性照査法 

 

(1) 復旧性照査の考え方 

 

地震に対する構造物の復旧性とは，地震後に妥当な期間および経費で構造物

の機能を回復できる性能と解釈することができる 17)．この場合，妥当な期間お

よび経費で機能を回復できる，という性能を工学的に表現する指標として，「ト

ータルコスト（TC）の 小化」と解釈することにした（図 7.3-1）． 

 

図 7.3-1 トータルコストを用いた復旧性照査の概念図 

 

しかしながら実際にトータルコストを照査指標とした設計を行う際には，対

象地点の地震動を評価するための確率論的地震危険度解析，構造物断面の設計，

設計された構造物を用いた地震応答解析，地震損傷確率の算定，トータルコス

トの算定，といった流れを経由する必要がある 7)．さらに得られたトータルコス

トが 適であるかを確認するためには，多数の構造設計に対して同様の作業を

複数回繰り返す必要がある．そのため設計者には，設計に関する技術，知識だ

けでなく，地震の発生確率や損失コストの考え方などの周辺知識と大規模な数

値計算を行うための解析技術が要求される．このため，上記作業を実務設計に

おいて建設地点ごとに原則に従って実行し，経済性の照査を行うことは現状で

はハードルが高い． 

 

TC 小化点

初期建設コスト

復旧コスト + 損失コスト

付与する耐震性能

コスト
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そこで本節では，設計労力を簡素化した上でトータルコストが 小となる構

造物の設計が可能となる手法の提案を行う．具体的には，予め多数の条件を持

った構造物に対して上記作業を実施することにより，トータルコストが 小と

なるような性能（構造物の周期，降伏震度，靭性率）の組み合わせを算定して

おき，その結果を所要降伏震度スペクトル 23)と同様の表記に従い，ノモグラム

として提示する．このノモグラムを用いることにより，実際の設計においては

従来とほぼ同様の手続きによって経済性を照査指標とした設計が可能となると

考えられる．さらに得られたノモグラムに対して考察を行うことにより，現在

の耐震設計の枠組みの中で建設される構造物と経済性を考慮した場合の構造物

との連続性，差異について議論を行う． 

 

ここで，第三次提言においても，構造物の要求性能は，損害回避便益と耐震

化費用に基づく費用便益分析を基礎として決定するべきであるとされている 12)．

ただし，レベル 2 地震動に対しては，単に地震発生確率と損害回避額の積をも

って損害回避便益を評価するのでは不十分であり，被害のカタストロフィック

な効果などを考慮に入れることが不可欠であるとされている．そこで，本検討

では以下の前提条件を置いて，議論を進めるものとする． 

 

・前提条件 1：地震時に要求される構造物の性能としては，安全性と復旧性とす

る 2)． 

・前提条件 2：レベル 2 地震動に対しては安全性（構造物全体としての崩壊をせ

ない）を 低限の要求性能として確保することとする．その上で，重要な構

造物等においては，復旧性を考慮するものとし，その場合に以降で提案する

照査方法を適用することとする． 

 

つまり，復旧性照査を行なう前段階でレベル 2 地震動を用いて構造安全性の

確認を行っているため，地震損失に利用者の死亡による影響は考慮していない．

さらに，地震時直接復旧コスト以外の間接コストとしては，一般に供用停止に

伴う営業損失と社会に及ぼす経済損失が考えられるが，本検討では鉄道事業者

が被る直接的な損失のみを対象として，前者のみ考慮することとした．将来的

には後者も含めた形での社会インフラとして要求される性能についての検討を

行う必要があるが，これについては今回の対象外とした． 
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(2) 復旧性照査の原則的な手順 

 

トータルコスト TC を用いた復旧性照査の原則的な手順を図 7.3-2に示す．こ

のフローに従って復旧性照査の流れを説明する． 

 

 

図 7.3-2 復旧性照査の原則的な流れ 

 

第一段階として，建設地点の制約条件などを踏まえて構造形式，構造細目，

断面諸元等を設定する．設定された構造物に対して，復旧性照査の前提条件で

あるレベル 2 地震動において構造物の安全性を満足することを確認する．安全

性を満足していない場合には，断面諸元を変更し，再度レベル 2 地震動に対す

る安全性をチェックする．安全性が確認された後，構造物の耐用期間内に発生

する地震動の期待値を地震危険度解析 24)によって求める．地震危険度解析結果

をもとに，6 章で示した手順により生起確率付地震動群 25),22)を作成し，構造物

への地震作用として与える．得られた全地震動群を用いて，設定された構造物

に対する動的解析を実施することで，各地震動に対する構造物の応答値を算出

START

構造条件の設定

レベル2地震動に対する

安全性照査

安全性を満足？

地震危険度解析

生起確率付地震動群

動的解析

トータルコストTCの算出

TC 小か？

END
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YES

NO

NO
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し，これから構造物の損傷確率を算定する． 後に損傷確率と各損傷状態にお

ける損失コストから地震損失コストを算定し，初期建設コストと合計すること

によりトータルコストを求め，設計された構造物のトータルコストが 小にな

っていることを確認する． 

 

ここで，構造物の損傷確率を算定する方法として，地震動のハザード曲線と

構造物のフラジリティー曲線を用いる方法も考えられる．この方法では一般的

に，地震動はある一つの指標（例えば 大加速度， 大速度，計測震度など）

を用いて表現され，構造物の損傷もこれに対応した形で与えられる．しかしな

がら構造物の損傷程度は，地震動のピーク値で表現するよりも，震源距離や地

震規模によって変化する経時特性，周波数特性を含んだ時刻歴波形を用いて表

現する方が，より正確に表現できると考えられる．また，基盤位置での時刻歴

波形を規定することにより，建設地点の地域特性，表層の地盤特性を含んだ検

討が可能になるため，同一地点における地盤条件の違いによる構造条件の変化

なども明確に表現されると考えられる．そこで本検討では，構造物の損傷確率

を算定する際の手法として，生起確率付地震動群と構造物の動的解析のセット

を用いることとした． 

 

7.3.2 復旧性照査用ノモグラムの作成 

 

(1) 復旧性照査用ノモグラムの提案 

 

全ての構造物に対して，7.3.1 項で示した原則的な手順で復旧性を照査しよう

とすると，設計者には構造工学だけでなく地震学，地震工学に対する高度な知

識・技術が要求されるとともに，多数の動的解析等が必要となるために，従来

よりも多大な労力を必要とする．そのため原則に従った形でトータルコストが

小となるような構造物を実務において設計することは現段階では不可能であ

ると考えられる． 

 

そこで本項では，設計労力を簡素化した上で復旧性を満足した構造物の設計

が可能となるような手法の提案を行う．具体的には，予め複数の地点において，

パラメトリックスタディーによってトータルコストが 小になるような構造物

の固有周期と降伏震度，靭性率の組み合わせを算定しておき，その結果をノモ

グラムとして提示する．これを復旧性照査用ノモグラムと呼ぶこととする．復

旧性照査用ノモグラムの作成手順を図 7.3-3に示す． 
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図 7.3-3 復旧性照査用ノモグラム作成手順 

 

まず対象地点を選定し，地震危険度解析，生起確率付地震動群の作成を行う．

構造物の固有周期 T と靭性率M を固定し，降伏震度 Khy を変化させた複数の構

造条件に対して生起確率付地震動群を入力とした動的解析を実施，それぞれの

構造物の損傷確率を算定する．これら構造物の初期建設コスト，損失コストを

算定することで，トータルコストを求める．このうちトータルコストが 小と

なるような構造物の降伏震度を一つ選定する．この作業を構造物の周期，靭性

率を変化させて多数実施し，結果を一つの図にプロットすることにより，ある

構造物の周期，靭性率を確定させたときに構造物に要求される 適な降伏震度

を簡便に推定することが可能となる． 

 

なおここでの靭性率Mは図 7.3-4 に示す構造物の荷重－変位関係の中で，降

伏変位Y から 大荷重を示す変位Mを除した値（M = M / Y）である．ちなみ

に，現在の鉄道構造物の耐震設計における安全性の限界値は，構造物を構成す

るいずれかの部材が降伏荷重を維持できなくなる変位N で定義されている． 

地点の選定

地震危険度解析

生起確率付地震動群

動的解析

損傷確率

構造物の設定
固有周期T[sec]
靭性率μM

降伏震度 Khy

初期建設コスト

損失コスト

復旧性照査用ノモグラム

次の固有周期，
靭性率に
ついて計算

トータルコスト 小の
断面を決定

トータルコストTC



218 
 

 

図 7.3-4 構造物の荷重－変位関係の例 

 

以降では具体的な例として，複線用 RC 壁式橋脚を対象とした復旧性照査用ノ

モグラムを作成する．復旧性照査用ノモグラムは構造物の形式だけでなく，対

象とする地域の地震活動度の違いによっても変化することが予想される．そこ

で対象地点としては地震活動度の異なる 8 地点（札幌，仙台，新潟，東京，名

古屋，大阪，広島，博多）を設定し，各地点において復旧性照査用ノモグラム

を算定することとした．以降では具体的な作成手順について説明を行う． 

 

(2) 生起確率付地震動群の作成 

 

構造物への入力地震動となる生起確率付地震動群を作成する．地震動の発生

確率は対象とする地点，期間によって変化する．対象地点としては前述した 8

地点とし，対象期間は標準的な鉄道構造物の設計耐用期間 2)である100年とした．

また，評価を行う地震動群の数としては，加速度を 15 段階（100~1500gal まで

100gal 刻み）とし，加速度毎に 20 波ずつ作成することとした． 

 

ここで得られた生起確率付地震動群は，工学的基盤位置での地震動であるた

め，対象地点の地盤情報を用いた地盤応答解析を実施することにより，地表面

位置の地震動を求める．工学的基盤以浅の地盤条件としては図 7.3-5 に示す地

盤を設定した．この地盤の固有周期は 0.40 秒であり，鉄道構造物を設計する際

の地盤種別としては普通地盤（G3 地盤）に分類される．そのため今回得られる

復旧性照査用ノモグラムは，G3 地盤用のノモグラムである．なお，地表面位置

での地震動はたとえ地盤の密度，速度構造が同じであったとしても，土質分類

Y M N

Y

M

N

変形量
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が異なると大きく変化することが知られている．そこで，本検討では土質分類

として全層砂質土と粘性土とした場合の 2 タイプを設定した．地盤応答解析の

手法としては，図 7.3-5 の地盤を 1 次元にモデル化した逐次非線形解析を用い

た．地盤の非線形構成側としては，修正 R-O モデル 26),27)を用いることとし，動

的変形特性は多数の試験結果より得られた回帰式 28)をもとに設定した． 終的

に計算した地震動の数は，15（加速度刻み）×20（各加速度毎の刻み）×2（地

盤条件）=600 波である． 

 

図 7.3-5 工学的基盤以浅の地盤構造 

 

(3) 構造物の初期建設コスト CIの算定 

 

各種条件を有する構造物を設計し，初期建設コスト CI の算定を行う．対象と

した構造形式は，複線用 RC 壁式橋脚（スパン L=29m×2 連，橋脚高さ H=8m）

である．このプロトタイプの構造に対して，降伏震度 Khyを 4 ケース（0.3, 0.4, 0.6, 

1.0），靭性率Mは降伏震度ごとに 3 ケース設計することとし，合計で 12 断面の

設計を行った．また設計時の制約として，上部工が基礎よりも先行降伏すると

いった条件を設けることとし，降伏震度，じん性率の評価は鉄道構造物の耐震

設計標準 2)に従って算定している． 終的に得られた降伏震度ごとの構造断面を

図 7.3-6 に示す．降伏震度が大きくなるに従い，柱寸法が大きくなっているこ

とが分かる．  
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降伏震度 
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図 7.3-6 各降伏震度に対して設計された構造物の一般図 
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次に，得られた各種構造断面の初期建設コスト CI を算定する．考慮した費用

としては，材料費，施工費，排土処理等にかかる費用である． 終的に得られ

た初期建設コスト CI を図 7.3-7 にまとめて示す．これより構造物の降伏震度が

大きくなるに従って，コストが高くなっていることが分かる．また，構造物の

靭性率の変化は，建設コストにそれほど影響を与えないことも分かる．この理

由としては，まず構造物の降伏震度を上昇させるためには，断面寸法を大きく

する必要があるため，全体のコストに与える影響が大きい．一方で，同一の降

伏震度の構造における靭性率の上昇は，断面寸法はそのままで，帯鉄筋を増加

させることのみで対応可能であるためである． 

 

図 7.3-7 初期建設コスト CIの算定結果 

 

本検討の復旧性照査用ノモグラムを算定する際には，図 7.3-3 に示したよう

に，構造物の条件を網羅的に変化させた検討を行うため，この初期建設コスト

CIを一般化しておく必要がある．そこで図 7.3-7 に示した初期建設コスト CIを

降伏震度 Khy，等価固有周期 Teq，靭性率Mをパラメータとした回帰式を作成し

た．その結果，次式を得た． 

 

  100012.0
5.2
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153191684344929 5.1
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 (7.3-1)

 

この回帰式より得られる CIは，図 7.3-7の結果を誤差 0~2%程度で再現してお

り，十分満足のいく精度で初期建設コストを算出していると考えられる． 
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(4) 構造物の直接復旧コスト CREの算定 

 

構造物が地震損傷を受けた場合の直接復旧コスト CREは，式(7.2-1)に示したよ

うに，理想的な条件下での直接復旧コスト CRE0 に，施工条件を考慮するための

倍率 b をかけることで表現することとした． 

 

理想的な条件下での直接復旧コスト CRE0 は，損傷レベル，損傷箇所，補修方

法によって大きく変化する．ただし，既往の地震被害から経験的に，基礎が損

傷した場合には，その補修に莫大な費用が掛かることが分かっているため，今

回の構造物の損傷箇所は橋脚躯体や柱，梁に限定することとした．初期建設コ

スト CI を算定する際の各種構造物の設計において，上部工が基礎よりも先行し

て降伏する条件の構造を設計しているため，本対象構造は地震時に主に上部工

が損傷するものと考えられる．なお，基礎が損傷する場合の議論は後ほど行う． 

 

鉄道構造物の地震時損傷レベルとしては，図 7.3-4 に示すように構造物の変

形状態と関連付けて設定されている 2)．そこで，これらの各損傷レベルに対して

適用される補修工法を選定し，表 7.3-1 のように設定した．初期建設コスト算

定時に設計を行った図 7.3-6 の構造断面に対し，表 7.3-1 の各工法を実施する

際の補修領域を求め，これをもとに CRE0 を算定した．直接復旧コスト CRE0 の算

定結果を図 7.3-8 に示す．これより，損傷レベルが大きくなると補修範囲が広

くなるために，復旧コストも大きくなっている．さらに構造物の降伏震度が高

くなると，構造断面が大きくなるため，同一損傷レベルを想定した場合には，

復旧コストが高くなることがわかる． 

 

表 7.3-1 損傷レベルに対して想定した補修工法 

損傷箇所 
損傷程度 

損傷レベル 1 損傷レベル 2 損傷レベル 3 損傷レベル 4 

梁 無補修 
足場工 

ひび割れ注入工

足場工 
ひび割れ注入工

かぶり修復 
架け替え 

柱，躯体 無補修 
足場工 

ひび割れ注入工

足場工 
ひび割れ注入工

かぶり修復 
埋戻工*) 

架け替え 

*) 橋脚下端や柱下端が損傷した場合  
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図7.3-8 理想的な条件下での直接復旧コストCRE0の算定結果 

 

後に初期建設コストと同様に，幅広い検討に用いることが出来るよう，図

7.3-8の直接復旧コストを降伏震度の2次式により回帰することで，次式を得た．

なお，構造物の靭性率が変化しても断面寸法は変化しないため，復旧コストと

靭性率は無関係として設定している．また，損傷レベル 4 については架け替え

とし，初期建設コストの 10 倍を設定した． 

 

損傷レベル 1 の場合： 00 REC  (7.3-2.1)

損傷レベル 2 の場合：   10001675092024 2
0  hyhyRE kkC  (7.3-2.2)

損傷レベル 3 の場合：   100046215615215 2
0  hyhyRE kkC   (7.3-2.3)

損傷レベル 4 の場合： IRE CC 100   (7.3-2.4)

上式による推定結果は誤差 0~3%であり，十分な精度で復旧コストを表現できて

いると考えられる． 

 

また，上記結果は理想的な条件下での復旧コストであり，実際の復旧には工

事用道路の確保や地震時の復旧用資材等の確保により多くのコストを要するも

のと考えられる．そこで，これらの影響を考慮するための倍率 b を設定する．

本検討では兵庫県南部地震において要した直接復旧コスト 29)と上式により得ら

れる CRE0 の比が概ね 10 倍であったため，b=10.0 として設定した． 

 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2
0

2000

4000

6000

8000

10000

降伏震度  Khy

直
接

復
旧

コ
ス

ト
 C

R
E

0 
(千

円
)

 損傷レベル2
 損傷レベル3



224 
 

(5) 損失コスト CTD の算定 

 

直接復旧コスト以外の地震損失コスト CTD としては，地震被害による供用停

止によって発生する運輸収入の減額のみを想定することとした．この損失額（減

収額）は，供用停止日数と 1 日あたりの運輸収入とを乗じることにより算定さ

れるが，その一般的な値を精度よく見積もるのは現状では困難である．そこで

本検討では，供用停止に伴う損失は直接復旧コストの倍数（CTD = k×CRE）で算

定することにした．この倍率は，兵庫県南部地震による直接復旧コストと営業

損失の関係 29)を参考にして， 0.2k とした．ただしこの倍率は，地域性，被害

規模等の影響を強く受けるものと思われるが，定量的に把握するのは非常に困

難である．ここでは 1 つの事例として 0.2k としたが，この数値については今

後精査を行う必要があると思われる． 

 
 
(6) 復旧性照査用ノモグラムの作成 

 

(a) トータルコストの算定 

これまでの検討により，構造物への入力地震動（生起確率付地震動群），構造

物の建設コスト，地震によって損傷を受けた際の復旧コスト（直接復旧コスト，

損失コスト）が得られた．そこで，想定した構造物に地震動群を入力すること

で，各構造物のトータルコストを算定する． 

 

各地震による応答値，損傷レベルを算定するためには，逐次非線形解析によ

って地震応答を求めた．等価固有周期 Teq，降伏震度 Khyを持つ 1 質点系で表現

し，骨格はバイリニアモデル，履歴はクラフモデル 30)とする．基本的には鉄道

構造物の設計において一般的に用いられている値 2)を用いている．ただし減衰定

数は周期に依存させず一定の 0.05 を用いた．これらの条件の下で各地震動ごと

の 大応答塑性率を算定し，損傷レベルごとの限界塑性率と比較することで，

損傷レベルを算定する．さらに各地震動には発生確率が付与されており，全地

震動群の結果を統合することによって，構造物の設計耐用期間内における各損

傷レベルの発生確率 Pfが算定される．これと初期建設コスト（式(7.3-1)），復旧

コスト（式(7.3-2)）を用いて式(7.2-1)よりトータルコストを算定した． 

 

トータルコスト算定結果の例として，東京地域，広島地域における等価固有

周期 Teq=1.0 秒，靭性率M =2.0, 5.0 の場合の結果を図 7.3-9に示す．この図にお

いて(a)は東京地域，(b)は広島地域，(c)はこれら 4 つの図のトータルコストのみ
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を重ねて描いた結果である．まず，一つの図に着目する（例えば東京地域のM 

=2.0 の結果（図 7.3-9 (a)の左））と，構造物に付与する降伏震度が大きくなると，

初期建設コストが大きくなっている．これとは逆に，損失コストは降伏震度が

大きいほど小さくなっている．この 2 つを合計させたトータルコストは下に凸

の形状をしている．よって本手法によって構造物の等価固有周期，靭性率を固

定した際のトータルコストが 小となる構造物の降伏震度が選定できることが

分かる．各図において○印で示した点が，トータルコストが 小となる点（

適な降伏震度）である． 

 

 
 (a) 東京地点（左：μM=2.0，右：μM=5.0） 

 

 (b) 広島地点（左：μM=2.0，右：μM=5.0） 

 
(c) 東京地点と広島地点のトータルコスト比較 

図 7.3-9 トータルコストの算定例（Teq = 1.0 秒） 
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また，同一地点（例えば東京地点）において構造物の靭性率を変化させた結

果を比較（図 7.3-9 (a)の左と右を比較）すると，靭性率が大きくなることによ

り，初期建設コストが大きくなっている．これに対し，靭性率が大きくなった

影響で損傷確率，復旧コストが小さくなっている．靭性率が大きくなることに

よる復旧コストの減少額は初期建設コストの増加額よりも大きくなっているた

めに，図 7.3-9 (c)にあるように靭性率が大きくなるとトータルコストが小さく

なっていることが分かる．さらにトータルコスト 小となる降伏震度も小さく

なることも見て取れる．つまり靭性率の大きな構造物を設計することで，トー

タルコストが小さく，さらに降伏震度も抑えた構造物が選択されることになる

と考えられる． 

 

東京地点と広島地点のトータルコスト算定結果の比較（図 7.3-9 (a)と(b)の比

較）からは，以下のことが分かる．まず，初期建設コストには地震活動度の影

響は無関係であるため，地域によらず同一額である．これに対し東京地点では，

広島地点と比較すると地震活動度が高いため，損傷確率が大きくなっている．

これに伴い復旧コストとそれによる損失コストが大きくなるために，図 7.3-9 

(c)にあるようにトータルコストとしても東京地点が広島地点よりも大きな結果

となっている．さらに構造物の等価固有周期，靭性率を固定した際にトータル

コスト 小となる降伏震度も大きくなっている．これはつまり地震活動度が高

い地域ほど降伏震度の大きな構造物が選択されることを意味している． 

 
 

(b) 復旧性照査用ノモグラムの算定 

上記(a)の結果より，構造物の等価固有周期，靭性率を固定した場合の， 適

な降伏震度が 1 つ選択されることが分かった．そこで，等価固有周期，靭性率

を広範囲にわたって多数変化させ，各条件における 適な降伏震度を選定した．

この降伏震度選定結果をまとめて図7.3-10に復旧性照査用ノモグラムとして示

す（靭性率M =1, 2, 4, 8 の場合）．なお，これらの各図には，鉄道構造物の耐震

設計時に用いている L2 地震動スペクトル II の所要降伏震度スペクトル 2)も示し

ているが，これについては後ほど考察を行うこととし，本節ではそれぞれの地

域における復旧性照査用ノモグラムの算定結果について考察する． 

 

まず，それぞれの地域におけるノモグラムは周期の変化によって多少の凹凸

が見られるものの，概ね滑らかな曲線形状をしており，あたかも地震動の加速

度応答スペクトルや非線形応答スペクトルのような形状となっていることが分

かる．これは生起確率付地震動群の周期特性が概ね 0.5 秒程度で大きくなるよう
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な地震動となっているため，この周期帯域に存在する構造物の損傷確率が大き

くなり，結果として構造物に要求される降伏震度が大きくなったためであると

考えられる． 

 

また前節の考察から，同一周期の構造物では，靭性率M が大きいほど降伏震

度が小さくなるという結果を得ているが，この結果からも，靭性率M が小さく

なるほどノモグラムが下側に位置するという結果になっていることが見て取れ

るため，同様の傾向となっていることが分かる．さらに地震活動度が高い地点

（例えば，東京，名古屋，大阪地点）では地震活動度の低い地点（例えば，札

幌，福岡）と比較して，同一周期，靭性率を持った構造物に要求される降伏震

度が大きくなっており，これも前節の結果と一致している． 

 

 

   

(a) 札幌地点                     (b) 仙台地点 

   

(c) 新潟地点                     (d) 東京地点 

図 7.3-10-1 復旧性照査用ノモグラム算定結果（その 1） 
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(e) 名古屋地点                     (f) 大阪地点 

   

(g) 広島地点                     (h) 福岡地点 

図 7.3-10-2 復旧性照査用ノモグラム算定結果（その 2） 

 

(7) 復旧性照査用ノモグラムを用いた照査の手順 

 

復旧性照査用ノモグラムを用いた照査の手順を図 7.3-11に示す．この復旧性

照査用ノモグラムはトータルコストが 小となる周期，降伏震度，必要靭性率

の組み合わせを表現した結果であるため，ある地震時の 大応答塑性率を示す

非線形応答スペクトルとは本質的に異なるものである．しかしながら，横軸，

縦軸がそれぞれ周期，降伏震度となっており，両者から必要靭性率（非線形応

答スペクトルの場合は応答塑性率）を算定することが可能であり，所要降伏震

度スペクトルと同様に扱うことが出来る． 

 

具体的には，まず本照査の前提条件である L2 地震動において構造安全性を確

認する．その後，静的非線形解析を実施して，構造物が保有する性能（固有周
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期 Teq，降伏震度 Khy，靭性率M）を把握する． 後に復旧性照査用ノモグラム

を用いて非線形応答スペクトル法 23)により応答値（応答塑性率）を算定する．

復旧性照査用ノモグラムにより得られた応答塑性率が構造物の保有する靭性

率M を上回らないことを確認することで，復旧性の照査を行う．もし応答塑性

率が靭性率Mを上回った場合，断面を変更して再度安全性のチェックから行い，

下回った場合は復旧性を満足する構造物となり照査を終了する． 

 

 

図 7.3-11 復旧性照査用ノモグラムを用いた復旧性照査の流れ 

 

ここで一般的な鉄道構造物の場合，安全性の照査における応答値算定手法と

しては，レベル 2 地震動の所要降伏震度スペクトルを用いた非線形応答スペク

トル法が用いられることがほとんどであり，この際に既に静的非線形解析は実

施されている．そのため復旧性照査において新たに実施する手続きとしては，

復旧性照査用ノモグラムに対して応答値の算定，性能照査を行うだけでよい．

つまりこの復旧性照査用ノモグラムを用いることで，従来の設計手順とほぼ同

様の手続きによってトータルコストを照査指標とした復旧性の照査を行うこと

が可能となる．結果として，この復旧性照査用ノモグラムは，経済性を照査指

標とした時の設計地震動の一つとして捉えることができる． 

  

START

レベル2地震動に対する

安全性照査

制限値を満足？

END
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NO

静的非線形解析*)

（プッシュオーバー解析）

応答値算定
（非線形応答スペクトル法）

条件変更

*) 静的非線形解析は，安全性照査の

際にほとんどの場合実施している



230 
 

7.3.3 考察 

 

(1) 地震活動度の高い地域と低い地域の比較 

 

図 7.3-10の復旧性照査用ノモグラムは，東京，大阪，名古屋などの地震活動

度の高い地域と，札幌，福岡などの地震活動度の低い地域で明らかに異なって

いる．具体的には同一周期，靱性率の構造物に要求される降伏震度は，地震活

動度が高い地域ほど大きくなっている．このことは，今回検討を行ったトータ

ルコストに基づく復旧性照査を導入した場合，地震活動度の高い地域では，地

震活動度の低い地域と比較して，構造物の周期や降伏震度が同等であっても，

より性能の高い構造（高靱性率）が選択されることを意味している．これより，

トータルコストを照査指標とした復旧性照査を導入することで，地域の地震活

動度に応じたきめ細かい設計が可能となると言える． 

 

(2) L2 地震動との比較 

 

鉄道構造物の耐震設計では，L1 地震動において無損傷であること（図 7.3-4

における Y 点を超えないこと．耐震性能 I）と，L2 地震動において安全性を確

保すること（同，N 点を超えないこと．耐震性能 III）を確認している．さらに

新幹線鉄道および大都市旅客鉄道等の重要度の高い構造物においては，L2 地震

動においても早期に機能回復をすること（耐震性能 II）が要求されている．既往

の実験的検討 31)によると，軸方向鉄筋が座屈した場合（応答塑性率がMを超え

た場合），たとえモルタルによって断面の修復を行ったとしても，損傷前の性能

には回復しないことが指摘されている．つまり，L2 地震動において早期に機能

回復をするためには，応答塑性率をM 以下に留める必要があると考えられる．

これは本検討における復旧性照査の流れと同様の流れで設計を行っていること

になる．そのため鉄道構造物の設計時に用いられている L2 地震動と，本検討に

よって得られた復旧性照査用ノモグラムとをスペクトルの大きさで比較するこ

とにより，トータルコストを照査指標とした復旧性照査を実施した場合の構造

物の諸元が，従来の設計によって得られる構造物とどのような関係にあるのか

考察する． 

 

図 7.3-10 には L2 地震動スペクトル II の所要降伏震度スペクトルと各地点の

復旧性照査用ノモグラムを重ねて描いている．一般的な高架橋の等価固有周期

は 0.4~1.2 秒程度，靭性率は 4~6 程度であると考えられる．よって特にこの範囲
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に着目して両者の結果を比較すると，以下のことが言える． 

 

まず，地震活動度の高い仙台，東京，名古屋，大阪地点においては，復旧性

照査用ノモグラムと L2 地震動がほぼ一致している．このためこれらの地域にお

いては，L2 地震動において早期の機能回復を要求している従来の耐震設計によ

って得られる構造断面と，本手法によるトータルコストを考慮した構造断面は，

ほぼ等価な結果を与えると言える． 

 

これに対し地震活動度が相対的に低い札幌，新潟，広島，福岡地点では，得

られた復旧性照査用ノモグラムは L2 地震動よりも下回っていることが分かる．

これは地域ごとの地震活動度の差によるものであると考えられるが，現在の耐

震設計においてもこの地震活動度の差を表現することを目的として図7.3-12に

示す地域別係数を導入している 2)．これによると，新潟，広島は地域 B（係数

0.85）であり，札幌，福岡は地域 C（係数 0.70）となっている．そこで今回検討

した 8 地域のうち地域 B, C に属する 4 地域の復旧性照査用ノモグラムと地域別

係数を考慮した L2 地震動を比較した結果を図 7.3-13 に示す．この図から，地

震活動度の低い地域における復旧性照査用ノモグラムは，L2 地震動に地域別係

数を考慮することで所要降伏震度スペクトルとの一致度が向上していることが

見て取れる．ただし，札幌を除く 3 地点の L2 地震動は周期 0.6 秒程度よりも長

周期成分においてノモグラムよりも大きな値を取っている．これは，L2 地震動

の地域別係数が全国の地震危険度を 3 段階に分類し，それを 1.0, 0.85, 0.7 という

係数で大まかに区分している 32)ため，地震活動度の低い地域ではその発生確率

の違いを完全には考慮できていないためであると考えられる． 

 
図 7.3-12 地域別係数 2)  

：地域A (1.00)
：地域B (0.85)
：地域C (0.70)
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(a) 新潟地点（地域 B）          (b) 広島地点（地域 B） 

図7.3-13-1 復旧性照査用ノモグラムと地域別係数を考慮したL2地震動の比較 

（地域 Bの場合） 

 

   

(c) 札幌地点（地域 C）               (d) 福岡地点（地域 C） 

図7.3-13-2 復旧性照査用ノモグラムと地域別係数を考慮したL2地震動の比較 

（地域 Cの場合） 

 

以上のことはつまり，従来の鉄道新幹線の構造物において，「地域別係数を考

慮した L2 地震動において早期に機能回復をする」という地震動と制限値の組み

合わせが，トータルコストを照査指標とした復旧性照査という観点からも概ね

妥当な結果を与えていることを示唆している．これは過去の地震被害や地震活

動の地域性等を通じて経験工学的に構築されてきた現在の設計体系に合理的な

意味づけを与えるという点で非常に重要な結果である． 

  

 復旧性照査用ノモグラム
 L2地震動スペクトルII（G3地盤）

    　 （地域別係数(0.85)考慮）
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 復旧性照査用ノモグラム
 L2地震動スペクトルII（G3地盤）

    　 （地域別係数(0.70)考慮）
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(3) 損傷部位の違いによる比較 

 

今回の検討では構造物を設計する際の制約として，上部工が基礎よりも先に

降伏するという条件を与えている．これは基礎が損傷することで莫大な復旧費

用がかかることを念頭に設定した条件であり，現在の一般的な構造物を設計す

る際にも基本的には推奨されている考え方である．ここでは基礎が損傷した場

合の復旧性照査用ノモグラムの試算を行い，上部工先行降伏時のノモグラム算

定結果との比較を行う． 

 

既往の調査によると，基礎が損傷した場合の補修費用は，狭隘空間での施工

のために，多くのコストを要することが報告されている 33)．そこで，基礎が損

傷した場合に 10 倍の復旧コストを要すると考えて復旧性照査用ノモグラムを作

成した．なお，初期建設コストは上部工先行降伏の構造物の結果をそのまま用

いている．これらの条件のもとで得られた東京地域での復旧性ノモグラム算定

結果を図 7.3-14に示す．基礎が損傷すると復旧コストが大きくなるために，柱

先行降伏の構造物と比較して，同一周期，靭性率を持った構造物に要求される

降伏震度は大きくなっている．つまり復旧性を考えた場合，損傷部位を気中部

に集中するように設計を行うことで，合理的な設計となっていることが確認さ

れた．この結果も現在の耐震設計の枠組みを支持する結果であると言える． 

 

 

図 7.3-14 損傷部位の違いによる復旧性照査用ノモグラムの変化 

（東京地点） 
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7.4 経済性評価に基づく構造物群の耐震対策優先度の設定方法 

7.4.1 構造物群の地震対策優先度の判定手法 

 

線状構造物のシステム全体の地震安全性を向上させるためには，弱点箇所の

耐震性能向上や，効率的な耐震対策優先度の判定を行う必要がある．従来の地

震対策は，各種施設ごとに実施されており，システムとしてどの箇所に対策を

実施することが 適な補強対策となるかといった判断を行うことは困難であっ

た．そこで本節では，複数の施設，設備から構成されるシステムの耐震性能，

補強効果を同じ指標で評価するために，耐震補強前後のライフサイクルコスト

の差分（DLCC : Difference of Life Cycle Cost）8)に基づいた優先度判定手法の検討

を行う． 

 

まずシステムのトータルコスト（TC）を式(7.2-1)によって定義する．ここで，

今回の TC には維持管理費等は含めないこととしている．この場合，地震対策前

後の TC の差 DLCC は次式で表現できる． 
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00
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0

 (7.4.1) 

ここで， 0TC ：耐震補強を行わない場合のトータルコスト， RTC ：耐震補強を

行った場合のトータルコスト， 0N ：耐震補強を行わない場合の限界状態の数，

RN ：耐震補強を行った場合の限界状態の数である． 

 

様々な補強対策に対して DLCC を算定し，比較することで，DLCC が大きい

ものほど補強効果が大きく，優先的に実施すべき補強対策であると判断できる．

DLCC の算定手順を図 7.4-1に示す． 



235 
 

 

図 7.4-1 DLCC 算定フロー 

 

7.4.2 モデル線区における地震対策優先度判定の試算 

 

(1) モデル線区の構築 

 

今回はモデル線区として延長 10km の地盤，橋梁，盛土，電柱からなる鉄道シ

ステムを構築した．橋梁，盛土の高さ分布，地盤の固有周期の概略を図 7.4-2

に示す．さらに橋梁においては降伏震度，等価固有周期，各損傷レベルに至る

限界変形量，破壊形態（せん断破壊型，曲げ破壊型），盛土においては，降伏震

度，円弧すべりを発生させる際の円弧半径，各損傷レベルに至る限界変形量を

それぞれ設定している．また電柱においては，高さ 10m のコンクリート柱を 50m

間隔で一様に配置し，周期，降伏震度，損傷に至る限界変形量を設定した．な

お，橋梁，盛土の損傷は設計標準 2)にあるように 4 段階に分類し，それぞれの限

界値を設けているが，電柱については，損傷，無損傷の 2 段階で設定した．こ

のモデル線区を対象に，各種補強を考えた DLCC の算定， 適な耐震対策の判

定を行う． 
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図 7.4-2 モデル線区の概略 

 

(2) 地震作用の設定 

 

モデル線区の地震リスクを評価するための地震動群を設定する．ある一つの

再現期間を想定した場合においても，対象とする地域の地震活動度が異なれば，

想定される地震動レベルは大きく異なる．そこで本検討では，地震活動度の高

い地域（地域 A）と低い地域（地域 B）の 2 地域を想定し，確率論的地震危険度

解析を実施した．地震危険度解析を行う際には，想定する地震動レベルとして

どの程度の再現期間を想定するか検討する必要があるが，今回は地震動の発生

確率として 30 年間に 3%の確率で発生する地震動とした．これは既往の地震動

マップにより試算されている地震発生確率のうちの一つであり，再現期間とし

ては 1000 年に 1 度の地震に相当する 34)．今回の地域において算定された地震加

速度は，地域 A では 760gal，地域 B では 334gal である．このように周辺の地震

環境（断層の有無，各断層の規模，発生確率）の違いによって，想定される地
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震動レベルが大きく変化するため，地域毎に要求される耐震対策が変化するこ

とが予想される． 

 

次に地震危険度解析結果を満たす時刻歴波形（生起確率付地震動群）を，シ

ミュレートする．この生起確率付地震動群作成手法としては 6 章における手法

を用いる． 終的に得られた地震動群の例を図 7.4-3に示す． 

 

 

図 7.4-3 生起確率付地震動群の例（地域 A） 

 

ここで得られた生起確率付地震動群は，工学的基盤（耐震設計上の基盤面，

せん断弾性波速度 Vs=400m/s 程度の連続地層）位置での地震動であるため，対

象地点の地盤情報を用いた地盤応答解析を実施することで，地表面位置の地震

動を求める．地盤応答解析としては，逐次非線形解析を用いた．地盤の非線形

構成則としては，GHE-S モデル 35)を用いることとし，動的変形特性は多数の三

軸圧縮繰り返し試験結果をもとに設定された標準的な値 28),36)をもとに設定して

いる．減衰は，地盤のせん断弾性波速度，土質分類をパラメータとして周波数

依存性を考慮した減衰（Q 値）の提案式 37)に出来る限り一致するようなレーリ

ー減衰を設定している 38)． 

 

以上の条件で，基盤位置での地震動群を入力とした地盤応答解析を実施する

ことにより，地表面位置での地震動群の推定を行った．地域 A において得られ

た地表面位置地震動の 大加速度の平均値，標準偏差をまとめて図 7.4-4 に示

す．これらの結果より，地盤応答解析を実施することで，地盤条件に応じた地

震動の増幅，減衰の影響を適切に評価できていることが分かる． 
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図 7.4-4 地表面位置での最大加速度分布（地域 A） 

 

(3) 各種施設の損傷確率算定 

 

上記(2)で得られた地表面位置での地震動群を構造物に入力することで，応答

値を推定する．応答値算定手法を簡単に説明する．橋梁は 1 自由度系にモデル

化を行い，逐次非線形動的解析を用いる．非線形構成則は骨格として Bi-linear

モデル，履歴法則として Clough モデル 30)（ 05.0,20.0   ）を用い，減衰定

数は 10%とした．盛土はニューマーク法 39)により滑動変形量を算定する．電柱

の応答は，橋梁と同様に 1 自由度系にモデル化した動的解析によるものとし，

橋梁上に存在する場合は橋梁の応答波形を，盛土上に存在する場合は地表面波

形をそれぞれ入力として用いる．さらに高架橋上に建設された電柱は，高架橋

の回転成分の影響で損傷が大きくなることが分かっている．そこで，高架橋の

回転挙動の補正係数 40)を考慮することとした． 

 

以上の手続きにより，各地震動群に対する橋梁，盛土，電柱の地震応答値を

推定する．これと各損傷レベルの限界応答値を比較することで，各損傷レベル

の発生確率を算定する．得られた損傷確率を図 7.4-5に示す． 

 

まず，せん断破壊型の橋梁では，構造物のじん性能に期待できないため，損

傷が発生すると同時に大被害となる可能性が高い．そのため，損傷レベル 4 と

なる確率が非常に大きくなっている．また，地震活動度の高い地域 A では，地

震動レベルが相対的に大きいため，損傷の程度も大きくなっている． 
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(a) 地震活動度の高い地域（地域 A） 

 
(b) 地震活動度の低い地域（地域 B） 

図 7.4-5 構造物の損傷確率 

 

(4) 補修コスト，補強コストの設定 

 

トータルコストを算定するために必要な，補修コスト，営業損失コストの設

定を行う．また，各種補強を設定するための補強工法の抽出，これに必要な補

強コストについても設定する． 

 

(a) 補修コスト，営業損失コストの設定 

地震被害を受けた場合の補修コスト，営業損失コストを設定する．本検討で

は前節の検討や既往の災害復旧誌をもとに，表 7.4-1，表 7.4-2のように仮定し

た．なお営業損失コストは，表 7.4-2 の停止日数に 1 日の運輸収入を乗じるこ

とで，算定可能である．今回は路線の 1 日の運輸収入として 10 億円と仮定した． 

 

表 7.4-1 設定した補修コスト（それぞれ一箇所辺りのコスト） 

損傷レベル 盛土* 橋梁* 電柱*

1 － － － 

2 － 0.1 － 

3 － 0.3 － 

4 0.2 2.0 0.01
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表 7.4-2 設定した営業損失コスト（停止日数） 

損傷レベル 盛土 橋梁 電柱

1 － － － 

2 0.5 1 － 

3 3 5 － 

4 6 90 2 

単位：日          
(b) 補強工法の設定 

橋梁，盛土，電柱の補強工法，補強効果，補強コストを設定する．本検討で

は 1 つの事例として表 7.4-3 に示すような工法を設定し，各工法を適用した場

合の損傷確率についても算定している．これ以外の補強工法を採用することも

可能であり，この場合についても同様の手順で，耐震対策優先度を判定するこ

とが出来る． 

 

表 7.4-3 設定した補強シナリオ 

補強箇所 補強工法 補強効果 補強コスト 

橋梁 鋼板巻き立て 靭性能上昇 100 万円/本 

盛土 グラウンドアンカー 応答値低減 1.5 万円/m 

橋梁上の 

電柱 

ダンパー 応答値低減 10 万円/本 

 

 

(5) DLCC 算定および耐震対策優先度判定 

 

(a) 地震活動度の高い地域（地域 A）の場合 

(i) 第一段階目の補強 

地震活動度が相対的に高い地域AにおけるDLCC算定結果を図7.4-6に示す．

これによると，まず対象路線の地震による補修費，営業損失を合計したトータ

ルコストは約 1300 億円であることが分かる．これに対して橋梁，盛土，電柱の

それぞれに地震対策を実施した結果を示しているが，補強費は 大でも 10 億円

程度（他と比べて小さいため図には表れていない）であり，現状のトータルコ

ストと比較して非常に小さい． 
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図 7.4-6 各構造の地震対策効果の算定結果 

（地域 A，第一段階） 

 

一方で橋梁，盛土の地震対策を実施することで，被害の発生確率を大幅に低

減できるため，補修費等は低くなっている．その結果として，DLCC は全ての対

策でプラス（電柱補強でも 0.7 億円程度のプラス）となっており，いずれの対策

も有効であるという結果となった．その中でも橋梁に地震対策を実施すること

で，DLCC が 大になっている．つまりこの地域では橋梁から地震対策を実施す

ることが 適であると言える． 

 

なお，橋梁については，2 タイプの破壊形態（せん断破壊型，曲げ破壊型）を

有する橋梁をまとめて検討を行っている．そこでこれら破壊形態の違いによる

対策効果を調べるために，それぞれの破壊形態を有する橋梁のみを補強した場

合の DLCC の算定を行った．得られた結果を図 7.4-7 に示すが，今回の地域で

は曲げ破壊型の橋梁を補強するよりも，せん断破壊型の橋梁の補強を行う方が

より DLCC が大きくなるため，効果的な対策であると言える． 

 
図 7.4-7 破壊形態の異なる橋梁毎の地震対策効果 
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つまり，地域 A における第一段階目の地震対策としては，せん断破壊型を有

する橋梁の補強を実施し，その後曲げ破壊型を有する橋梁の補強を実施するこ

とが有効であるという結果を得た． 

 

(ii) 第二，第三段階目の補強 

続いて地域 A において橋梁の地震対策が終了した後に実施すべき対策を調べ

るため，第一段階目の対策（せん断破壊型，曲げ破壊型の橋梁の補強）実施後

のトータルコストに対する各種対策効果の算定を行った．得られた結果を図

7.4-8 に示すが，橋梁上の電柱の対策よりも，盛土の対策を実施することで，

DLCC が大きくなることが分かる．よってこの地域では第二段階目の対策として

盛土の補強が有効であると言える． 

 
図 7.4-8 DLCC 算定結果（地域 A，第二段階） 

 

さらに橋梁上の電柱であるが，この図では表現されていないものの DLCC は

0.7 億円程度のプラスとなっている．つまり電柱の対策を実施することで，トー

タルコストが低減する結果となっており，第三段階目の対策としては，橋梁上

の電柱の補強を実施する，という結果が得られた． 

 

(b) 地震活動度の低い地域（地域 B）の場合 

(i) 第一段階目の補強 

地震活動度の相対的に低い地域BにおけるDLCC算定結果を図7.4-9に示す．

地域 B では想定される地震動のレベルが低いために，各種施設の地震リスクは

低い．その結果，現状のトータルコストは地域 A と比較して小さくなっている

（地域 A：1260 億円，地域 B：970 億円）．また，各種対策を実施した際の DLCC

は，地域 A と同様に橋梁の対策を実施した場合が 大となっている．一方で，

盛土の対策を第一段階目の対策として実施した場合には，DLCC がマイナスとな

る．これは，路線全体の停止日数に与える影響として，橋梁の被害によるもの
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が大半であるため，たとえ盛土の対策を実施したとしても，営業損失には変化

がなく，結果として投資効果がマイナスになったためである．つまり地域 B で

は第一段階目の対策として盛土の補強を実施したとしても，有効な結果は期待

できないことになる． 

 
図 7.4-9 DLCC 算定結果（地域 B，第一段階） 

 

橋梁の対策のうち，破壊形態毎の DLCC 算定結果を図 7.4-10に示す．これよ

り，せん断破壊型の橋梁に対策を行うと DLCC が非常に大きくなるのに対し，

曲げ破壊型の橋梁への対策は DLCC がマイナス（-2.63 億円）となる．これは地

域 B では想定される地震レベルが低いため，曲げ破壊型の橋梁の損傷確率も低

くなっている（図 7.4-5 (b)）．そのためにたとえ対策を実施しても損傷確率が変

わらないため，対策効果がマイナスとなった． 

 
図 7.4-10 破壊形態の異なる橋梁毎の DLCC 算定結果 

 

以上の結果より，地域 B においては第一段階目の地震対策としては，せん断

破壊型を有する橋梁のみ補強を実施することが有効であるという結果を得た．

これは地域 A における第一段階目の地震対策（せん断破壊型 → 曲げ破壊型の

順に全橋梁を補強）とは異なる結果となっており，地点の地震活動度によって
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有効な対策が異なることが明らかになった． 

 

(ii) 第二，第三段階目の補強 

地域 B における第二段階目の対策を検討するため，せん断破壊型の橋梁を補

強した状態のトータルコストを初期状態として，各対策を実施した場合の DLCC

を算定する．(1)で述べたが，全橋梁（せん断破壊型＋曲げ破壊型）に対策を実

施したトータルコストは，せん断破壊型の橋梁に対策を実施したトータルコス

トよりも大きくなることが分かっているため，曲げ破壊型の橋梁に対する検討

は実施していない． 

 

得られた結果を図 7.4-11に示すが，盛土，橋梁上の電柱ともに対策を実施す

ることで DLCC がプラスとなっている．図 7.4-9 において第一段階目の対策と

して盛土を選択した場合には DLCC がマイナスであったが，第二段階目の対策

ではプラスとなっている．この原因としては，第一段階目の対策では地震時の

営業停止に占める影響のほとんどが橋梁であったために，盛土の対策効果がほ

ぼゼロであり，投資効果としてはマイナスとなっていた．ところが橋梁の補強

を実施することで，盛土の損傷が路線全体の営業停止に与える影響が相対的に

大きくなり，対策を実施することで営業損失が大幅に低減された．その結果と

して盛土対策の DLCC がプラスとなった．つまり適切な対策の検討を行う場合

には，各段階での初期状態からの変化を適切にモデル化する必要があると言え

る． 

 

また，図 7.4-11 の各種対策を実施した場合の結果の中で，DLCC が も大き

いのは盛土の補強である．そのため第二段階目の対策としては盛土，第三段階

目の対策としては橋梁上の電柱が選択された． 

 
図 7.4-11 DLCC 算定結果（地域 B，第二段階）  
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7.5 まとめ 

 
本章では，地震リスクを考慮した構造物の性能評価法についての検討を実施

した．具体的には，まず新設構造物を対象として，レベル 1 地震動に対して弾

性設計を行うという現在の土木構造物における一般的な耐震設計手法に変わる

枠組みとしての，トータルコストを照査指標とした復旧性照査法に関する検討

を行った． 

 

従来から提案されている手法を用いてトータルコストを照査指標とした設計

を実務において行うことは，現状では困難である．そこで設計労力を簡素化し

た上で復旧性を満足した構造物の設計が可能となるような手法の提案を行った．

具体的には，予め多数の諸元に対してトータルコストが 小となるような周期，

靭性率，降伏震度の組み合わせを算定しておき，それらの結果を復旧性照査用

ノモグラムとして出力した．この復旧性照査用ノモグラムを用いることで，設

計を行う際には従来の耐震設計の流れと同様の手続きで，トータルコストを照

査指標とした復旧性の照査を実施可能である． 

 

復旧性照査用ノモグラムの例として，複線用 RC 壁式橋脚を対象としたノモグ

ラムを全国 8 地点で算定した．その結果，地域の地震活動度の高低によって，

終的に得られる復旧性照査用ノモグラムが変化することが明らかになった．

これより，本手法を用いることで，地域の地震活動度に応じたきめ細かい復旧

性照査が可能となることを確認した．さらに，得られた復旧性照査用ノモグラ

ムと現在の耐震設計において使用されている地震動，制限値とを比較すること

で，両者の結果はほぼ同等の結果を得ることを確認した．これは過去の地震被

害等を通じて経験工学的に構築されてきた現在の耐震設計に物理的な意味づけ

を与えるという点で重要な結果であると言える． 

 

続いて，既設線状構造物を対象として，地震リスクの観点から構造物の耐震

対策優先度を設定する方法についても検討を行った．具体的には，システム全

体の地震対策の優先順位を客観的・定量的に評価可能な手法として，DLCC に基

づく地震対策優先度設定手法の検討を行った．本手法では地震を確率論的に評

価し，この地震動評価結果を元に各施設の損傷確率，対策前後のライフサイク

ルコストを計算することで，対策の有効性を評価する． 

 

本手法の適用例として，モデル線区に対して各対策を実施した場合の DLCC
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を算定し，対策優先順位の設定を行った．その結果，たとえ同一地盤，同一構

造が並んだ路線であっても，地震活動度が異なると，有効な対策が変化するこ

とが確認された．つまり本手法を用いることで，線区の輸送密度，輸送量，地

震活動度，地盤条件，構造形式，設計年代などの各種条件を反映させた上で，

路線ごとに適切な地震対策を選定可能となることが期待される． 
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第 8 章 結論 

 

近年の土木構造物の耐震設計では，断層を特定した強震動予測手法に基づく

地震動評価の結果を設計地震動として用いる機会が多くなっている．また，東

北地方太平洋沖地震の発生以降，南海トラフで発生する巨大地震における震源

域の見直しなどもされており，これらの大規模地震を想定した耐震設計，耐震

診断時に強震動予測手法が適用される機会がさらに増すものと考えられる． 

 

このような大規模地震が発生した場合，震源近傍の鉄道高架橋や道路橋とい

った土木構造物には何らかの損傷が発生することが想定される．そのため評価

される設計地震動はこれら構造の非線形挙動に十分に配慮した上での地震動波

形であることが要求される．また，強震動予測手法による地震動評価は，各段

階で不確定性を含んでおり，これらの不確定性を網羅した地震動を算定した場

合には，地点における地震動波形が膨大な数となることも考えられる，しかし

ながらこの多数の地震動波形群の全てを用いて構造物の耐震設計を行うことは

非現実的であり，合理的な手法により設計地震動を選択もしくは作成する必要

がある． 

 

一方，近年の学会等の議論において，レベル 1 地震動に対して損傷させない，

もしくはレベル 2 地震動に対して早期復旧を実現する，という従来の設計地震

動と構造物の要求性能の組み合わせが見直され始めている．具体的には，レベ

ル 2 地震動に対して崩壊させないという最低限の性能を満足させた上で，その

後損傷レベルのような工学的指標ではなく，経済性を照査指標とした設計法が

提案されている．しかしながら，実際にトータルコストを照査指標とした設計

を行う際には，設計者が対象地点の地震動を評価するための確率論的地震危険

度解析，多数の構造物断面の設計，設計された構造物を用いた地震応答解析，

地震損傷確率の算定，トータルコストの算定，コスト最小の構造断面の選択，

といった流れを経由する必要があり，現状では実務設計への適用は困難であっ

た． 

 

このような背景の中，本研究では，土木構造物の安全性，復旧性照査を行う

ための設計地震動評価の高度化を目的とした手法の開発を行った．本研究で得

られた知見を以下に示す． 
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(1) 深部地盤構造が工学的基盤位置の地震動に与える影響評価（第 2 章） 

 

工学的基盤における地震ハザードを評価する際には，距離減衰式が用いられ

るが，これに深部地盤構造の情報を付与することで，地点特性をより考慮した

評価が可能となり，地震動の推定精度が向上することが予想される．そこでま

ず，地震基盤深度によって応答スペクトルの特性がどのように変化するかにつ

いて観測記録に基づいた検討を実施した．その結果，地震基盤が 300m 程度より

も浅い地点においては，周期 0.1～0.3 秒程度の応答が非常に大きくなる一方で，

周期 1 秒程度の応答はそれほど大きくならない．これとは対照的に，地震基盤

の深い地点では，短周期成分の応答は小さいものの，周期 1 秒程度で大きな応

答を示すことが明らかになった． 

 

続いて，地震基盤深度の変化に伴う PGA, PGV の変化を確認することを目的

として，観測記録，数値解析に基づく検討を実施した．その結果，同一地震規

模，震源距離を想定した場合であっても，地震基盤深度が 300m 程度の地点にお

いて PGA が最も大きくなり，それ以外の地点においては，地震基盤深度が大き

く，小さくなるに従って，徐々に加速度が小さくなる傾向を示すことを確認し

た．さらに，硬質地盤の非線形挙動を考慮した検討を行い，工学的基盤以深で

あっても地震動レベルの変化に伴い増幅倍率が変化することを解析的に確認し

た．地震基盤深度による地震動特性の変化と硬質地盤の非線形挙動の影響を適

切に考慮することで，工学的基盤位置での地震動を従来よりも高精度に評価可

能となることが期待される． 

 

 

(2) 表層地盤の不整形性と地震動入射角の影響評価（第 3 章） 

 

表層地盤構造の傾斜，入射角の変化が観測される伝達関数と，この伝達関数

から推定される地盤構造に与える影響について検討を行った．その結果，まず

基盤が傾斜している場合には，地中と地表面の 2 点で観測された記録に基づく

伝達関数を用いて，水平成層，鉛直下方入射を仮定した 1 次元地盤構造を推定

すると，層境界の深度が実際よりも浅く評価されてしまう．また，地震動が斜

め入射した場合の地中，地表観測記録に基づく伝達関数から 1 次元地盤構造を

推定すると，層境界の深度を実際よりも深く評価してしまうことが明らかにな

った．さらに地盤の見かけの減衰は，基盤傾斜，斜め入射ともに実際に地盤が

有する値よりも大きな値を推定してしまうことも確認された． 
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以上の結果から，地盤傾斜や斜め入射が想定される場合にボーリング調査に

基づく 1 次元地盤構造から卓越周期を算定すると，実際とは異なる卓越周期を

評価してしまう可能性があることを指摘した．また，観測された多数の観測記

録の平均伝達関数を用いる際の問題点や，観測された伝達関数を用いた基盤傾

斜抽出の可能性についても整理を行った． 
 

 

(3) 土木構造物の非線形挙動を考慮した強震動予測手法の開発（第 4 章） 

 

経験的サイト増幅・位相特性を考慮した統計的グリーン関数法により，2004

年の新潟県中越地震を対象とした特性化震源モデルの構築を行った．さらに構

造物の非線形挙動の観点から，位相スペクトルの重要性を確認した．この結果

から，構造物の耐震設計を念頭に置いた地震動評価を行う場合には，構造物の

応答が過小評価となることのないよう十分配慮された位相スペクトルを用いる

必要があることを指摘した． 

 

そこで，土木構造物の非線形挙動に配慮を行った強震動予測手法の提案を行

った．基本的な考え方は経験的サイト増幅を考慮した統計的グリーン関数を採

用しているが，グリーン関数に与える位相特性としては，従来から一般的に用

いられている包絡関数によるものではなく，位相の震源・伝播経路・サイト特

性をそれぞれ理論的，経験的にモデル化したものを用いる．各特性の評価結果

が構造物の非線形挙動の観点から適切であることを個別に確認するとともに，

工学的な取扱いについて整理を行った． 

 

まず，地震動位相の伝播経路特性に着目し，位相の伝播経路特性のモデル化

を行うとともに，モデル化した位相の伝播経路特性が構造物の非線形応答に与

える影響について評価した．その結果，モデル化した伝播経路特性を用いた地

震動シミュレーションによる構造物の非線形応答は，周期 1 秒よりも短周期側

において過去の観測記録による結果を良好に再現することを確認した．そのた

め，一般的な道路，鉄道高架橋を対象とした場合，今回提案した位相伝播経路

特性を使用することで，構造物の非線形挙動把握にも耐えうる設計地震動の評

価が可能となる． 

 

続いて，地震動位相のサイト特性が構造物応答に与える影響は，使用する

  L
tgr ，  

2L
tgr の値が小さいほど，構造物の非線形応答量が大きくなることを

確認した．今回提案した地震動評価手法におけるサイト位相特性は，地震動の
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伝播を 1 次元方向のみであるとしていることに相当しており，対象地点の地盤

特性を考慮した上で，   L
tgr ，  

2L
tgr が相対的に小さくなるような位相スペク

トルを設定している．つまり，本手法を用いた位相スペクトルの評価を行うこ

とで，構造物の非線形挙動に影響の大きな地震動波形の算定が可能であり，設

計地震動の評価という観点からは，適切な位相特性となっている． 

 

最後に，地震動位相の震源特性が構造物応答に与える影響は，ディレクティ

ビティの影響が大きい地点ほど非線形応答が大きくなる傾向があることを示し

た．さらに同一地震規模，震源距離，弾性加速度応答スペクトルを想定した場

合にも，震源特性の設定方法の違いによって，構造物に要求される降伏震度が 1

割程度変化する可能性があることも明らかにした．これらの結果から，設計地

震動を評価する際の震源特性として，破壊伝播効果が大きくなるようにアスペ

リティ，破壊開始点を設定することで，振幅特性だけでなく位相特性の観点か

らも構造物の非線形応答にとって適切な評価がされることを確認した．また，

設計地震動評価という観点から，特性化震源モデルを見直す必要性についても

言及した． 

 

以上のように，提案手法を用いることで，構造物の非線形挙動という観点か

らも適切な地震動波形の評価が可能であり，設計地震動を設定する際の地震動

算定手法として本手法の展開が期待できる． 

 

 

(4) 多数の参照地震動群から設計地震動を評価する手法の開発（第 5 章） 

 

上記(3)の手法を用いることで，構造物の非線形挙動を考慮した地震動波形が

得られる．しかしながら依然として，断層の破壊過程（たとえば，破壊開始点，

アスペリティの配置）等の各種パラメータを設定する際には多くの不確定性を

含んでおり，これらを全て考慮した地震動評価を実施した場合には，バラツキ

の大きな多数の地震動波形が算定されるが，これを全て使用した構造物の設計

は現実的ではない．そこで，この多数の地震動波形群の各波形を参照地震動と

考え，これらの各特性を反映した中で，構造物の非線形挙動の観点から適切な

設計地震動 1 波を評価する手法を提案した． 

 
具体的には，目標とする非線形応答スペクトル，その他各指標に適合するよ

うな時刻歴波形を各参照地震動群のウェーブレット係数を適切に重ね合わせる

ことで評価する．重ね合わせを行う際の重み係数は，遺伝的アルゴリズムを用
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いることで，ロバストかつ現実的な時間で決定することが可能である．提案し

た手法を実際の強震動予測に基づく地震動波形群に適用することで，幅広い指

標（高架橋の固有周期・非線形応答量，土構造物の滑動変形量）を全て考慮し

た上で，適切な時刻歴波形を合成可能であることを確認した．本手法を用いる

ことで，同一地点に存在する複数の土木構造物に対して，多数の参照地震動を

全て考慮するのではなく，同一の設計地震動 1 波のみによる応答値算定，性能

照査だけで適切な耐震設計が可能となる． 

 

 

(5) 土木構造物の地震リスク評価のための地震動波形群評価法の開発（第 6 章） 

 

確率論的地震危険度解析によって得られるハザードカーブから，各震源域の

振幅，位相特性を有する地震動波形を作成する手法を提案した．本手法は，従

来の地震危険度解析をベースとしており，これに基づき応答スペクトルの距離

減衰式と上記(3)によってモデル化した位相スペクトルから比較的簡易に時刻歴

波形を作成することが可能である． 

 
本手法を用いることで，多数の構造物群を対象とした地震リスク評価を行う

場合にも，現実的な計算時間で波形群を算定し，これに基づき個別構造毎の損

傷確率を算定することが可能となる．また，ここで得られる時刻歴波形は，工

学的基盤位置で定義されているため，各地点の地盤条件の違いによる構造物の

損傷程度の違いを陽な形で表現することができる．さらに，構造物天端におけ

る応答波形を保存しておくことで，電柱や車両等の土木構造物上の施設の地震

リスクも容易に評価可能なため，インフラシステム全体での統一的な地震リス

ク評価の実現が期待される． 

 

 

(6) 地震リスクを活用した構造物の性能評価法の検討（第 7 章） 

 

地震リスクを考慮した構造物の性能評価法についての検討を実施した．具体

的には，まず新設構造物を対象として，経済性を照査指標とした土木構造物の

耐震設計法についての検討を行った．具体的には，予め多数の諸元に対してト

ータルコストが最小となるような周期，靭性率，降伏震度の組み合わせを算定

しておき，それらの結果を復旧性照査用ノモグラムとして出力した．この復旧

性照査用ノモグラムを用いることで，設計を行う際には従来の耐震設計の流れ

と同様の手続きで，トータルコストを照査指標とした復旧性の照査が可能とな
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る．復旧性照査用ノモグラムの作成例として，複線用 RC 壁式橋脚を対象とした

ノモグラムを全国 8 地点で算定した．その結果，地域の地震活動度の高低によ

って，最終的に得られる復旧性照査用ノモグラムが変化することを明らかにす

るとともに，従来の設計との連続性も確認した．また，本手法を用いることで，

地域の地震活動度の違いに応じたきめ細かい復旧性照査，構造物の設計が可能

となることを確認した． 

 

続いて，既設線状構造物を対象として，地震リスクの観点から構造物の耐震

対策優先度を設定する方法について検討を行った．具体的には，システム全体

の地震対策の優先順位を客観的・定量的に評価可能な手法として，DLCC に基づ

く優先度設定手法の検討を行った．本手法では地震を確率論的に評価し，この

地震動評価結果をもとに各施設の損傷確率，対策前後のライフサイクルコスト

を計算することで，対策の有効性を評価する．これをモデル線区に対して適用

することで，地域の地震活動度の違いによって適切な補強戦略が異なる可能性

があることを指摘した．本手法を用いることで，線区の輸送密度，輸送量，地

震活動度，地盤条件，構造形式，設計年代などの各種条件を反映させた上で，

路線ごとに適切な地震対策を選定可能となる． 
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した．特に第 4 章の新潟県中越地震の特性化震源モデルの構築は，野津厚博士

に手とり足とり御指導頂きながら行ったものです．電力中央研究所 中島正人博

士には，確率論的地震危険度解析について長時間の御議論を頂くとともに，最

新の研究動向について御指導頂きました．また，研究が行き詰っている際に暖

かい激励の御言葉を頂きました．国土交通省 国土技術政策総合研究所 片岡正

次郎博士には，道路構造物の設計地震動の改訂動向，考え方についてご指導頂

くとともに，標準地震動をどのように設定するか，という問題について長時間

の御議論にお付き合い頂きました．中央復権コンサルタンツ 今村年成様には，

第 7 章の各種耐震性能を有する構造物を設計する際に多大な御協力を頂きまし

た． 

 

大林組 江尻譲嗣博士，中央開発 王寺秀介博士，ジェイアール東日本コンサ

ルタンツ 桐生郷史博士，野上雄太博士には日頃の業務において大変お世話にな

るだけでなく，数多くの激励の御言葉を頂きました． 

 

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 本田利器先生，日本大学工学部教

授 中村晋先生，鳥取大学大学院工学研究科教授 香川敬生先生，埼玉大学大学
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院理工学研究科准教授 齊藤正人先生，大阪大学大学院工学研究科助教 秦吉弥

先生，東電設計 安中正博士，長大 矢部正明博士，ニュージェック 山田雅行博

士には，学会等において数多くの御指摘，御議論，御指導を頂くとともに，そ

れぞれの立場からの設計地震動の考え方についてアドバイス頂きました．Drexel 

University の Aspasia Zerva 教授，台湾国立中央大学の Huei-Tsyr Chen 教授，山梨

大学工学部助教 宮本崇先生には，海外出張という多忙なスケジュールの中，筆

者の研究内容について長時間の御議論を頂くとともに，激励の御言葉を頂きま

した． 

 

東京大学地震研究所教授 堀宗朗先生，東京大学地震研究所准教授 市村強先

生には，地震工学委員会想定地震動研究開発小委員会のメンバーに著者を加え

て頂き，最新の地震動シミュレーション技術について多くのことを勉強させて

頂きました． 

 

鉄道総合技術研究所 構造物技術研究部長の舘山勝博士，研究開発推進室 佐

藤勉博士には，本研究を遂行する上で常に暖かい励ましを頂きました．研究室

で共に研究をさせて頂いた岡本大博士，羅休博士，豊岡亮洋博士，井澤淳博士，

川西智浩様，上田恭平博士，本山紘希様，田中浩平博士，宇佐美敦浩様，酒井

大央様，西村隆義様，田上和也様，加藤尚様，仲秋秀祐様，京野光男様には日

頃から御議論にお付き合い頂くとともに，多くの御支援，励ましを頂きました． 

 

本論文で用いた強震記録は，気象庁，防災科学技術研究所をはじめとする多

数の機関で得られたものです．観測および記録の公開に携わった関係各機関に

感謝致します． 

 

その他にも数多くの方々から御指導，御鞭撻を頂くことにより本論文をまと

めることができました．ここにその全ての方のお名前を挙げることはできませ

んが，皆様の知遇を受けたことは著者にとって大変幸運でした． 

 

最後に，これまで著者を支えてきてくれた両親，いつも著者の心の癒しにな

ってくれた長女の翠，そして著者を心より理解し，時に厳しく時に優しく最後

まで励ましてくれた妻の鈴子には心から感謝します． 

 

ありがとうございました． 
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